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3）橋梁補修補強工事積算の手引き�
　（別冊新刊）�

　なお今回、橋梁の補修・補強工事の積算に際し、その適用範囲や積算手順をわかりやすく解�
説した「橋梁補修補強工事積算の手引き　平成19年度版」を別冊（セット）で新刊致しました。�

平成19年度版�
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クライミングクレーン Planning 百科
－改訂版－

機械部会建築生産機械技術委員会定置式クレーン分科会（三

浦　拓分科会長）では，このたび 5 年 6 ヶ月間の編集作業を

終え「クライミングクレーン Planning 百科改訂版」を刊行し

ました。

平成 7 年に初版本の刊行以来，この間におけるビル建築の

高層大型化，新工法・新技術の開発および関連規格の改正等に

併せて内容の改訂・補充を行いました。

建築・土木工事計画担当者，工事担当者および作業実施担当

者にとって，短期間にクライミングクレーンの要点を習得する

のに最適な書物であります。

■内容

（1）クレーンの基礎知識，機種選定，設置計画から実施工までの流れに沿った構成に改訂

（2）対象とした中心機械を 200 tm級から現在の主力機である 400 tm級の内容に改訂

（3）平成 8 年から適用の新しいクレーン構造規格の内容に併せた関連規格の改訂および最近の航空法

の内容に併せた改訂

（4）特殊条件下での使用を追加掲載

・電波伝搬障害への対応

・鉄道周辺地域

・空港周辺地域

（5）各機種の仕様一覧は最近の新しい機種を追加掲載およびクライミングクレーン図面集に新機種を

掲載

・クライミングクレーン仕様一覧表

・ジブクレーン仕様一覧表

・ワイヤロープ種類および基本長一覧表

■A4判，本編 130 頁，参考資料 59 頁

■平成 18 年 12 月発刊

■定　価

会　員： 2,300 円（本体 2,191 円）送料 400 円

非会員： 2,600 円（本体 2,477 円）送料 400 円

※官公庁（学校関係を含む）は会員価格です。

■本図書は協会本部のみで販売しております。



（最優秀賞受賞者には，3万円相当賞品贈呈）。�

�







特集　建設のフロンティア

B巻 頭 言　 …………………………………………

宇宙開発の現状と将来動向 …………………………

大深度地下空間の有効利用に向けて ………………

大深度地下開発におけるシールドトンネル工事の現状と将来展望…

─高度情報化施工ヘの夢─ …………………………

空中に大地を築く挑戦 ………………………………

火山災害と無人化施工 ………………………………

装着が簡単な緊急災害用建設機械の遠隔操縦装置……

超高地における建設機械 ……………………………

21世紀初頭の海洋利用技術─持続可能な海洋利用を目指して─…

危険作業従事者の安全管理の未来 …………………

B巻 頭 言　鉄道建設のコスト比率 ………………

線路直下での円形大断面トンネルの施工
─HEP & JES 工法による「りんかい線……………
第 2広町トンネル工事」

重要構造物直下における角型鋼管推進工事 ………─つくばエクスプレス六町駅工事─

高水圧下における斜坑泥水推進工法による施工 …─今井川地下調節池建設工事（その 10）

Non-SC 型泥土圧シールド機の開発 …………………

拡大・縮小シールド工法の開発─ES Tube 工法─

トンネル覆工コンクリート打音診断機の開発─トンネル …ドクター「ソニック・マイスター」の開発─

深層混合処理機の建入れ精度制御システム─パペット工法─ …

細粒化装置付き凍結防止剤散布車の開発 …………─安価な原塩を安全かつ経済的に散布─

ダム特集

B巻 頭 言　独立行政法人水資源機構の発足に向けて…

滝沢ダムにおける新工法への取組み─CSGプラント及び …SPTOMを採用した新しいダムコンクリート施工法─

大規模ダム建設工事におけるコンクリート運搬設備の概要
─国内で初めて採用したレール走行式循環バケットの紹介─ …

滝沢ダムにおける打設設備の自動化─コンクリート打設自動運転システムの概要─…

加速度計とGPS を利用した締固めの管理方法の高度化…

フィルダムロックゾーンのリアルタイム盛立品質管理システムの開発 …

北上川水系猿ヶ石川田瀬ダム放流設備のリニューアル工事…鈴 木 次 男

矢野康明ほか

古 屋 弘 ほ か

太 田 裕 士

黒 川 文 貴

今 村 利 博

達 俊 夫

須田光俊ほか

山本光起ほか

川 上 純 ほ か

阿曽利光ほか

三澤孝史ほか

扇 原 博 ほ か

半 田 卓 ほ か

荒川栄佐夫ほか

高 薄 和 雄

田 中 藤 尚

小 林 日 出 雄

玉 根 敦 司

荒川輝昭ほか

三村洋一ほか

宇 治 川 正 人

岡 本 直 樹

佐 々 木 幸 信

吉 川 和 夫

井 口 雅 一

玉 光 弘 明

気化冷却設備によるコンクリート骨材の冷却─紀の川水系……紀の川大滝ダムにおける細骨材気化冷却設備の実績─

フィルダムにおける基礎岩盤清掃作業の機械化 …

バイブレータ音を利用したダムコンクリートの締固め判定…

自走式土質改良機による骨材プラント脱水ケーキの改良…

コンクリート切削装置「ラスパール」の開発と適用事例…

B巻 頭 言　ストックマネージメントの導入による農業水利施設の有効活用…

全天候型建設工法を支える水平搬送システム─下北半島に …建設中の東北電力・東通原子力発電所第 1号機─

RC造用フロアクライミングタワークレーン工法の開発…

大規模交差点の立体交差化施工方法（ダウニングブリッジ工法）の開発…

シールド機カッタビット交換工法の展開 ………………………─リレービット工法─

鋼管杭の接合・圧入に適用するフラッシュパイリング・システムの開発…

ディープウェル工法における地下揚水自動管理システム …─掘削工程に応じた地下水位の自動管理─

都市のヒートアイランド対策技術の開発─「打ち水ロード」と熱環境予測システム─ …

自走式木材破砕機「リフォレ」によるダム流木のチップ化とその有効活用…

除雪機械展示会（小松）見聞記　ゆきみらい 2003in 小松─みて，ふれて，体験して─…

事業報告特集

B巻 頭 言　シールドの里帰り ……………………

社団法人日本建設機械化協会定款

平成 14 年度社団法人日本建設機械化協会事業報告

シールド機の転用を容易にしたコンパクトシールド工法 …─後方設備内包型 3分割シールド機の採用─

地盤改良の施工における新工法採用（AMP工法） …─高知県中土佐町久礼排水ポンプ場建設工事─

大径化・高速化対応型の深層混合処理工法の開発─進化したCICMC工法─ …

自走式土質改良機を使用した砂防CSG工法の施工と品質管理…

煙突除染ロボット「ペンタクロース」による煙突解体工法…

煙突除染ロボット「ペンタクロース」による煙突解体工法本設柱に …取付けて使用するジブクレーン─ブランチクレーンの開発─

トンネル特集

B巻 頭 言　今こそ，エンジニアリング …………

最近のトンネル施工技術の動向 ……………………

T字型接合シールド工法を採用した地中接合工事─TBOSSW方式─ …高橋範俊ほか

猪 熊 明

前 田 泰 生

鈴木秀之ほか

谷 雄 一 ほ か

中村良光ほか

大 塚 誠 ほ か

川h文也ほか

松浦將行ほか

金 山 良 治

青 木 鉄 朗

有 本 康 宏

小宮英孝ほか

岩 本 宏

梅 国 章 ほ か

永森邦博ほか

稲森宏育ほか

河 原 圭 司

広 谷 浄 ほ か

鈴 村 和 也

高 橋 浩 ほ か

尾下真規ほか

栗本雅裕ほか

矢作健治ほか

瀧本圭一ほか

“建設の施工企画”バックナンバー紹介

平成 15年 1月号（第 635号）～平成 15年 12月号（第 646号）

平成 15年 1月号（第 635号）

平成 15年 2月号（第 636号）

平成 15年 3月号（第 637号）

平成 15年 4月号（第 638号）

平成 15年 5月号（第 639号）

平成 15年 6月号（第 640号）



圧気併用シールド工法による海底取水トンネルの施工
─中部電力浜岡原子力発電所 5号機取水塔・取水トンネル工事─…

揺動型シールド工法の開発と実工事への展開 ……

シールド機内からカッタビット交換が可能な ……テレスポークビット工法の施工

電力工事におけるシールドの高速施工─FNAVI シールド工法─ …

2段伸縮式シールドジャッキを用いた急曲線シールド機の開発 …

切羽土圧を安定制御するTS工法浅深度・大深度における泥土圧式
シールド工法への適用─ツインスクリュシールド工法の開発と実用化─…

インターネットを活用したTBM掘進管理支援システム …─第二名神高速道路甲南トンネル上り線工事─

長距離施工に適した 3Dカッタシールドの開発……─段形状掘削カッタヘッドの開発─

B巻 頭 言　ロボット設計指針のバイブル ………

建設技術と技術事務所 ………………………………

世界初無人化施工による鋼製スリット砂防堰堤工事
─雲仙・普賢岳水無川 3号鋼製スリット砂防堰堤工事─ …

土工統合管理システムの開発と導入 ………………

高水圧仮締切の開発と自動化施工の導入
─奥只見増設発電所取水口工事への適用─ ………

岩盤切削を中心とした最近のトレンチャ技術 ……

高速道路における維持・補修用機械の多機能化 …─架装装置の効率的な運用を目指して─

トンネル水噴霧設備点検車 …………………………

B巻 頭 言　我が国の製造業について ……………

超大型クローラクレーンによる大ブロック・モジュール工法の …推進─原子力発電所構造物・機器の据付け─

高圧圧送装置によるコンクリート長距離打設─中部電力 …浜岡原子力発電所 5号機取水塔・取水トンネル工事─

一矢・輪谷トンネル改良工事における機械施工─石炭灰
有効利用によるカルバート構築式トンネル工法の採用─ …

大断面シールド機の回転施工─首都高速道西新宿シールドトンネル─ …

小径コアによるコンクリートの性能調査方法の現状…

B巻 頭 言　独立行政法人港湾空港技術研究所の現況と展望…

分級による浚渫土砂の画期的な有効活用
─関門航路浚渫工事における土砂の分級─ ………

水中構造物撤去装置─第三海堡撤去への挑戦─ …

バイラテラル操作系を用いた水中バックホウの …遠隔操作技術の研究開発

既設構造物直下への静的圧入締固め工法の適用 …

改良型真空圧密工法の開発と施工事例 ……………─N&H強制圧密脱水工法─

ダムコンクリート運搬用自昇式テルハクレーンの開発…

低車高深度クラム（PX500）の開発と適用事例……

デュアルモード・シールド掘進機の開発と実用化 …近藤保徳ほか

神 田 昌 一

高橋　博ほか

市川尋士ほか

善 功 企 ほ か

酒 井 浩 ほ か

竹田康雄ほか

井上俊輔ほか

浜 田 賢 二

礒 健 一 ほ か

野尻俊雄ほか

小田康博ほか

小川泰司ほか

舘 鼻 学 ほ か

藤 原 達 也

市川敦史ほか

阿 部 鎮 太 郎

大 山 宏

橋本長幸ほか

秋山満敏ほか

古賀省三ほか

村 松 敏 光

金 子 真

深 井 政 和

戸 田 浩

伊 東 憲 ほ か

三谷典夫ほか

田代和登ほか

磯村繁樹ほか

永森邦博ほか

清 水 昇 ほ か

B巻 頭 言　維持管理技術の開発 …………………

行政情報建設機械施工の安全施策の取組みについて…

プレキャストスパン工法による高架橋架設 ………─台湾新幹線の高速施工─

コンクリートアーチ橋のメラン併用斜吊り張出し架設 …─町道日生頭島線頭島大橋（仮称）の建設─

専用架設作業車による大型プレキャスト PC床版の …架設─第二東名高速道路富士川橋の施工─

エアキャスタを用いた鋼桁橋の送出し架設
─第二東名高速道路駒瀬川橋の施工事例─ ………

高速道に横架する跨道橋の一括除去工法による …架替え─東名高速道路瀬谷橋の施工事例─

ゴンドラとロールによる塗装の機械化 ……………─吊り橋の主塔用塗装装置の開発─　

橋梁の大型化とメンテナンスニーズの増加 ………への対応─大型橋梁点検車の進化─

長大橋保全用自走式作業足場の開発
─韓国の永宗大橋，廣安大橋における事例─ ………

橋のトピックス　錦帯橋─平成の架替え─ ………

B巻 頭 言 「建設の機械化」から顔の見える機関誌を目指して…

特殊自動車の排出ガス規制の動向 …………………

建設施工における地球温暖化対策の手引き ………

CO2 発生を抑制する長大トンネルずり搬出システム…─東北新幹線八甲田トンネルの施工─

大型クレーン不要な煙突解体工法の開発
─富士吉田市環境美化センター第一工場解体の施工事例─…

ダイオキシン類汚染底質浚渫技術の開発 …………

粒状固化工法による建設汚泥の再資源化システム …─捨てるものと捨てるものから有用物を─

木材チップ膨軟化処理機「プレスショットBN037PE」…

PCエクストラドーズド下路桁橋の張出し施工
─西名古屋港荒子川橋りょうの専用架設機械による施工─…

広域測量バギーシステム─中部新国際空港の造成工事─ …

B巻 頭 言　新技術活用を進めるために …………

施工技術の研究とシミュレーションの利用 ………

機械化施工におけるシミュレーション技術─建設コスト…縮減を目的とした製品骨材輸送設備の新たな試み─

採石場の採掘計画及び緑化計画シミュレーション …

バーチャルリアリティー技術を利用した原子力
発電所工事─建築機電間コラボレーションの実施─…

運搬システム支援ソフトウエアの現状 ……………

バージによる投入土砂の堆積形状に関する予測手法と適用事例…

コンクリートの表面変状調査システム─トンネル
覆工コンクリートの変状調査方法とその事例─ …

鋼・コンクリート複合ラーメン橋のキャンチ
レバー架設─東九州自動車道今別府川橋─ ………西 川 孝 一

高橋秀樹ほか

増 田 　 稔

坂井忠浩ほか

田中幸一郎ほか

高 柳 秀 樹

黒 川 文 貴

吉 田 　 正

岡 原 美 知 夫

上用敏弘ほか

越智　聰ほか

牧野澄夫ほか

野口真一ほか

守屋典昭ほか

吉 田 正 ほ か

蓼沼慶正ほか

星隈順一ほか

上 田 健 二

佐 野 正 道

機関誌編集委員会

秋 山 和 夫

茂木正晴ほか

坂本光重ほか

丸山大三ほか

寺田典生ほか

山 村 徹 ほ か

伊藤稔明ほか

丸山哲郎ほか

稲 垣 　 孝

北 川 　 信

平成 15年 12月号（第 646号）

平成 15年 11月号（第 645号）

平成 15年 10月号（第 644号）

平成 15年 7月号（第 641号）

平成 15年 8月号（第 642号）

平成 15年 9月号（第 643号）



ロボット技術特集

B巻 頭 言　年頭のご挨拶 …………………………

建設分野へのロボット導入の課題と将来展望 ……

建設機械知能化の現状と展望 ………………………

｢技術が支える明日の暮らし国土交通省技術基本
計画」の概要─重点プロジェクト「建設ロボット …
等による自動化技術の開発」を中心に─　

国土交通省におけるロボット等を活用した ………建設施工に関する取組み　

建設作業に人間型ロボットは使えるか ……………

関西圏における次世代ロボット産業の国際拠点化に向けた取組み…

遠隔操縦ロボット（ロボQ）の開発と施工効率化 …

CONET2003 アカデミーロボットの開発状況─大…学など公的研究機関における建設ロボット研究─　

地震防災特集

B巻 頭 言　巨大地震対策 …………………………

東海地震対策，東南海・南海地震対策の概要 ……

災害対策用機械とその整備 …………………………

社会基盤施設の地震災害軽減に資する耐震技術 …

中央合同庁舎第 3号館耐震改修工事
─国内最大級規模の免震レトロフィット─ ………
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建設施工の環境対策─大気環境特集
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公道を走行しない特殊自動車に対する排出ガス規制…

建設機械用エンジンの排出ガス・騒音低減への取組み…

建設施工の地球温暖化対策と建設機械の
排出ガス対策─油圧ショベルの省エネルギー………………
モードの効果および建設機械用排ガス対策型エンジンの現状─

光触媒を利用した大気浄化吹付型吸音工法 ………

我が国初の道路トンネル低濃度脱硝設備の設置 …─首都高新宿線換気所大気浄化システム─

電動機駆動建設機械の導入事例 ……………………

建設機械メーカーの販売・サービス会社での ……環境への取組み─環境ガイドラインの紹介─

油圧ショベルのハイブリッド化とその効果 ………

路上表層再生工法による環境負荷低減─見直される路上表層再生工法─…

解体・再生工法特集

B巻 頭 言　施工企画と技術 ………………………

再生骨材・再生骨材コンクリートの JIS 化…………

自走式門型昇降装置（リフター機）を用いて
橋梁 1スパンを 1日で解体─橋梁上部工一括 ……
撤去工法大将軍橋撤去工事（北工区）─　

焼却施設解体時のダイオキシン除去システム ……

わが国最古の重力式コンクリートダムの再生
─布引五本松堰堤補強および堆積土砂撤去工事─ …

鋼斜張橋（かもめ大橋）における地盤沈下 ………および車両大型化に対する再生工事　

PC斜張橋「集鹿大橋」の斜ケーブル再生工事 ……

使用済み発泡スチロール（EPS）再生骨材の………利用技術─吸音板・軽量土への用途開発─　

現場発生木・伐採木の有効的利活用システム ……

専門工事業・リースレンタル特集

B巻 頭 言　建設機械リースレンタル業の役割と課題…

機械土工の歩みと近況 ………………………………

杭施工における品質管理のための自動計測管理装置の開発の必要性 …

土木工事を支える機械施工技術者と技能者教育 …

建設用ジブクレーンの貸与者（レンタル業者）の安全施工への取組み…

レンタル商品の現場ニーズと新技術への取組み …

建設産業に働く若者からのメッセージ
─建設現場を支える専門工事業者のい ……………
きいき・やりがい作文─　

辛さが自分の成長につながった ……………………

施工ロスの低減 ………………………………………

教科書 …………………………………………………

植繊機でのバイオマスの利活用─夢の素材ふわふわ君─…平 田 和 男

大 関 麻 子

長 谷 川 　 淳

熊 谷 忠 信

保 坂 益 男

神 庭 浩 二

斎 木 成 治

菅 井 文 明

山 下 啓 明

岡 本 直 樹

一 瀬 益 夫

宮 下 信 也

小林信明ほか

竹中裕文ほか

辻　丈彰ほか

空中　博ほか

時岡誠剛ほか

平湯栄治ほか

河 野 広 隆

村 松 敏 光

細川　恒ほか

鹿 児 島 昌 之

清 水 里 美

河 野 利 宏

森田俔志ほか

内田季延ほか

桜田明彦ほか

山 田 太 郎

清 水 　 純

大 聖 泰 弘

海外の建設施工特集

B巻 頭 言　海外の建設施工と技術協力 …………

行政情報　国土交通省平成 18 年度予算（速報）
……………………………国土交通省総合政策局　建設施工企画課

我が国建設業の海外展開戦略 ………………………

インドプルリア揚水式発電所工事─海外地下工事における機械化─…

香港ストーンカッターズ斜長橋建設工事 …………

シンガポール長距離下水道建設工事─長距離 ……シールド掘削と防食シート採用の 2次覆工─

マレーシアにおけるRCCダムの施工 ………………
─スンガイキンタダム建設工事─　

建設機械の世界の安全基準 …………………………

海外建設活動の現況─平成 16 年度（2004 年度）海外建設受注から─ …

トンネル・シールド特集

B巻 頭 言　実績主義からの脱皮を ………………

東北新幹線八甲田トンネルの施工─世界一長い陸上複線トンネル─…

直径 12.84mの大断面TBMの設計と施工 …………
─東海北陸自動車道飛トンネル　

トンネル換気設備の効率的な維持管理手法
─換気設備の電力量削減および点検・分解 ………
整備に係わる効率化　

新しい空洞調査手法の開発─既設トンネル ………覆工背面空洞調査システム（PVM）

めがねトンネル中央導坑からの本坑支保工の
構築─先行アーチ支保による地山補強工法─ ……
（PSSArch 工法）

遠心力トンネル吹付け工法と現場展開
─吹付け作業の低粉じん化を目指して─ …………

大断面分割シールド工法による（仮称）
外苑東通り地下通路整備工事─都市再生に ………
おける地下立体交差「ハーモニカ工法」

地盤改良を必要としないシールド発進・ …………到達工法─立坑用スライドゲート─　

新潟中越地震から 1年─復興へ始動─ ……………

特殊条件下での建設施工機械特集

B巻 頭 言　特殊条件下での建設施工機械械 ……

触覚情報を用いた水中バックホウ …………………遠隔操作システムの開発　

都市内での浅層大断面非開削トンネル ……………─MMST工法─　

部分拡幅シールド工法（VASARAシールド工法）…の開発─非開削による大規模地下空間構築技術─　

省スペース型垂直土砂搬送装置 ……………………─鉄道建設工事への適用─　

厳しい施工条件を克服する圧入工法の開発 ………
─GRBシステム工法─　

2つのフロントを有する双腕作業機の開発…………─速度指令式ワンレバー方式で制御─　

狭隘空間で使用する内装解体機の開発と適用 ……

汚染土壌対策を支える無人化施工システム ………杉 本 英 樹

小林直廣ほか

石 井 啓 範

山 口 日 出 男

平井幸雄ほか

神尾正博ほか

池 田 信 哉

平林丈嗣ほか

松 井 宗 広

加 藤 信 夫

佐 藤 修 一

湯口正樹ほか

長野祐司ほか

稲田正毅ほか

大嶋健二ほか

川h和來ほか

川北眞嗣ほか

佐 々 木 幹 夫

今 田 　 徹

松 井 波 夫

田 中 健 三

菊地保旨ほか

一瀬邦生ほか

松樹道一ほか

柴 田 勝 実

森 　 毅 彦

玉 光 弘 明

平成 17年 7月号（第 665号）

平成 17年 8月号（第 666号）

平成 17年 11月号（第 669号）

平成 17年 10月号（第 668号）

平成 17年 9月号（第 667号）

平成 17年 12月号（第 670号）



夢特集

B巻 頭 言　新年のご挨拶 …………………………

特集　未来の建設と他分野の先端技術 ……………

特集　新春座談会　世代を超えて　建設が好き …

公共工事等における新技術の活用促進と …………新システム

新技術の活用普及と技術事務所の役割 ……………

地方公共団体と新技術の採用 ………………………

開発技術の信頼性と採用までの道程 ………………

建設会社における新技術活用 ………………………

新技術の活用普及と学の役割 ………………………

新技術の活用普及とコンサルタントの使命 ………

特集　宇宙への取組み ………………………………

特集　可変形状トラスを利用した可動
型構造物─ 2005 年日本国際博 ………………
覧会可動モニュメントへの適用

特集　究極の震動破壊実験施設………………………（E-Defense）

特集　知能住宅「ユビキタスホーム」………………

特集　上肢動作を補助する人工筋肉…………………「マッスルスーツ」の開発

環境特集　温暖化防止に向けて（大気汚染防止・軽減）特集

B巻 頭 言　大人ができること ……………………

「特定特殊自動車排出ガスの規制等に ………………関する法律」の施行に向けた取組み

オフロード車輌における排出ガス規制 ……………の動向と今後の国際整合に向けて

風力発電による地球温暖化対策 ……………………

環境を配慮した発電機 ………………………………

二酸化炭素を利用する「工業用トリジェ …………ネレーションシステム」の技術開発

バイオマスの熱分解ガス化発電システム …………

耐震性能の確保と環境に配慮した
回転圧入鋼管杭の施工
─九州新幹線島田北高架橋工事─

…………………

環境特集─環境改善（水質浄化・土壌浄化）

B巻 頭 言　水環境の改善とまちづくり …………

土壌・水質の汚染対策に関する関係法令 …………石 田 雅 博

久 保 田 勝

木下哲龍ほか

天 野 寿 二

大 濱 隆 司

長 谷 川 謙 治

牛 山 泉

溝 口 孝 遠

清 水 純

岡 部 直 己

小 林 宏

山 h 達 也

森 利 弘

井上文宏ほか

吉 田 哲 二

木 寺 佐 和 記

牧 角 龍 憲

早 川 康 之

村 上 俊 明

真 次 寛

藤 本 昭

森 下 博 之

藪ノ和洋ほか

加 納 研 之 助

小 野 和 日 児

廃棄物最終処分場適正閉鎖工事
─新しい原位置撹拌混合ソイル
セメント壁構築工法（CSM工法）

……………………

モバイル型土壌洗浄プラントによる ………………
汚染土壌浄化

ソイルセパレータ工法トータルシステム

…………による建設発生土のリサイクル
─伏木富山港（新湊地区）橋梁下部
工事における土砂のリサイクル─

施工段階における二酸化炭素排出量
削減対策─輸送車輌への省燃費運転 ………………
法の普及とその効果把握─

品確法─公共工事の品質確保─

B巻 頭 言　総合評価方式への期待 ………………

「公共工事の品質確保の促進に関する法律」 ………と土木機械設備工事

品質確保および向上についての取組み ……………

ITを活用したコンクリートの ………………………品質管理システム

初期欠陥を未然に防ぐコンクリート
施工性能評価システム ………………………………

ソイルレイヤー工法の新しい品質保証技術 ………

3次元プロダクトモデルを用いた……………………土工事施工支援システム

施工現場の安全特集

B巻 頭 言　建設安全に安全マネジ
メント導入決断を─ JR西日本福 …………………
知山線事故の教訓─

建設機械施工の安全対策への取組み ………………

建設業におけるヒューマンエラー防止対策 ………

建築物解体作業に従事する労働者の ………………石綿ばく露防止対策

労働安全衛生マネジメントシステムの ……………実施運用

ITとロボット技術を駆使したニュー ………………マチックケーソンの完全無人化施工

ICタグおよび PHSを使用した
トンネル坑内安全管理システム ……………………

鉄骨建方作業における一層一節工法 ………………

リサイクル特集

B巻 頭 言　固体系廃棄物等の ……………………リサイクルの課題と展望

建設リサイクルに関する今後の動向 ………………田 中 倫 英

嘉 門 雅 史

宮h拓三ほか

伊藤耕一ほか

梅田法義ほか

豊 田 文 延

寺 園 義 弘

高 木 元 也

岩 h 辰 志

堀 野 定 雄

古 屋 弘

黒島一郎ほか

坂井吾郎ほか

太田達見ほか

稲 村 雄 三

森 下 博 之

小 澤 一 雅

水野良治ほか

小泉哲也ほか

毛利光男ほか

則 松 勇 ほ か

“建設の施工企画”バックナンバー紹介

平成 18年 1月号（第 671号）～平成 18年 12月号（第 682号）

平成 18年 1月号（第 671号）

平成 18年 2月号（第 672号）

平成 18年 3月号（第 673号）

平成 18年 4月号（第 674号）

平成 18年 5月号（第 675号）

平成 18年 6月号（第 676号）



千葉県における建設発生木材リサイクル促進行動計画 …

山武町バイオマスタウン構想 ………………………

土砂混じり廃棄物選別プラントとリサイ
クル─不法投棄廃棄物の原状回復事業─ …………

高流動エコセグメントの導入─下水汚泥焼
却灰の高流動コンクリート二次製品への適用─ …

廃棄物焼却施設の解体技術「トランシッド・システム」…─ダイオキシン類ばく露防止への対応とリサイクル─

防災特集

B巻 頭 言　広重に見る江戸のハードとソフトの防災 …

近年の自然災害への対応と建設機械……………日本建設機械化協会
研究調査部・施工技術総合研究所

トピックス　建設機械等による災害対処・復旧支援に関する懇談会設置……国土交通省総合政策局
建設施工企画課・日本建設機械化協会研究調査部

福岡県警固断層の地下構造調査─地震災 …………害の軽減に役立つ地下構造の可視化─

振動台による粒状改良土の耐液状化抵抗性能の確認実験 …

社団法人日本建設機械化協会の支援体制と取組み…日本建設機械化協会研究調査部

衛星情報による災害解析手法 ………………………

事業継続計画（BusinessContinuityPlans）概論 ……─企業の危機発生時の不測事態対応計画─

災害時における首都圏の港湾物流・人流機能 ……確保のための協働体制構築に向けた取組み

標準化特集

B巻 頭 言　標準化と共有化 ………………………

建設分野における標準化の現状と展望 ……………

新 JIS マーク制度及び国際標準化を巡るトピックス…

社団法人日本建設機械化協会の建設機械に関する標準化への取組み…

新幹線スラブ軌道の標準化施工 ……………………

土工機械の世界と日本の標準化─ ISO規格作成活動紹介─ …

建設機械の安全面の標準化─日本版C規格の整備─ …

情報化施工と標準化活動の現況 ……………………

建設機械用作動油規格の JCMAS化…………………

維持管理・延命化・長寿命化特集

B巻 頭 言　維持管理の重要性 ……………………

橋梁の高齢化に向けたアセットマネジメント ……

本州四国連絡橋の予防保全 …………………………

下水道管きょの更正技術 ……………………………

チタングリッド陽極方式電気防食工法 ……………による阿曽・挙野洞門の補修工事

水路トンネルの補修・補強対策─サポート ………ライニング工法の開発と施工事例─

回転式舗装試験機と試験研究 ………………………

道路舗装の維持修繕計画支援技術 …………………井原　務ほか

神 谷 恵 三

岩井孝幸ほか

樫原一起ほか

福島恒利ほか

長 谷 川 芳 己

原 田 吉 信

魚 本 健 人

長尾正人ほか

山元　弘ほか

渡 辺 　 正

田 中 健 三

坂 本 成 弘

西 脇 徹 郎

高 木 真 人

秋 山 　 実

島 崎 敏 一

福西　謙ほか

松 井 一 洋

原 　 政 直

中山隆弘ほか

宮下由香里ほか

竹 村 公 太 郎

尾 身 武 彦

宇野洋志城ほか

吉岡吉郎ほか

篠 山 浩 文

望月美知秋ほか 交通規制を伴わない橋梁点検用移動足場の試行 …

情報化施工と IT特集

B巻 頭 言　情報化施工と IT ………………………

国土交通省における情報化施工の取組み …………

トータルステーションを用いた道路土工出来形管理の実現 …

道路舗装構築作業に効果を上げたGPS 機能
にゾーンレーザ機能を融合させた高精度位
置検索システム─GPS の高さ精度をレーザ ………

技術で補ったトプコンmmGPS ─

函館港島防波堤ケーソン撤去工事への
高度 ITの適用─統合情報化施工管理 ………………
システム「Beluga.Net」

舗装工の情報化施工 …………………………………

建設機械の知能化，ネットワーク化と

……………情報化施工─無線ネットワーク，
シミュレーションを駆使した施工の
統合管理システム─

Webとデータベースを用いた新しい施工管理手法の紹介 …

3次元マシンコントロールシステム…………………

新 3Dカメラによる地形計測への応用………………

ロボット・無人化施工特集

B巻 頭 言　建設ロボットの展望 …………………―ロボットからRTへ―

無人化施工の推進と展望……………建設無人化施工協会技術委員会

国土交通省総合技術開発プロジェクト
「ロボット等による IT施工システムの ……………
開発」の取組み

全自動ビル建設システム―在来工法併用型システムの工事適用―…

煙突自動除染れんが解体ロボットの開発 …………―「スウィンパーロボ」の実用化―

無人情報化施工を目指して―自動車および ………船舶による自動測量システムの開発―

遠隔操縦ロボット（ロボQ）を搭載した …………建設機械による災害復旧の出動事例

大型レスキューロボットの開発―「T-52 援竜」― …
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◇表紙写真説明◇

手すり先行工法　働きやすい安心感のある足場は，労働者の足場
からの墜落・転落による労働災害防止のため，平成 15 年 4 月に厚
生労働省が策定した「手すり先行工法に関するガイドライン」に基

づく足場である。足場の組立時には，作業床を設置する前に一層下
から手すりを先行して設置し，解体時には，手すりを残置しておき，
一層下から作業床を取り外し，最後に手すりを取り外す。また，足
場の全段に先行型二段手すり及び幅木（つま先板）を設置し，足場
の組立・解体作業時等だけでなく，使用中の足場からの墜落・転落
災害も防止するものである。国土交通省，農林水産省では，平成
15 年度から直轄工事において当該足場を標準化しており，現在，
他省庁，公団公社ならびに多くの地方自治体においてもこの足場が
標準となっている。併せて，足場の組立完了時に当該足場を組立て
た者以外の専門家によるチェックリストに基づく足場の安全点検の
実施を推奨している。

手すり先行工法　働きやすい安心感のある足場

現場：南阪奈道路　大黒トンネル工事作業所

発注：国土交通省　近畿地方整備局　大阪国道事務所

施工：株式会社　奥村組

写真提供：全国仮設安全事業協同組合
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ss協会活動のお知らせtt

平成 19年度建設機械施工技術検定試験
― 1・ 2級建設機械施工技士―

■今後の予定等

1．試験日

学科試験：平成 19 年 6 月 17 日（日）
実地試験：平成 19 年 8 月下旬から

9月中旬

＊実地試験は，学科試験合格者のみ受

験でき，日程は 8月上旬に決定，通

市，栃木県下都賀郡壬生町，新潟市，小

松市，刈谷市，明石市，小野市，広島市，

善通寺市，福岡県糟屋郡須恵町，那覇市

詳細問い合わせ先：
社団法人日本建設機械化協会試験部

TEL： 03-3433-1575

http://www.jcmanet.or.jp

知します。

2．試験地

学科試験：北広島市（北海道），仙
台市，東京都，新潟市，名古屋市，東

大阪市，広島市，高松市，福岡市，那

覇市

実地試験：石狩市，多賀城市，秩父

平成 19年度施工技術報告会講演募集のお知らせ
主題「最近の建設技術と施工事例」

標記の報告会を下記要領で開催いた

します。本年も積極的な応募をお願い

いたします。

プログラムその他詳細については各

学・協会誌 11 月号に掲載予定です。

共催：6地盤工学会関西支部

6日本建設機械化協会関西支部

6土木学会関西支部

詳細問合せ先：
6地盤工学会関西支部

〒 540-0012 大阪市中央区谷町 1-5-7

ストークビル天満橋 801 号室

TEL： 06-6946-0393

FAX： 06-6946-0383

e-mail ： office@jgskb.jp

日時：平成 20 年 1 月 23 日（水）13
時～ 17 時

会場：建設交流館（予定）
講演申込期限：平成 19 年 7 月 13 日必

着

講演申込要領：巻頭のお知らせをご覧
ください。

2007 年版　日本建設機械要覧　購入のおすすめ
発　刊：平成 19 年３月 30 日
体　裁：B5 判，約 1200 頁／写真，

図面多数／表紙特製

価格（送料別途，消費税 5％含む）：

TEL： 03-3433-1501

FAX： 03-3432-0289

e-mail ： info@jcmanet.or.jp

http://www.jcmanet.or.jp

会　員　43,050 円（本体 41,000 円）

非会員　51,450 円（本体 49,000 円）

詳細問い合わせ先：
6日本建設機械化協会　業務部

平成 19年度版　建設機械等損料表　購入のおすすめ
―機械経費積算に必携―

■国土交通省制定「建設機械等損料算

定表」に準拠

■わかりやすい損料積算例と損料表の

構成を解説

■機械経費・機械損料に関係する通達

類を掲載

■各機種の燃料消費量を掲載

詳細問合せ先：
6日本建設機械化協会　業務部　

TEL： 03-3433-1501

FAX： 03-3432-0289

e-mail ： info@jcmanet.or.jp

http://www.jcmanet.or.jp

■各種建設機械の構造・特徴を図・写

真で掲載

発刊：平成 19 年 4 月 19 日
体裁： B5 判　約 600 頁
価格：（送料別途）

一般　7,700 円（本体 7,334 円）

会員　6,600 円（本体 6,286 円）

橋梁架設工事の積算　平成 19年度版　購入のおすすめ
―橋梁架設工事及び設計積算業務の必携書―

このたび，国土交通省の土木工事積

算基準，建設機械等損量算定表等に準

拠し，また近年の橋梁架設工事の状況，

実績等を勘案し，当協会では「橋梁架

設工事の積算　平成 19 年度版」及び

「橋梁補修補強工事積算の手引き　平

成 19 年度版」をセットで発刊いたし

会員　7,140 円（本体 6,800 円）

詳細問合せ先：
6日本建設機械化協会　業務部　

TEL： 03-3433-1501

FAX： 03-3432-0289

e-mail ： info@jcmanet.or.jp

http://www.jcmanet.or.jp

ました。橋梁架設工事の設計積算業務

にぜひご活用ください。

発刊：平成 19 年 5 月 24 日
体裁： B5 判　本編約 1,100 頁

別冊約 110 頁

価格：（送料別途）
一般　8,400 円（本体 8,000 円）



場合，報告されるトラブルの多さに驚かされる。わが
国では，危険側誤りが，正当なトラブル（安全側誤り）
と区別されていないのである。現実には，危険側誤り
の防止にも限界がある。とは言え，国際規格が認めて
いるのは，原発の場合，10 万年に 1 回の程度（安全
インテグリティレベル SIL4 ： IEC61508）である。
このように，国際規格は，危険側誤りに対して厳格な
扱いを要求しているのである。
わが国では，トラブルの発生自体が問題にされる。

しかし，それはシステムの稼働率，すなわち信頼性の
見方である。一方，安全性は，運転を停止させてでも
絶対に事故だけは防ぐという要求に応えるもので，信
頼性と混同されては困る。事故を防ぐための運転停止
を，他のトラブルと区別し，社会は，この安全側のト
ラブルを倫理的に支持する。その支持に技術者倫理が
応答する。すなわち，技術者は，危険側誤りを防ぐ技
術の「最善」を追求し，システムを設計する。そして，
行政は，倫理の基本を共有し，その時代の最善
（‘State of the art’）に対する限界を認め，残留リス
ク（危険側誤り）で現実に生じたトラブル（事故）に
関する報告を求め，責任より「原因」を開示し，事故
の再発防止を技術者に広く要求する。何よりも重要な
ことは，「最善」とその限界に対する「正直」で生じ
た結果を受容するという倫理的姿勢を社会全体が共有
することである。
安全は，十分に吟味された安全原則に基づくとされ

るが，倫理を尽くして設計され，運用されるシステム
であれば，たとえトラブル（事故）が生じたとしても，
免責が与えられるべきだとされるような倫理的に成熟
した社会にあって，本来あるべき「安全」が実施され
るのである。欧州連合 EUでは，罪を神に告白して許
しを受けるというキリスト教の倫理的基盤を持つ多国
籍が連合して CEマーキングを成功させている。わが
国は，独自の立場から，「最善」と「正直」が免責を
可能とする制度を確立する必要があるが，正直者は馬
鹿を見るという感覚を払拭しない限り，原発に限らず，
あらゆる場面で，事故隠し，トラブル隠し，データ捏
造は解消されないであろう。

――すぎもと　のぼる　国立大学法人長岡技術科学大学

大学院技術経営研究科システム安全専攻教授――

電力会社の事故隠し，トラブル隠しが明るみに出て，
社長が次々に頭を下げるという異様な光景にあきれた
人も多いだろう。誰も知らないところで起った事故，
後の影響を考えて，わざわざ世間を騒がせる必要はな
いだろう。原発の長い歴史は，これが原則となって，
たくさんのトラブルを生じながらも，「安全です」と
聞かされてきたわけである。
今までの原則は何だったのか。掌を返すように，事

故やトラブルを包み隠さず報告（開示）するよう関係
者に義務付けることになった。｢隠蔽は言語道断｣と言
われて，正直にトラブルを報告するとやぶへびになる。
却ってその事実を突かれて叱責を食らうことになりか
ねない。正直者は馬鹿を見るという感情を払拭できな
い限り，わが国では，いわゆる「失敗学（失敗の反省
学）」は容易に成立しない。倫理なき原発を糾弾する
には，ジャーナリストはただ騒ぐのでなく，国際規格
の安全原則に則った正当な追及をやってほしい。
さて，機械やシステムの安全性は，設計に大きく左

右される。国際規格は，設計の基本を「十分に吟味さ
れた安全原則に準拠すること」とし，設計者に対し，
安全の説明責任（ドキュメンテーション）を課す。ジ
ャーナリストは，まず，原発の関係者に「原発におけ
る安全原則とは何か」を質す必要がある。機械やシス
テムは一般に危険を伴う。そのため，制御や操作の誤
りで危険状態となった場合，運転を停止するシステム
を構成する。設計のための安全原則は，原発でも変わ
らない。
故障や人のミスは避けられない。「安全側」の場合

は問題がないが，危険側となるような誤り（危険側誤
り）は決して許されない。特に，人間の場合，訓練で
危険側のミスを防ぐことは難しい。これを防ぐための
技術対策が重要だとされる。危険側誤りの防止を厳格
に求める安全原則は，欧州では，CE マーキングとし
て機械全般にすでに実施されている。ましてや，臨界
や放射能漏れなど重大事故の可能性を持つ原発となれ
ば，「当然，この安全原則が徹底されているでしょう
ね」と原発関係者に念を押してほしい。
故障やミスで機械は安全側に停止（トリップ）する。

運用時にこれが起っても，特に騒ぐ必要はない。一方，
臨界など深刻な事態の原因となる危険側誤りは，報告
が厳しく要求される。それにしても，わが国の原発の
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原子力発電所のトラブル隠し
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1．建設労働災害の現状

我が国の建設工事における建設労働災害は，平成 8

年度までは死亡者数が 1千人を超える状況にあり，平

成 13 年度には 6 割強となるまで減少しているが，依

然として公共事業において，全産業の中で建設業の占

める割合は約 36 ％強と高く（図― 1），また，平成

16 年度において建設投資 1 兆円当たりの建設業にお

ける死傷者数は増加傾向に転じ（図― 2），建設業を

取り巻く労働災害は予断を許さない状況となってい

る。

その中でも，建設機械の事故が占める割合は約

16 ％と高く（図― 3），より一層の対策の推進が望ま

れている。

2．安全対策の取組

（1）「建設機械施工安全技術指針」の改正

国土交通省では，平成 6年に建設機械施工に関する

安全に必要な技術的留意事項や措置を示した「建設機

械施工安全技術指針」を策定し，建設現場における事

故防止に努めてきた。しかしながら，昨今の事故事例

において，狭小現場に対応させた超小旋回型バックホ

ウの転倒や，クレーンの過負荷防止装置を施工上の煩
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建設機械等に関連する建設労働災害（特に死亡災害）は，数年前の 2割程度から 1割の半ばまで下がっ
てきてはいるが，依然として高い水準にあると認識している。
このため，機械施工技術の進歩によりあらゆる工事が機械化施工によって実施されている状況を踏まえ
ると，その安全性を向上させ，建設機械等による労働災害を減少していくことは喫緊の課題である。この
ような状況から，国土交通省として建設機械施工に係る事故防止対策に関し，「建設機械」と「施工」に
起因する事故を減少させるための具体策について検討を重ね，実行しているところである。
キーワード：建設機械，安全対策，事故，安全教育，リコール

特集＞＞＞ 建設施工の安全対策

建設機械の安全対策と今後の取組について

矢　野　公　久

図― 1 労働災害の発生状況［死亡者数］



雑さから適切に使用せず，転倒事故に至ったケースが

多くなっていることなど，近年の機械化施工による事

故形態が変化している状況にある。

これらのことから，現状の施工現場との整合や建設

機械化施工に関する新たな法・通達等との整合性を踏

まえ，安全施工の速やかな対応を図るべく，年度内通

知に向け平成 17 年 3 月に改正を行った。

（2）建設機械施工安全マニュアル（案）の作成

請負契約の重層化から元請け，専門工事業者，オペ

レータの安全管理が一元化されていない傾向が見られ

ることなどから，「建設機械施工安全技術指針」の改

訂作業と同時に，発注者・請負者・専門工事業者及び

建設機械メーカー等がお互いの安全管理の補完と安全

施工に対する共通意識を持つことを主旨とした，「建

設機械施工安全マニュアル（案）」の作成を平成 17 年

3 月に作成した。

その内容については，主要な工種における標準的な

施工手順に沿って安全確保のための留意点や措置手段

などについてイラスト等を交えた構成としている。さ

らに建設現場の第一線で従事している現場技術者や職

長等の方々に対し，記述内容や使い勝手についての意

見を踏まえ，現場に即したものとした。

なお，本安全マニュアル（案）は，施工現場におけ

る事故発生要因の発見・対処に関して担当者を支援す

るものであり，個別の工事現場の安全対策を規定する

ものではない。

（3）建設機械による安全施工のためのリコール対応

建設機械のうち「道路運送車両法」の適用を受ける
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図― 2 建設投資と建設投資 1兆円あたりの死傷者数

図― 3 建設業における事故原因別の事故件数



ものについて，機械の製造者が保安基準に適合しなく

なるおそれを除くため又は保安基準に適合させるため

に必要な改善措置を講じようとするときは，法に定め

られた事項を国土交通大臣に届け出ることが義務づけ

られている（リコール制度，図― 4，5）。

このリコール情報は，建設施工現場における機械施

工の安全においても重要な情報であることから，平成

16 年 12 月にラフテレーンクレーンのリコール届出を

皮切りに，施工現場における対象建設機械の使用に際

し，事故防止の観点から正しい使用方法等についての

周知を図っていただくよう関係者等に対し対応方お願

いしたところである。今後もリコール届出のあった建

設機械については，同様の対応を行っていくこととし

ている。この届出は，多岐に渡る内容であり，「建設

施工における安全の確保」といった観点でそれらの情

報に対応するため，建設施工における重大事故にあわ

せて，リコール情報に応じた対応方針を策定した。

3．今後の取組

従来，建設工事事故を起こした場合，｢工事成績評

定点の 10 点減点」「指名停止等の行政処分」「入札参

加の審査時での減点（指名審査）」など，罰則によっ

て事故防止を図ってきた。しかしながら，近年，政府・

民間ともに建設投資額が減少している中，建設投資額

1兆円あたりの死傷者数は増加傾向にあり，前述の事

後対策による事故防止対策の限界と考えられている。

今後の事故防止対策では，事業者自らが安全管理を

強化するような事前対策による事故防止対策を推進す
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図― 4 平成 18 年度の建設機械に関するリコール件数と対象台数

図― 5 平成 18 年度の機械別におけるリコールの割合



ることが重要である（図― 6）。

（1）受注者における自主的な安全衛生活動を促進

する安全管理システムの構築

受注者における自主的な安全管理を促進することに

よる建設機械施工に係わる労働災害の低減を目的とし

て，事業者の安全管理に関する評価方法を策定し，安

全優良事業者への適切な支援などを行う事前対策を積

極的に推進し，建設業における安全水準の向上を図る

施策を検討する。

①建設工事における安全管理システムを構築するため

の指針（マニュアル）の策定

②建設工事における安全管理水準の評価手法の確立

③安全衛生水準の高い施工者に対し，工事評価点に加

点を行う等のインセンティブの付与

④優良オペレータについて，認定・表彰制度の設立，

入札参加資格等への規定化などのインセンティブの

付与

⑤連続事故事業者に対する措置を入札参加資格等へ規

定化し，悪質事業者に対する罰則を強化等

（2）安全教育の徹底を図る取組

2005 年 4 月 10 日に発生した基礎工事用建設機械の

転倒事故など，建設施工現場における建設機械に関連

する災害は後を絶たない状況となっている。

また，施工形態の変化やニーズに合わせた建設機械

の改良開発等，建設機械のオペレータを取り巻く状況

は日々変化し続けている。

しかし，建設機械のオペレータの資格については一

部の資格を除き資格取得後の更新は定められておら

ず，オペレータの安全教育は各々の事業者にゆだねら

れており，最近の事故事例，改良開発された建設機械

の潜在的リスク等建設機械のオペレータ特有の安全教

育は十分であるとはいえない。

建設機械に関する労働災害の大きな要因である建設

機械のオペレータについて，建設機械のオペレータに

関する講習制度の創設や直轄工事におけるオペレータ

の資格要件に安全講習の受講を原則化するなど，安全

教育の徹底を図る取組を強化することを検討し，建設

機械に関する労働災害の防止を図る必要がある。
J C M A
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施工調査係長

図― 6



1．はじめに

建設産業は，我が国の基幹産業として多くの就業機

会を提供し，また，社会資本整備の担い手として，地

域経済の発展のために重要な役割を果たしている。

しかしながら，現在の建設産業は，建設投資の減少，

価格競争激化，熟練技能労働力確保の困難性にも直面

している。

このような現況下にあっても，建設産業には，工事

における安全，安心の確保を，より確実に，効果的に

進め，労働災害防止を図ることが求められる。

ここに，平成 18 年の労働災害の発生状況を注視す

るが，どのような時代でも「安全第一」であり，建設

企業は，今後もとどまることなく，安全衛生管理活動

を推し進め，工事におけるリスク低減を，自主・自律

的に行い，安全衛生水準の向上に努めていかなければ

ならない。

2．労働災害の状況と傾向

（1）年度別死亡災害・死傷災害の発生状況

建設業における労働災害は，関係者の努力により，

長期的には減少している。特に，平成 17 年の死亡災

害は，497 人となり，数字の上では初めて年間の死亡

者数が 500 人を下回った。

しかしながら，未だ多くの方々の尊い命が奪われて

いるのが現実である。

平成 18 年の建設業の死亡災害は 508 人で平成 17 年

に比べ 11 人の増となった（図― 1）。また，休業 4日

以上の死傷災害は 26,872 人で，平成 17 年に比べ 321

人の減となっている。さらに，全産業に占める建設業

の死亡災害・休業 4日以上の死傷災害の割合は，それ

ぞれ 35 ％，22 ％と依然して高い状況にある（図― 1，

2，3）。

平成 18 年の建設業の死亡災害が，増加に転じたこ

とは憂慮すべき事態であり，逐年の死亡・死傷災害の減

少傾向を後戻りさせないよう，建設関係者は，今後，一

層の労働災害防止活動に取り組まなければならない。
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今般，厚生労働省から平成 18 年の労働災害の発生状況が公表された。この内容に基づきつつ，建設業
における労働災害の状況と傾向について，図表を交えながら概況を述べる。
なお，建設業の労働災害，事故等の逐年の発生傾向を踏まえた方策は，本年 3月に，
①厚生労働省では「建設業における総合的労働災害防止対策の推進について」の通達
②国土交通省では「平成 19 年度における建設工事事故防止のための重点対策の実施について」の通達
を発出し，建設業労働災害防止協会（建災防）及び傘下の会員企業に協力要請をしている。
また，
③建災防では，「平成 19年度建設業労働災害防止実施計画」を定め，建設企業が取り組む事項を定めている。
建設企業は，ここに示す労働災害の状況を厳粛に受け止めて，示された①～③の方策と，自社の工事の
特性・課題等を踏まえ，自社にあった諸施策を定め展開し，一層確実で，効果的な労働災害防止活動に取
り組んでいかなければならない。

注）上記通達の内容はインターネットで参照されたい。建設業労働災害防止実施計画は建災防にて配布中。

キーワード：死亡災害，重大災害，三大災害（墜落・転落災害，建設機械・クレーン等災害，倒壊・崩壊
災害），熱中症予防，手すり先行工法，足場先行工法，全建統一様式，建設機械等使用届，
接触防止措置，移動式クレーン機能付き油圧ショベル，ステッカー運動，土止め先行工法，
安全衛生教育，PDCA，リスクアセスメント，COHSMS

コ ス モ ス

特集＞＞＞ 建設施工の安全対策

平成 18 年の建設業における労働災害の状況と傾向

山　崎　弘　志
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図― 1 死亡災害の発生状況

図― 2 死亡災害の業種別発生状況（平成 18年　計 1,472 人）
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図― 3 休業 4日以上の死傷災害の発生状況



（2）重大災害の発生状況

建設業における重大災害（一時に 3人以上の労働者

が業務上死傷又はり病した災害事故）の発生状況をみ

ると，表― 1のように平成 18 年は 120 件となり，こ

こ 3年毎年増加していることになる。

なお，建設業の重大災害は，一度発生すると多くの

作業者を巻き込むことになる交通事故，中毒，倒壊，

火災での発生件数が多くなっているので，これらに対

する教育，測定，換気，点検など，安全確保の基本対

策の確実な履行が必要である。

（3）工事の種類別死亡災害の発生状況

工事の種類別に死亡災害をみると，表― 2のよう

に土木工事では 200 人（39 ％），建築工事では 225 人

（44 ％），設備工事では 83 人（16 ％）となっており，

特に，建築工事が昨年より 22 人，4 ポイントの増加

となっている。

（4）工事の種類別・災害の種類別の死亡災害の発

生状況

工事の種類別・災害の種類別の死亡災害は，表― 3

のようになる。

建設業の「三大災害（墜落・転落災害，建設機械・

クレーン等災害，倒壊・崩壊災害）」でみると，三大

災害で死亡災害全体の 62 ％を占めている。

三大災害別・工事の種類別では，墜落災害は建築工

事で 110 人，墜落災害全体の 6割近くを，建設機械・

クレーン等災害は土木工事で 44 人，建設機械・クレ

ーン等災害全体の 6割近くを，倒壊・崩壊災害は土木

工事で 24 人，建築工事で 23 人，各々 5割近くを占め

ている。

建設業の三大災害には，逐年での変化もみられず今

後も細心の対策を取っていかなければならない状況に

あるといえる。

（5）災害の種類別死亡災害の発生状況

災害の種類別の建設業の死亡災害発生状況は，逐年

でみた場合，図― 4，5のように墜落災害，建設機械
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区分 年 件数 死傷者数
平成 18 年 318 2117（85）

全産業 平成 17 年 265 2286（68）
平成 16 年 274 1431（97）
平成 18 年 120 543（45）

建設業 平成 17 年 93 419（21）
平成 16 年 89 364（44）

表― 1 重大災害の発生状況

注）（ ）内は，死亡者数。

土�木工事�
年��／�

工�事の種�類�
水�力�

ダ�ム�

ト�ン�

ネ�ル�

地�下�

鉄�
鉄�道� 橋�梁� 道�路� 河�川� 砂�防�

土�地�

整�理�

上�下�

水�道�
港�湾�

そ�の�

他�
小�計�

死亡�者�数� ３� １�４� ０� ６� １�５� ４�２� １�４� ６� １�１� １�６� ３� ７�０� 200�

H�1�8�年�
割合�（％�）� 1�.�5� 7�.�0� 0� 3.0� 7�.5� 21.0� 7�.0� 3.0� 5�.5� 8.0� 1�.�5� 3�5�.�0�

100�
（39.4）�

死亡�者�数� １� ２� ２� ５� ７� ６�１� ２�２� １�３� １�４� １�２� ５� ６�３� 207�

H�1�7�年�
割合�（％�）� 0�.�5� 1�.�0� 1�.�0� 2.4� 3�.4� 29.5� 10.6� 6�.3� 6.8� 5�.8� 2�.�4� 3�0�.�4�

100�
（41.6）�

建�築工事� 設�備工事�
年�度�／�

工�事の種�類� ビ�ル� 木�造�
建�築�

設�備�

そ�の�

他�
小�計�

電�気�

通�信�
機�械�

そ�の�

他�
小�計�

分�類不能� 合�計�

死亡�者�数� ９�１� ４�８� １�０� ７�６� ２�２�５� ２�１� ２�２� ４�０� ８�３� ０� ５�０�８�

H�1�8�年�
割合�（�％�）� 4�0�.�4� 2�1�.�3� 4�.�4� 3�3�.�8�

100�
（44.3）�

25.3� 26.5� 48.2�
100�
（16.3）�

０� （100）�

死亡�者�数� ７�７� ４�０� ５� ８�１� ２�０�３� ２�９� １�８� ４�０� ８�７� ０� ４�９�７�

H�1�7�年�
割合�（�％�）� 3�7�.�9� 1�9�.�7� 2�.�5� 3�9�.�9�

100�
（40.8）�

33.3� 20.7� 46.0�
100�
（17.5）�

０� （100）�

表― 2 工事の種類別死亡災害発生状況



等災害，自動車等災害で発生件数が多い。

平成 18 年度の災害の種類別の建設業の死亡災害で

は，墜落災害が 190 人（37 ％），次いで建設機械等が

70 人（14 ％）自動車等災害が 67 人（13 ％）となっ

ている。

（6）三大災害の死亡災害の発生状況

（a）墜落による死亡災害の発生状況

災害の種類別で約 4割を占める建設業の墜落による

死亡災害の作業所別の発生状況は，窓，階段，開口部，

床の端からが最も多く 30 人，次いで，屋根，屋上か

らが 28 人，足場からが 26 人，ガケ，斜面からが 20

人の順となり，これらで墜落災害全体の 55 ％を占め

ている（図― 6）。

（b）建設機械・クレーン等による死亡災害の発生

状況

建設業の建設機械・クレーン等による死亡災害の発
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注）（ ）内は合計に対する割合（％），太文字は建設業の三大災害。

災害の種類／工事の種類 土木工事 建築工事 設備工事 合計
墜落災害 46 110 34 190（37.4）
飛来落下災害 16 13 6 35（6.9）
倒壊災害 9 18 3 30（5.9）

土砂崩壊等災害 15 5 0 20（3.9）
クレーン等災害 4 2 0 6（1.2）
自動車等災害 32 23 12 67（13.2）
建設機械等災害 40 26 4 70（13.8）
電気災害 1 4 7 12（2.4）

爆発火災等災害 3 5 5 13（2.6）
取扱運搬等災害 6 3 4 13（2.6）
その他災害 28 16 8 52（10.2）
合計 200 225 83 508（100）

表― 3 工事の種類別・災害の種類別の死亡災害の発生状況（平成 18年）

255 83 73

190�
70�
67�
35�
30�
20�
13�
13�
12�
6�
0�
52�
508

203�
70�
71�
41�
23�
14�
7�
4�
21�
10�
1�
32�
497

255�
83�
73�
38�
27�
29�
5�
5�
17�
14�
0�
48�
594

図― 4 建設業の災害の種類別死亡災害の発生状況の推移

図― 5 建設業の災害の種類別死亡災害の発生状況（平成 18年） 図― 6 建設業の墜落による作業場所別死亡災害の発生状況（平成 18年）



生状況は，図― 7のようにパワーショベル等による

ものが 29 人で，建設機械・クレーン等災害全体の約

40 ％を占め，次いで，重ダンプ，車両系建設機械に

類する機械の順となっている。

（c）倒壊・崩壊による死亡災害の発生状況

倒壊・崩壊による建設業の死亡災害の発生状況は，

図― 8のように土砂崩壊によるものが 15 人と最も多

く，倒壊・崩壊災害全体の 30 ％を占め，次いで，立

てかけていたものが倒れた等その他の倒壊災害，コン

クリート擁壁，レンガ等の倒壊の順となっている。

（7）熱中症の発生状況

今年もまもなく暑さの厳しい時期となる。そこで，

熱中症の予防の観点から，熱中症による死亡災害の発

生状況について述べておく。

表― 4は，熱中症による死亡災害件数（人）の推

移をあらわしたものであり，平成 18 年までをみると

全産業では毎年 20 人前後の死亡災害が発生しており，

うち建設業での発生は表― 4の累計平均で 70 ％を占

めている。

建設業では，当然夏場（7月・ 8 月）にその発生が

集中しているが，6月，9月での発生もみられるので，

6月～ 9 月の間，建設関係者は熱中症予防に努めるこ

とが必要である。

熱中症予防としては，夏場の建設作業では特に，無

理をせず，無理をさせずに作業を行い，作業中はでき

るだけこまめに涼しい場所で休息をとるようにし，塩

分を含んだ水分を身近な場所に置き，補給していく対

応が必要である。

加えて熱中症予防には，熱中症の予防への十分な知

識，さらに，応急処置の方法などに関する知識を付与

することも重要であり，熱中症予防の安全衛生教育，

情報の提供を現場関係者に行っていくことが必要であ

る。

3．労働災害の状況からみた安全衛生管理活
動の取り組み方

全国安全週間を前にして，厚生労働省から公表され

た平成 18 年の労働災害の発生状況をみてきたが，労

働災害防止に向けた安全衛生管理活動の具体的な取り

組み方としては，冒頭のサマリーに記載した平成 19

年 3 月に発出された①厚生労働省の「建設業における

総合的労働災害防止対策の推進について」の通達，②

国土交通省の「平成 19 年度における建設工事事故防

止のための重点対策の実施について」の通達，③建災

防の「平成 19 年度建設業労働災害防止実施計画」，或

いは「全国安全週間実施要領」などに基づく取り組み

が必要になる。建設企業は，これらを踏まえ，工事の

特性等を加味した｢安全衛生目標｣，「安全衛生計画」

を定め，その内容を，PDCA を回しながら確実に実

践していくことが必要である。

今後の安全衛生管理活動として，上記の通達，要領

等の内容を踏まえ，特に，次の 6点の取り組みを挙げ

ることにするので，この点について十分に配慮された
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図― 7 建設業の建設機械・クレーン等による死亡災害の発生状況（平成
18年）

図― 8 建設業の倒壊・崩壊による死亡災害の発生状況（平成 18年）

表― 4 熱中症による死亡災害の発生状況

業種／年 平成 12 年 平成 13 年 平成 14 年 平成 15 年 平成 16 年 平成 17 年 平成 18 年
全産業 18 24 22 17 17 23 17
建設業 13 16 18 11 13 13 14



安全衛生管理活動を建設企業関係者に期待する。

第 1点目は，災害の種類別の対策として次に示す三

大災害を絶滅する取り組みを一層推進する。

①墜落災害の防止では，開口部をなくすか，防護する

ことへの取り組みが第一である。その具体的な方策

の一つとして「手すり先行工法」，「足場先行工法」

の普及を図ることも大切な取り組みとなる。また，

墜落防止策の基本である墜落防護柵，安全ネットの

配置，安全帯の使用も大切な取り組みとなる。

②建設機械・クレーン等災害の防止では，機械類の本

質安全化を進めることである。建設工法・施工機械

は，益々技術開発が進み高度化してくる。メーカー

はユーザーに対し，より一層，わかり易い取扱い情

報を提供することが必要である。また，ユーザーは

メーカーに対し，使用状況をフィードバックし，互

いが連携・協力して建設工法・施工機械が作業の安

全面からも優れたものとなるようにしていくことが

求められる。その道筋の一つとして改訂版の全建統

一様式には，建設機械等使用届に接触防止措置欄が

織り込まれた。その有効活用と記載内容に沿った接

触防止措置の実行を図ることが必要である。また，

移動式クレーン機構付き油圧ショベルの一層の普及

も必要である。管理面の対応としては，誘導員の配

置と，「誘導員なしではバックしない」ステッカー

運動の積極的な展開を図ることも大切な取り組みと

なる。

③土砂崩壊災害の防止では，作業計画の充実とその

実行，土止め先行工法の普及・定着を図ることが

大切な取り組みとなる。

第 2点目は，安全パトロールを，安全スタッフ部署

だけではなく，ライン部署が安全施工に責任を持って，

全員参加で，しっかり実施することである。

安全パトロールでは，現状の不安全な状態，不安全

な行動の除去のための改善指示と改善結果の確認を徹

底する。加えて，今後使用する機械設備，作業内容に

応じ，危険発生の前兆・兆候を察知し，どう取り組む

のかについても工事関係者に質問し，必要な場合に今

後の安全衛生対策を指示することにも重点をおく必要

がある。

第 3 点目は，安全意識の高揚を図るため，地道に，

繰り返し建設工事関係者に対し，安全衛生教育を実施

することである。特に，建設従事者に対する安全衛生

教育，リスクアセスメントを織り込んだ職長・安全衛

生責任者教育，統括安全衛生責任者教育，安全管理者

教育などの推進を図ることが必要である。

第 4点目は，安全衛生管理活動に対し P（計画）―

D（実施）― C（評価）―A（改善）を回すことであ

る。建設企業の安全衛生目標・安全衛生計画は，行政

機関，建災防の安全衛生施策と，自社の工事の特性，

安全衛生上の課題等を踏まえ，根拠を明確にした上で

策定し，その実施事項を実施し，実施状況を評価し，

評価結果を安全衛生委員会等に報告する。必要な場合

に改善をする取り組みは，ライン部署，スタッフ部署

が連携して建設企業組織全体で取り組むことが必要で

ある。工事現場においては，元請，専門工事業者の一

体的な取り組みが必要である。

第 5点目は，リスクアセスメントの推進である。建

設現場に潜むあらゆる危険性・有害性を災害，事故に

なる前に取り除く安全衛生管理活動を実行することで

ある。そのためには，何が危険・有害であるかを見極

めることと，リスクアセスメントの結果から，その危

険性・有害性を取り除く措置を決め，その措置を実行

する実行力が求められる。

第 6点目は，建設業労働安全衛生マネジメントシス

テム（COHSMS
コ ス モ ス

）の確立である。建設企業がこれま

で培った安全衛生管理活動を後戻りさせないため，ま

た，安全衛生管理活動をより組織的・継続的に，かつ，

自主・自律的に実施するため，建設企業において，

COHSMS に基づく仕組みを確立し，実施していくこ

とである。

COHSMSの確立，リスクアセスメントへの対応は，

労働安全衛生関係法令に基づく行為であり，

COHSMS の確立，リスクアセスメントへの対応に取

り組むことは，法令を遵守することになる。 J C M A
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1．まえがき

国土交通省では建設業の労働災害の防止について

は，従来より重点課題として対策に取り組んでいると

ころである。しかしながら，建設業の労働災害は減少

傾向にあるものの，依然として全産業に占める割合は

大きく，死亡災害で約 4割弱を占めている。また死傷

災害の種類別に見ると，墜落事故によるものが最も多

く，建設業における死傷者数の約 4割（図― 1）を占

め，とりわけ，足場からの墜落災害による死亡者数が

最も高い割合となっている。本稿では，国土交通省に

おける足場の設置撤去時等の墜落防止対策とその実施

例を紹介する。
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建設工事における労働災害による死者数のピークは昭和 36 年に約 2700 人を記録しており，これは全産
業死者数約 6700 人の実に 40 ％程度を占めている。その後，労働災害による死者数は減少しており，昭和
45 年頃から急激に減少し，平成 14 年では産業全体で約 1700 人，建設業で約 600 人と産業全体，建設業
共にピーク時の約 1/4 となっている。
国土交通省では，建設工事における事故を削減するため平成 8 年から事故データの収集を行い，平成

11 年までの 4 年間のデータを基に事故対策検討を行ってきたところである。この事故データの取りまと
め結果から，建設工事では墜落事故が最も多く，その中でも足場からの墜落事故が最も多いことから，足
場からの墜落事故防止対策を課題とした国土交通省における直轄工事の取り組みを紹介する。
キーワード：墜落事故，手すり先行工法，2 段手すり，幅木（つま先板），安全ネット，養生ネット・シ

ート

特集＞＞＞ 建設施工の安全対策

手すり先行工法の展開状況と最近の実施例

橋　本　信　明

図― 1 建設工事事故の発生状況（1996.1 ～ 1999.12）（SASデータベースより）



2．足場からの墜落事故の推移

建設工事事故データベースシステム（SAS）から国土

交通省の直轄工事における，足場からの墜落事故発生状

況を調査した結果を表― 1に示す。平成 16 年度に枠組

足場における墜落事故が 4件発生しているが，手すり先

行足場に原因がある事例は表― 1に示すとおり発生し

ていない。いずれの事例も不安全行動によるものである。

3．これまでの取り組み

足場からの墜落事故防止重点対策は，表― 2に示

すように，平成 13 年度から取り組んでおり，平成 15

年 3 月には「手すり先行工法に関するガイドライン」

（厚生労働省）が出され，平成 15 年度からは全ての直

轄工事で手すり先行工法を導入している。

平成 16 年度からは，厚生労働省のガイドラインに

定められている「働きやすい安心感のある足場」とし，

「二段手すりと幅木の機能を有する部材があらかじめ

備えられた手すり先行専用足場型とするか，または改

善措置機材（※）を用いて手すり先行専用足場型と同等

の機能を確保するものであること」を明確化している。

建設の施工企画　’07. 6 15

表― 1 直轄工事における足場からの墜落事故の推移（休業 4日以上）

手すり先行足場実施件�
数�
直轄工事�
　堕落�
　足場から�
　　枠組足場から�
　　手すり先行足場から�

H12�
―�
�
291�
42�
15�
0�
0

H13�
61�
�
351�
55�
12�
1�
0

H14�
69�
�
506�
56�
9�
3�
0

H15�
直轄全数�

�
452�
31�
7�
4�
0

H16�
直轄全数�

�
489�
39�
9�
4�

0（3）�

H17�
直轄全数�

�
657�
50�
13�
4�

0（1）�

合計�
―�
�

2746�
273�
65�
16�
0（4）�

【事故事例】�

・　昇降設備を使用せずに，足場妻側より昇った際にあやまって転落。【H16】�

・　安全帯を使用せずに，手すりを設置していなかった内側の開口部より墜落。【H16】�

・　安全帯を使用せずに，足場解体作業中，足場の妻側開口部より墜落。【H16】�

・　地上での足場解体中に，2段目によじ登ろうとして足を滑らせ，着地，転倒。【H16】�

・　安全帯を使用せずに，手すりの下から身を乗り出して作業をして墜落。【H17】�

表― 2 足場からの墜落事故防止重点対策の取り組み

手すり先行足場�

足場施工計画の充実�

足場点検時の�

チェックリスト活用�

H13 H14 H15 H16 H17 H18

モデル工事� 直轄工事で全面導入　働きやすい安心感のある足場�

※改善措置機材
改善措置機材とは，手すり先行工法により組み立てられた足場に，下記のいずれか，または複数の機材を取り付け，足場におけ

る作業員の緊張状態を改善するための有効な機材を言う。
ただし，国土交通省の直轄工事においては，2段手すりおよび幅木の設置が必要である。その他については必要に応じ設置する

こととしている。参考に手すり先行足場の各部の名称を図― 2に示す。
ア）二段手すり：高さ 90 センチメートル以上で中さんを有する丈夫な手すり
イ）上さん：交差筋交いの取り付け位置が低いときに交差筋交いのヒンジピンの高さ以上に取り付ける丈夫な横さん
ウ）下さん：交差筋交いの取り付け位置が高いときに交差筋交いのヒンジピンの高さより下に取り付ける丈夫な横さん
エ）手すりわく：二段手すりの機能を有するわく状の丈夫な手すり
オ）幅木：作業床の外縁に取り付ける木製または金属製の板
カ）ネットフレーム及び金網：足場の構面に設置し，二段手すりと幅木の両機能を有するもの
キ）メッシュシート：足場等の仮設構造物の外側構面に設け，物体が当該構面を超えて落下することを防止するために用いる網
ク）安全ネット：足場と躯体との間に水平に張って使用する網
ケ）その他：ア）からク）の機材と同等以上の機能を有するア）からク）以外の改善措置機材
＊厚生労働省「働きやすい安心感のある足場の基準」より
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4．手すり先行工法に関するガイドライン公表後の国土交通省の関連通達概要

◆手すり先行工法に関するガイドライン公表後の国土交通省の関連通達の抜粋

交� 　すり�

図― 2 足場の部材名称

年月日

平成 15 年 3 月 28 日

国土交通省

官房技術調査課長

通達

平成 16 年 3 月 30 日

国土交通省

官房技術調査課長

通達

平成 17 年 3 月 31 日

国土交通省

官房技術調査課長

通達

平成 18 年 3 月 31 日

国土交通省

官房技術調査課長

通達

平成 19 年 3 月 29 日

国土交通省

官房技術調査課長

通達

通達内容

平成 15 年度における建設工事事故防止

のための重点対策の実施について

平成 16 年度における建設工事事故防止

のための重点対策の実施について

平成 17 年度における建設工事事故防止

のための重点対策の実施について

平成 18 年度における建設工事事故防止

のための重点対策の実施について

平成 19 年度における建設工事事故防止

のための重点対策の実施について

詳細

○発注者が実施する対策
・足場からの墜落事故防止重点対策として，直轄工事において

は，『手すり先行工法に関するガイドライン（厚生労働省

平成 15 年 4 月）』によるものとする。

○発注者が実施する対策
・足場からの墜落事故防止重点対策として，昨年度に直轄工事

で実施することとした『手すり先行工法に関するガイドライ

ン（厚生労働省　平成 15 年 4 月）』について，的確に実施す

るものとする。

・直轄工事で設置する足場は働きやすい安心感のある足場とし

て，改善措置機材による場合は手すり先行専用足場型と同等

の機能を確保するものとする。

○発注者が実施する対策
・足場からの墜落事故防止重点対策として，『手すり先行工法

に関するガイドライン（厚生労働省　平成 15 年 4 月）』につ

いて，的確に実施するものとする。

・直轄工事で設置する足場は，『手すり先行工法に関するガイ

ドライン』に基づく働きやすい安心感のある足場とし，二段

手すりと幅木の機能を有する部材があらかじめ備えられた手

すり先行専用足場型とするか，または改善措置機材を用いて

手すり先行専用足場型と同等の機能を確保するものとし，適

切な費用を計上するものとする。

同　　上

同　　上



5．手すり先行工法の普及について

国土交通省の直轄工事については，平成 13 ・ 14 年

度に手すり先行工法のモデル工事を行い，このモデル

工事を基に足場工の手すり先行工法の歩掛設定を行っ

た。さらに手すり先行工法が定着してきたことや 2段

手すりと幅木が定着してきたことなどから平成 19 年

度に歩掛改正が行われている。

仕様書については，平成 15 年度からは手すり先行

工法を標準とし特記仕様書に明記することにより，全

ての直轄工事に適用している。さらに平成 17 年度よ

り 2段手すりと幅木の機能を有する部材の装着を特記

仕様書に明記し，より一層の足場からの墜落防止に努

めている。

また，現場での足場の点検については，チェックリ

スト等による点検強化を図るよう全国仮設安全事業協

同組合をはじめとした関係団体に対し，協力を依頼し

ているところである。

これを受けて，全国仮設安全事業協同組合では「手

すり先行工法働きやすい安心感ある足場」普及定着へ

の取り組みを行っており国，地方自治体をはじめとし

て各団体の要望により講師の派遣ならびに手すり先行

足場の組立て解体研修を行っている。最近の開催回数

および参加者は表― 3のとおりである。

6．監督・検査の対応について

工事監督に当たっては，チェックリスト等による足

場の安全点検の強化を図ると共に，工事完成時に点検

結果を工事成績評定の判断材料の 1つとしている。ま

た，工事検査においても，チェックリスト等の安全活

動を創意工夫の成果として工事成績評定の判断材料と

している。
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手すり据置き�

建枠の組立� 手すり枠の取付� 布板の取付�

手すり枠の取付�幅木の取付�建枠の組立�

1 2 3

654

表― 3

16 年度 17 年度 18 年度 合計

回数 人数 回数 人数 回数 人数 回数 人数

労働局及び労働基準監督署 10 754 18 1,181 21 788 49 2,723

建設業労働災害防止協会 15 2,470 15 1,016 5 1,420 35 4,906

国（地方整備局等） 10 489 24 2,027 45 2,401 79 4,917

地方自治体 25 1,294 15 613 11 571 51 2,478

関係団体（公団公社等） 8 481 6 362 9 1,126 23 1,969

建設業者等 7 321 5 717 5 240 17 1,278

その他 1 11 1 11

合計 76 5,820 83 5,916 96 6,546 255 18,282

図― 3 手すり先行型枠組足場概要図

全国仮設安全事業協同組合ホームページより



7．手すり先行工法の実施例

手すり先行工法には，大きく分けて 3タイプがある。

「手すり据置き型」は足場の組立・解体時に上段の作

業床を取り付ける前に 1層下の作業床より足場上段の

手すりを順次設置するタイプ，「手すり先送り型」は

足場の組立・解体時に 1層下の作業床から建て枠の脚

柱に沿って足場上段の手すりをスライドさせ順次上に

設置するタイプ，「手すり先行専用型」は鋼管足場用

の部材，及び付属金具の規格の適用除外が認められた

枠組み足場等で，足場上段の H 型建枠を先行して設

置し，その後手すりを順次設置するタイプである。平

成 17 年度の実態調査では「手すり据置き型」が約

80 ％を占めていることから，このタイプについて工

法概要を図― 3に設置状況写真を写真― 1に示す。

8．おわりに

国土交通省においては，死亡事故につながるおそれ

の高い足場からの墜落事故対策を重点的に進める中

で，手すり先行工法は非常に有効な対策と考えている。

さらに厚生労働省のガイドラインに定められている

「働きやすい安心感のある足場」として，「2段手すり

と幅木の機能を有する部材があらかじめ備えられた足

場」とすることはもとより，安全を確保するための安

全ネットなどの改善措置機材の活用促進など，工事の

安全確保ならびに作業員に対する更なる安全教育の徹

底を図ることが重要であると考えている。また，全国

仮設安全事業協同組合による手すり先行枠組み足場の

組立・解体研修をはじめとした普及定着の取り組み

や，足場の製品開発・普及についての関連資材メーカ

ーの協力に感謝すると共に，組立・解体作業等がより

安全で効率的なものになるよう，資材の改善等に取り

組んで頂きたいと願っている。

今後とも官民が一体となった工事の安全対策を推進

して参りますので，関係機関及び関係団体には更なる

ご支援・ご協力をお願いいたします。 J C M A
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写真―１　手すり先行型枠組足場設置状況写真

［筆者紹介］
橋本　信明（はしもと　のぶあき）
国土交通省
中部地方整備局
企画部
工事品質管理官



1．はじめに

労働災害における死亡事故のうち，建設機械が関係

した事故は墜落事故に次いで多く発生している。この

建設機械が関わる労災事故を少しでも低減させるに

は，リスクアセスメントの考え方によれば，①機械の

本質安全設計によるリスクの削減，②安全防護対策に

よるリスクの削減，③使用上の情報によるリスクの削

減，という優先順位で対策を講じることが求められる。

施工技術総合研究所においても国土交通省から委託

を受け，建設機械施工の安全対策に関する検討業務を

数多く実施してきたが，ここでは，その中から上記②

に相当する下記の安全対策について検討した事例を紹

介する。これらの装置・機構はいずれも標準装備化を

図る上で何らかの課題が残っていたものである。

①危険検知・警報装置及び視覚補助装置

②走行警報装置

③舗装用ローラの転倒時保護構造（ROPS）

④ハンドガイドローラのホールド・ツー・ラン

2．危険検知・警報装置及び視覚補助装置

建設機械による轢かれ，挟まれ等の事故防止対策と

して，バックミラー，非常停止装置（高所作業車）等

がある。しかし，これらは運転員が意識して利用しな

いと効果がない。これに対し，超音波，レーダ，赤外

線等を用いて常に機械周囲を監視し，設定範囲内に作

業員等が侵入した場合に警報を発する危険検知・警報

装置または CCTV（閉回路テレビジョン）による視

覚補助装置等が開発され，一部市販されている。

これらについて評価，選定の手引きを作成すべく，

ISO/CD16001（現在は FDIS）を翻訳，修正して日本

建設機械化協会規格「JCMAS H017 土工機械－危険

探知システム及び視覚補助装置－性能要求事項及び試

験方法」が定められた。この規格では危険検知システ

ムとして①レーダセンサ，②超音波センサ，③超音波

トランスポンダを，また，視覚補助装置として

CCTV を取り上げて，試験方法と性能要求基準を定

めている。

施工技術総合研究所では，平成 14 年度に JCMAS

H017 に規定された 4 種類の危険検知装置及び視覚補

助装置と国内での普及率が比較的高い赤外線反射式の

危険検知装置について，構内にて装置単体の基本的な

特性試験を実施した。引き続き，平成 15 年度はレー

ダを除いた 3種類の装置と赤外線反射式の危険検知装

置を 20 t 級タイヤローラ及び 12 t 級油圧ショベルに

取り付け（写真― 1），検知範囲を測定（図― 1）し

た後，構内にて模擬作業（タイヤローラ：後進走行，

油圧ショベル：溝掘り作業）を行って現地適応性を検

証した。

これらの結果も含めて各装置の使用条件の適否を要

約すると表― 1のようになる。

危険検知装置及び視覚補助装置は，「轢かれ」，「挟

まれ」事故の防止に有効である。しかし，表― 1に示

すように，各装置毎の特徴を十分に理解した上で，取

り付けようとする建設機械及び現場状況に適した装置

建設の施工企画　’07. 6 19

建設業における労働災害死亡事故のうち，建設機械が関係した事故は依然として多く発生しており，こ
れを少しでも減少させるためには建設機械の安全対策を強力に推し進める必要がある。労災事故の原因は
ヒューマンエラーに帰せられることが多いが，これを建設機械の側でできるだけ取り除くことが求められ
ている。
本報文は，施工技術総合研究所がこれまでに実施してきた建設機械の安全対策に関する業務のうち，基
礎的な試験を行って実施した事例の一部を紹介するものである。
キーワード：建設機械，労働災害，安全対策，危険検知装置，走行警報装置

特集＞＞＞ 建設施工の安全対策

建設機械の安全対策に関する研究事例

飯　盛　　　洋



を選定しないと有効に機能しない可能性がある。最近

では，誤検知を少なくすること及び作業員にも警報を

発することを目的に機械周囲の作業員に受信機を装備

させるトランスポンダのようなタイプのものが増えて

きており，さらに選択肢が拡がっている。

3．走行警報装置

建設機械による轢かれ，挟まれ等の事故を防止する

機器のひとつに，建設機械が走行する際に警告音を発

し，作業員に注意を喚起する走行警報装置（主にバッ

クアップアラーム）がある。

走行警報装置の機能は，建設機械の走行に連動して

作業員が十分知覚できる大きさの警告音を発生するこ

とである。したがって，警告音の音量は建設機械の騒

音レベルを上回っている必要がある。このため，工事

現場の周囲騒音は走行警報装置の音が卓越しがちで，

周辺住民から音量を下げるよう苦情が出ることもあ

り，比較的住居に近い工事現場では警告音を止めざる

を得ない状況も起きている。

本章では，この走行警報装置について検討した内容

の一部を紹介する。

（1）現行の走行警報装置の音響特性

建設機械のバックアップアラームとして広く採用さ

れている表― 2に示す 6 種類の装置について，これ

をコンクリート面上に置いたホイールローダの後部に

取り付けて音を発生させ，周波数特性や音の伝わり方

等の音響特性を測定した。なお，表中の F は国内で

の実績はないが，数年前から欧州向けに出荷されてい

ることから対象に加えたものである。

（a）音圧レベルおよび周波数特性

各走行警報装置の警報音（機械後方の測定点，音源

からマイクまでの距離 7 m）の周波数特性を図― 2に
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（タイヤローラ） （油圧ショベル）

図― 1 危険検知装置の検知範囲

（タイヤローラ） （油圧ショベル）

写真－ 1 危険検知装置及び視覚補助装置の取付位置

表－ 1 危険検知・警報装置及び視覚補助装置の特徴

区
分

危
険
検
知
・
警
報
装
置

視
覚
補
助
装
置

方　　式

超音波反射方式

赤外線反射方式

超音波トランスポンダ

CCTVモニタ

使用に適する条件

・現場が開けた場所で，機械周辺

に障害物や丈の高い草等が少な

い場合

・対物衝突も防止したい場合

・機械周囲に障害物が多くあり，

他の方式では人間以外の誤検知

が頻繁に発生するような場所

で，人間だけを識別して検知し

たい場合

・機械の周囲に立ち入る者をレス

ポンダを装着した人間だけに限

定できる場合

・気象条件等の外乱の強い場合

・障害物以外の情報も得たい場合

（転落等の危険のある法肩，段

差，穴等を検知したい場合）

・周囲の照度が十分あり，カメラ

レンズやモニタに直射日光が当

たらないような場合

使用に適さない条件

・機械の近傍に丈の高い草が群生

していたり，機械が境界に置く

バリケード等のすぐ傍まで接近

するような場所

・機械周囲にレスポンダを装着し

ていない人間が多く立ち入るよ

うな場合

・対物衝突も防止したい場合

・カメラレンズやモニタに直射日

光が当たり見づらくなることが

多い場合

・夜間工事等周囲が暗い場所で

TVカメラの照度が不足する場

合

備　　　考

・レスポンダを装着していないも

のは検知しない（できない）

・車両のオペレータと周囲の作業

員（レスポンダ装着）の双方に

警報を発することができる

・超音波反射方式や赤外線反射方

式のような誤検知はないが，オ

ペレータが見落とせば危険検知

は不可能

・対象までの距離の判定が難しい



示す。

警報装置 B，C，D，E は 1,000 ～ 3,000 Hz の間で

単一の卓越周波数を持つ音で，耳につく音である。警

報装置 Aは 1,000 ～ 5,000 Hz の間に 3 つのピークを

持っているが，音質は B，C，D，E と似ており，や

はり耳につく。

警報装置 F は他とまったく異なり，1 , 2 5 0 ～

2,500 Hz の間が比較的平坦な広帯域ノイズに近い音で

ある。刺激が強くない分，警報音としての緊迫感はあ

まり感じられない。

（b）音の伝わり方

図― 3は，それぞれの警報装置について，音源－

受音点間距離を約 3 m から 9 m の間で 20 cm きざみ

で変化させて警報音の大きさを測定した結果である。

警報装置 F 以外はいずれも音の距離減衰が一様では

なく，10 dB 程度の振幅で変動している（Fについて

も，特定の周波数でみると同じように変動している）。

これは，警報装置からの直接音と地面に反射した間接

音が受音点で干渉しているためで，2つの音の位相が

一致するところでは大きく，位相が逆になるところで

は小さくなる。この現象は，音が単一スペクトル（単

一周波数の正弦波等）に近いほど，また，地面が平坦

で硬いほど明瞭に起こる。今回の測定場所はコンクリ

ート舗装面だったので，粗い地表面では干渉の作用は

これより弱いと思われるが，単一スペクトルの音波の

特徴として理解しておくべきであろう。

音が図― 3の警報装置A～ Eのような伝わり方を

すると，たとえば，固定した位置で機械に背を向けた

受音者には，機械が受音者に近づいている場合でも，

近づいたり遠ざかったりするように聞こえることにな

り，方向，距離感が把握しにくくなることが考えられ

る。警報装置 F は広帯域ノイズを音源としているの

で，地面との干渉は観測されない。

（2）評価，課題

これらの警報音を評価するには ISO7731「作業場所

の危険信号－聴覚危険信号」が参考になる。その要点

を抜粋すると以下のようになる。

①音圧レベル： A 特性音圧レベルが周囲騒音を

15 dB 以上超え，かつ A 特性音圧レベルが 65 dB

以上の場合に，通常，明瞭に聞こえる。

②周波数：聴覚危険信号は 300 ～ 3,000 Hz の周波数

を基準とすべきである。聴力損失があったり，聴覚
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表― 2 測定対象の走行警報装置

メーカ 用途（取付対象建設機械） 備考

Ａ Ｅ社
ブルドーザ，ホイールローダ，

油圧ショベル

Ｂ Ｅ社 ブルドーザ

Ｃ Ｙ社
ブルドーザ，ホイールローダ，

油圧ショベル

Ｄ Ｙ社 油圧ショベル

Ｅ Ｍ社 タイヤローラ，振動ローラ

Ｆ Ｙ社 広帯域型
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図― 2 走行警報装置の警報音の周波数特性
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図― 3 走行警報装置の警報音の距離減衰



保護具を着用している人達へのニーズを満たすた

め，聴覚危険信号は 1,500 Hz 以下の帯域で十分な

エネルギーを持つようにする。

③時間的特性：音圧レベルの時間的分布については，

一般に，経過時間中変動しない聴覚危険信号よりも

脈動する信号を選択する方がよい。パルス繰返し周

波数は 0.2 ～ 5 Hz の範囲が望ましい。

この ISO7731 に基づいて各走行警報装置を評価す

るために，測定結果を表― 3に整理した。

警報装置C，D，Eは単一周波数の音を出すもので，

1,500 Hz 以下の帯域の音のエネルギーが不十分であ

る。この 3種類は甲高い音で，連続して暴露されると

非常に不快に感じる音である。

警報装置A，Bの警報音は聴覚危険信号としての要

件は満たしているが，連続して鳴った場合には不快で

ある。警報装置 A，B，C，D，E の音は工事現場周

辺から苦情が出やすいタイプといえる。

警報装置Fの音は広帯域ランダムノイズをほぼ 500

～ 4,000 Hz の範囲で切り出した音で，他とはまった

く異なった音色である。この音は，比較的軟らかい音

色だが，危険信号としての迫力（強さ）にやや欠ける

ところがある。また，周囲の機械音等の雑音に埋もれ

やすい音色ともいえる。

走行警報装置は危険の発生を報知するというより，

機械の走行動作状態を知らせるためのものといえる。

したがって，その音圧レベルは必要以上に大きくなら

ないよう，また，音色はあまり不快でないものにする

ことが望ましい。この観点からすると，現在，普及し

ている建設機械用バックアップアラームの警報音は改

善の余地があると思われる。

4．舗装用ローラの転倒時保護構造（ROPS）

ローラが関わる労働災害は，負傷まで含めると機械

に轢かれるケースが最も多いが，死亡事故だけでみる

とローラの転落・転倒によるオペレータの死亡が半数

近くを占める。このような事故形態において被災の程

度を軽減するには ROPS（Roll Over Protective

Structure）が有効である。ROPS の国際規格に

ISO3471 があるが，我が国ではこれを JIS 化（JIS A

8910）する際にローラは除外された。この理由は，

ROPS が効果を発揮するにはシートベルトの装着が不

可欠であるが，シートベルトで身体が拘束されると，

たとえば舗装用ローラ等では締め固め作業の際に路肩

や構造物周りを目視確認することが困難になる等，作

業性が損なわれるという状況が予想されたためであ

る。

そこで，シートベルトを装着した場合にどの程度作

業性が低下するのか，模擬作業試験を実施して検証を

行った。使用した機械は車体後部に模擬 ROPS を，

ベンチシートの中央にシートベルトを取り付けた 4 t

級のコンバインドローラである。試験は水平堅土上に

路肩を想定した白線（直線及び曲線）を引き，そこに

車輪端部を合わせて走行させて模擬作業を行い，その

ときのオペレータの姿勢と周辺視野について調査し

た。

これによると，オペレータの身体はシートベルトに

よりシート中央部で拘束されているため，ベルトをし

ない場合に比べ上体を大きく傾ける姿勢をとっていた

（写真― 2）。これはオペレータからの聞き取り調査か

らもわかるが，かなり無理な姿勢であり，時間ととも

に慣れるというものではない。また，このような運転
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表― 3 走行警報装置の評価

測定結果

音圧
ピーク周波数（Hz） 発音パターン

警報装置 用途

（dB/1 m） 第１ピーク 第 2ピーク 第 3ピーク ON（s） OFF（s） 合計（s）
繰り返し

（Hz）

ブルドーザ

Ａ ホイールローダ 106.1 1,250 2,500 5,000 0.52 0.46 0.98 1.0

油圧ショベル

Ｂ ブルドーザ 107.3 1,250 ― ― 0.51 0.45 0.96 1.0

ブルドーザ

Ｃ ホイールローダ 119.2 1,600 ― ― 0.34 0.43 0.77 1.3

油圧ショベル

Ｄ 油圧ショベル 111.4 2,500 ― ― 0.34 0.41 0.75 1.3

Ｅ
タイヤローラ

振動ローラ
87.1 3,150 ― ― 0.29 0.36 0.65 1.5

Ｆ 99.9 1,250 ～ 2,500 で平坦 0.58 0.51 1.09 0.9



姿勢になると視点が低くなり（図― 4，5），狭い範囲

を注視することになるだけでなく，注視する反対側の

死角が増大し，新たな危険性が発生する恐れがある。

このように，オペレータを車体中央に拘束するシー

トベルトは依然として我が国の施工法になじみにくい

ものであるが，たとえばシートを左右スライド式また

はスイング式にすることによりベルトを着用しても無

理な姿勢にならないようにし，舗装用ローラにおいて

も ROPS の標準装備化は可能であると思われる。因

みに JIS A 8910 は平成 16 年に改正され，締め固め機

械も対象に加えられた。

5．ハンドガイドローラのホールド・ツー・
ラン

我が国で使用されているハンドガイドローラは，操

作レバーから手を放しても走行し続ける。そのため，

後進時にオペレータが転倒したときに轢かれるという

事故が多い。欧米では前後進レバーから手を放すとレ

バーが中立に戻り，機械が走行を停止するようになっ

たものが一般的である（写真― 3）。これはフェイル

セーフの一種でホールド・ツー・ランと呼ばれてい

る。

これまで日本人の体格や我が国での使用法を考える

とホールド・ツー・ランはなじみにくいと考えられて

きたが，これが普及の妨げになっている。そこで，ホ

ールド・ツー・ラン機能がハンドガイドローラの作業

性にどのような影響を与えるか，この機能を備えた

640 kg 級のハンドガイドローラを用いて模擬作業試

験を行い，検証を行った。

その結果，作業性に関して以下のことがわかった。

①速度を維持するのに余計な神経を使う。

②前後進レバーを放すわけにいかないので，ステアリ
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図― 4 視点の違いによる側方死角の増大

図－ 5 視点の違いによる前後方向の死角の増大

写真－ 2 路肩締め固め模擬作業時のオペレータ姿勢

＜ベルトなし，左寄り姿勢＞ ＜ベルト着用，左傾姿勢＞

写真― 3 ホールド・ツー・ラン機能付きハンドガイドローラの操作レバー



ングを切り易い位置に自由に移動することができな

い。

③前後進レバーを握ったまま方向転換を行うのは，か

なり力が要る。

④この方式は比較的早く慣れると思われる。

⑤普及を図るためには，前後進レバーの向き，高さ，

グリップ形状の改善や振動レバー等，他のレバーの

操作性の向上（スイッチ化等）が必要である。

6．おわりに

本稿では，建設機械の安全対策のうち，標準装備化

を図る上で課題が残っていた装置についての検討事例

を紹介した。

一般に，安全対策は機械のコストアップにつながり，

また，ユーザ側でも作業性の低下を懸念するせいか，

安全装置を装備することに必ずしも積極的であるとは

言い難い。このため，メーカではこれらの安全装置を

オプションで設定していることが多い。

これらの標準装備化を推進するには，関係者の意識

向上を図るだけでは足りず，やはり装備の義務付けが

迅速かつ確実な方法である。幸いにして建設機械のC

規格（個別機械安全規格）も着実に整備されつつある

ので，これを引用する形で EUの「機械指令」のよう

な強制力を持つ法規制を実施することが望まれる。

施工技術総合研究所では，建設機械施工における労

働災害だけでなく，公衆災害についてもその安全対策

に関する研究を継続的に実施しているが，これまで数

多く手がけた情報化施工関連業務で蓄積した技術を有

効に活用し，より信頼性の高い安全対策の研究に取り

組んでいきたい。 J C M A
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1．はじめに

建設工事において，建設機械による接触事故は後を

絶たない。これらを防止する方法として，これまでセ

ンサー式，テレビモニタ式，無線式の安全装置が開

発・導入されてきた。この安全装置の中で最も普及し

ているのが，無線を利用したものである。しかし，こ

の装置は，作業員の保護を主目的としており，運転手

や重機の保護を併せて行うことは困難である。例えば，

装置（受信機側）が搭載された重機に，運転手が発信

機を携帯して搭乗した場合には，常に警報が鳴らされ

る状態となり，装置としては成り立たなくなる。した

がって，山岳トンネル現場のように複数の作業員が，

複数の重機を運転する場合，作業状況に応じて，作業

員が，運転手になったり，作業員に戻ったりと状況が

頻繁に変化すると，従来の装置では，これらの対応で

きない。そこで，無線式重機接近警報装置（以下：本

装置）は，これらに対応するため，通信手法に無線

LAN を採用し，併せて発信機個々を ID 認識するこ

とで問題の解決を図った。

ここで，この装置の特徴的なロジックの一つである

重機と運転手の関連付けについて述べる。まず，本装

置にある重機に対して関連付ける運転手 ID を数人分

設定しておく。これは，いわゆる運転手登録である。

その重機が起動し，それに応じて，本装置が起動する。

装置起動後に，その重機に対して設定された ID のう

ち，最初に感知した坑夫 ID を運転手とする。また，

それ以降に近づいた坑夫 ID は，すべて作業員と認識

して警報を発する。例えば，その後，その運転手が重

機のエンジンを切り，重機から降りて，他の運転手と

交代して切羽の作業を行えば，他の運転手を運転手と

して関連付けるため，最初の運転手は作業員として認

識する。

本装置は，重機は 2台分，ダンプは 3台分，作業員

については 50 名の登録が可能である。それぞれ「他

重機」「ダンプ」「作業員」が装置の表示ランプ色で識

別される（図― 1）。

2．本装置の概要

（1）装置の概要

本装置は，作業員や他重機，ダンプの接近情報を重

機運転手に知らせるものである。接近情報の伝達には

無線（微弱無線）を使用する。本システムの特徴およ

び装置概要を下記に示す。

①発信器（ICタグ）それぞれが ID番号をもっており，

受信機側のプログラムを変更することで警報の表示
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建設工事において，建設機械による接触事故は後を絶たない。これらを防止する方法として，これまで
センサー式，テレビモニタ式，無線式の安全装置が開発・導入されてきた。西松建設では，昨年度からア
クティブ型 IC タグを利用した無線式重機接近警報装置の開発に着手し，自社の山岳トンネル現場等で実
証試験を重ね，従来の無線式安全装置の問題点を解決した。
本報告は，実証試験を行った結果および今後の改良点を述べるものである。
キーワード：山岳トンネル，安全管理，ICタグ，無線 LAN，IT技術

特集＞＞＞ 建設施工の安全対策

無線式重機接近警報装置の開発

吉　田　　　貴

図― 1 警報表示



方法による種別分けが可能（運転手の保護も可能）

である。

②検知範囲が 10 m以内で調整が可能である。

③1台の無線レシーバ（受信機）で多数のタグ送信機

に対応可能である。

④警報は音声付パトライトにより，種別ごとにランプ

および音声で表示することが可能である。

⑤タグ送信機は，軽量（20 g）かつ簡易防水ケース付

⑥装置は安価で，ユニット化されており取付け・取外

しが可能（可搬型）

（2）装置の構成

本装置構成を図― 2，写真― 1，図― 3に，仕様を

表― 1に示す。

3．予備実験

（1）試験内容

現場での実証試験を行う前に，本装置の特性を知る

ために当社工場にて予備試験を行った。

IC タグの携帯方法としては，「ヘルメット」「反射

チョッキ」「ポケット」「ひもで首から掛ける」等が考

えられるが，微弱電波を利用しているため，露出させ

た状態で携帯するのが望ましい。したがって，ヘルメ

ットに取り付ける方法で，以下の事項を確認すべく予

備試験を行った。

①検知範囲の受信機からの分布状況の確認。

②IC タグの携帯方法で違いがあるか。最適な携帯方

建設の施工企画　’07. 626

図― 2 装置構成図

項 目

送 信 電 力

送信アンテナ

送 信 間 隔

電 源

重 量

寸 法

無線タグ

仕　　　様

微弱無線機適合品

パターンアンテナ

1秒

リチウムボタン電池（DC3V）

20 g（簡易防水）

60 mm（W）× 31 mm（D）× 11 mm（H）

項 目

周 波 数

通 信 距 離

使 用 環 境

I D 符 号

一般仕様

表― 1 無線機仕様

仕　　　様

315.000 MHz ±　200 kHz

受信機から半径 10 m内

温度（0～ 40 ℃），湿度（20 ～ 80 ％）

7桁

項 目

受信アンテナ

読 取 能 力

インタフェース

電 源

寸 法

受信機

仕　　　様

ヘリカルアンテナ

Max 60 ID/秒

RS-232C

DC24V（搭載する重機から供給）

380 mm（W）× 400 mm（D）× 125 mm（H）

受信機アンテナ

警報表示装置 受信機本体

写真― 1 装置外観写真

タグ取付（下向き） タグ取付（横向き）

写真― 2 タグ取付状況



法はどのような方法か。

※検知距離は 10 m（メーカ初期値）に設定

実験の結果，ヘルメットの外側脇に設置した場合に

最も安定した結果が得られた（写真― 2）。

4．現場での実証試験

当社工場での予備実験を踏まえ，現場にて実証実験

を行うこととした。下記に実証実験の結果を示す。
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図― 3 警報表示組合せ



（1）A現場での実証実験

（a）試験内容

バックホウおよびホイールローダについて試験を行

った（表― 2，図― 4）。

実証試験の目的を下記に示す。

①トンネル坑内における作動状況および検知距離

（トンネル壁面による電波反射の影響）

②耐久性

③現場適用にあたっての改良点他

（b）試験結果

バックホウの測定結果を図― 5に，ホイールロー

ダの測定結果を図― 6に示す。

バックホウにおいては，ほぼ 6.0 m 付近で収束して

おり，良好な結果である。

ホイールローダにおいては，真後ろの値を見ると，

初期の検知距離は 10 ～ 12 m であったが後半に検知

範囲が若干広がり 12 ～ 14 m となった。この傾向は

斜めからの測定時には更に顕著に見られる。返却後の

装置に異常は見られなかったことから，発信器の電波

がトンネル壁面の影響を受けたことが原因と思われ

る。なお，本実験における重機の運転時間は共に約

250 h であったが，装置に関する故障は無かった。

（c）予備試験（明かり部）との相違

当社工場で行った明かり部での予備試験と A現場

で行ったトンネル坑内での実証試験での相違につい

て，以下に述べる。

・明かりの場合は正面のデータが極端に悪かったが，

トンネル坑内では極端に悪いデータは無くなり，測

定方向におけるバラツキが少なくなったことが分か

る。周囲の建物やノイズが減り，反射を含めて電波

の状態が安定したことが考えられる。

・検知範囲の最大値は，壁面の影響が少ない真後ろの

値では，約 16 m と明かりの場合とほぼ同値である

が，壁面の影響を受ける斜め方向では 18 m と大き

な値となった。本装置の発信装置の限界距離として

は 16 m 程度であるが，電波が反射するような環境

では若干延びる可能性がある。

（d）実証試験後の意見交換会結果

実証試験終了後，現場職員，下請け職長，坑夫を交

え意見交換会を開催した。現場からの意見および対策

を表― 3に示す。
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表― 2 試験条件

機 械 名 検知範囲 アンテナ取付位置

バックホウ
5.0 m

カウンターウエイト上
（0.8 m3） （高さ： 2.2 m）

ホイールローダ
10.0 m

後部ガード上
（2.3 m3） （高さ： 2.3 m）

図― 4 アンテナ取付位置および検知距離

図― 5 バックホウにおける測定結果

図― 6 ホイールローダにおける測定結果



（2）B現場での実証試験

B 現場の実証試験は，0.7 m3 の油圧ブレーカおよび

2.6 m3 のローディングショベルに装置を取り付けて試

験を行った。実験内容は，A 現場とほぼ同様である

が，下記について測定を変更した。

①測定方法について

A 現場では，重機が待避しているときに測定を行

ったが，今回は安全を確認のうえ重機稼動時に測定を

行いより現実に近い形での計測とした。

②測定位置について

A 現場では，待避時に測定しており重機と壁面の

位置関係については考慮していなかったが，今回は重

機が左側，中央，右側にいる時や，旋回時の測定を行

っており，壁面の影響についても検討することとする。

図― 7に旋回させた状態での測定方法を示す。

5．今後の改良点

今後，本装置を展開するにあたり，供給方法を含め，

いくつかの課題が挙げられたが，それぞれ，下記の対

処をすることとした。

①重機への取付方法

本装置を重機にビス止めし，電源を重機から供給す

る必要がある。ビス止め用の穴あけ作業および重機か

ら 24 V 電源を供給するための配線工事等の現場での

取付方法については，マニュアルを作成し対処するこ

ととする。

② ICタグの割付番号の変更

現在のシステムにおいては，IC タグの割付番号を

設定した状態で出荷し，割付番号の変更および追加が

現場で容易にできない。この対策としては，設定変更

プログラムを作成し，現場職員が簡単に変更できるよ

うにした。

③ ICタグの電池切れの確認方法

現在 IC タグの電源はボタン電池を使用しており，

その寿命は 1年程度である。電池切れの場合，正常に

作動しないのは，もちろんのこと，これが事故を誘発

してしまう可能性がある。よって，出荷の際，IC タ

グに電池の有効期限を表記し，1年ごとに強制的に交

換をしてもらうこととした。

④警報内容の表示方法

当初，装置の警報表示装置は，運転席のみの設置で

あり，警報内容および運転者の認識について，接近し

た作業員本人には分からなかった。接近した作業員本

人にも，運転席の警報内容が確認できるようにするた

め，警報表示装置を 1台追加し，作業員にも分かるよ

うにした。

6．おわりに

本システムは，昨年度から開発に着手し，建設機械

の接触事故防止における当社の独自技術にすべく，改

良を重ね，課題点の解決も含め，ほぼ完成したと考え

ている。実証現場において，使用者からの評価につい

ても，おおむね良好である。今後は，安全管理に有効

な技術として，展開を図っていく予定である。

最後になりますが，関係各位の多大なる協力に感謝

申し上げます。 J C M A
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表― 3 現場での意見交換会の結果

No

1

2

3

4

5

現場の意見

検知範囲が広すぎる。

重機接近（黄色），ダンプ接
近（緑）の表示は，利用せず，
人の接近（赤）のみに限定
した方が重機接触災害対策
としては良いのでは。

パトライトの設置位置が視
界に入り，かえって後方が
確認しにくい。

警報音に慣れてしまい，注
意喚起となりにくい。

IC タグの電池切れを知る
方法は。

対　　　策

検知範囲を縮めることは，
現在の装置で可能である。

重機接近（黄色），ダンプ
接近（緑）の表示はオプシ
ョンとし，希望がある場合
に設定することは，現在の
装置で可能である。

取付位置を変更する。

人（赤）の時のみに警報を
鳴らすようにすることは，
現在の装置で可能である。

入坑ゲートと組合せ，電波
発信状態の確認を可能とす
る。

［筆者紹介］
吉田　　貴（よしだ　たかし）
西松建設株式会社
施工本部
機材部
機電課
係長

図― 7 B現場での測定方法



1．はじめに

油圧ショベルは近年多用途化するとともに，製品群

も大幅に拡大している。製品質量では約 300 kg から

800 t，用途では本来の掘削から家屋解体や自動車解

体などの産業リサイクル用途，林業用途，クレーン用

途といわゆるバケット作業のほかに色々なアタッチメ

ントを取り付けることにより使用される範囲が広範に

増加している。したがって，従来は第三者などが侵入

しない限られていた作業空間が周囲の人に影響を与え

るような作業空間となってきている情況にある。また，

道路改修などでは油圧ショベルが主体となり，このよ

うな工事では一般の通行人や工事関連作業者などが，

機械の周囲に存在し災害が発生しやすい環境にある。

このようなことから，油圧ショベルは機械を運転する

オペレータのみならず周囲の人に対する安全性の確保

も大きな課題である。本稿では比較的安全性が確立さ

れている工場で使用されている旋盤やロボットの安全

理論を油圧ショベルと比較し油圧ショベルの安全性確

保の条件を論理式を用いて示し，油圧ショベルの後退

時における安全確保について事例をもとに考察する。

2．産業機械と油圧ショベルの比較

（1）旋盤

図― 1に機械加工工場で見受ける旋盤の事例を示

す。通常考えられる危険源はワークを加工する主軸で

あるバイトと，回転されるワークを考えればよい。安

全確保はワークと主軸部をガードで隔離することによ

って可能であるので，ドアインタフェース原理が適用

されればよいので安全確保の条件は次式で表すことが

できる。

M＝ 1 機械が稼動している（ワークを加工している）

M＝ 0 機械が稼動していない（ワークを加工して

いない）

G＝ 1 ガードが閉じている

G＝ 0 ガードが閉じていない

とすると，安全確保の条件は　

G≧M ………………………………………………①

である。

このシステムは，ガードが閉じている時のみ，旋盤

は可動できるということを示している。

（2）ロボット

図― 2 に人間／機械安全作業システム例を示す。

これは人間とロボットの協調作業における安全確保条
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油圧ショベルは，近年多用途化するとともに，製品群も大幅に拡大している。製品質量では約 300 kg
から 800 t，用途においても従来の掘削作業主体から道路工事や家屋解体やクレーン用途など使用される
範囲が広がり，機械を運転するオペレータのみならず周囲の人に対する安全性の確保も大きな課題である。
本稿では比較的安全性が確立されている製造工場の旋盤やロボットの安全理論を油圧ショベルと比較し油
圧ショベルの安全性確保の条件について論理式を用いて示し，油圧ショベルの後退時における安全確保に
ついて事例をもとに考察する。
キーワード：油圧ショベル，安全性，走行，視界，CCTV

特集＞＞＞ 建設施工の安全対策

油圧ショベルの安全性に関する一考察

杉　　　　　明

図― 1 旋盤の外観例



件を，小林，森貞，蓬原が表した原則である。このシ

ステムは 2．（1）項における旋盤のガードを一部開放

したものである。

表― 1は作業者とロボットの作業状態を表す論理

変数である。

この表に基づき安全確保の条件は次式で表される。

MW・ HW ＝ 0 ………………………………………②

また，作業者の行動条件とロボットアームの移行は

インタロック条件として次のように定まる。

作業者の行動条件：MT≧ HW ……………………③

ロボットアームの状態：HS ≧MW ………………④

このシステムは作業者とロボットは同時刻に同じ場

所に存在してはならないことを示している。

（3）油圧ショベル

油圧ショベルは機械そのものの仕様から，ガードに

よって危険源と人間を隔離することが不可能に近い。

表― 2に示すように安全確保のための論理変数をと

ると安全確保条件は次式で与えられる。

Ws＝ Ov・¬Hw・Oc ＊・Mc ＊・ E ＊…………⑤

油圧ショベルではフロントや上部旋回体の旋回動作

および走行の可動部とオペレータは，通常機械稼動時

には接触することがないので機械可動部はオペレータ

にとっては危険源とはならない。機械可動部の危険源

としての存在は，周囲の作業者や一般人が危険領域に

侵入するか，危険領域に存在している場合に限られる。

したがって，油圧ショベルにおいては，危険領域に誰

かが存在している時は，オペレータがその存在を検知

し，オペレータの操作によって，危険状態を回避する

ことを要請している。

以下，3種類の機械の比較を表― 3に示す。

この結果より，油圧ショベルの安全確保条件は旋盤

ロボットとまったく異なり複雑でありオペレータに依

存していることがわかる。

ここで，式中の「・」は論理積を表し，「¬」は否

定を表す（2項及び以下同様）。

3．油圧ショベル後退時の安全性

油圧ショベルは機械の構造上，上部旋回体が 360 度

回転することと，地上位置より高いところにオペレー

タの居住空間があることの理由から，機械の稼動時や
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表－ 1 作業者とロボットの作業状態を表す論理変数

表― 2 油圧ショベルの安全確保のための論理変数

表― 3 油圧ショベルと他機械の安全確保の比較

図― 2 人間／機械安全作業システムの例

変数 論理値 論理値の意味

HW
1 作業者がテーブルWに就いている

0 作業者がテーブルWに就いていない

MW
1 ロボットアームがテーブルWにある

0 ロボットアームがテーブルWにない

HS
1 作業者が運転ボタンの所 Sにいる

0 作業者が運転ボタンの所 Sにいない

MT
1 ロボットアームが固定状態Tにある

0 ロボットアームが固定状態Tにない

機械の種類

旋盤

ロボット

油圧ショベル

安全確保の条件

G≧M

MW ・ HW ＝ 0（インタロ

ック条件： M T ≧ H W，

HS ≧MW）

Ws ＝ Ov・¬ Hw・Oc ＊

・Mc ＊・ E ＊

備考

開閉式ガード

ガードの一部開放

ガードなし

変数 論理値 論理値の意味

１
オペレータが意図する危険領域に人間がい

ないことがわかる
Ov

０
オペレータが意図する危険領域に人間がい

ないことがわからない

１
人間がオペレータの意図する危険区域にい

る
Hw

０
人間がオペレータの意図する危険区域にい

ない

Oc ＊
１ オペレータの操作が正常である

０ オペレータの操作が正常でない

Mc ＊
１ 機械が正常である

０ 機械が正常ではない

Ws
１ 機械を稼動できる

０ 機械を稼動できない

Ｅ＊
１ 周囲の環境が安全である（地形，地面強度）

０ 周囲の環境が安全ではない



移動時においてオペレータはすべての局面で確実に視

認性を確保することは不可能である。したがって，油

圧ショベルの視界性に関して国際規格ではオペレータ

からの機械周囲の視界はマスキング（死角）を一部許

容しているのが現状である。特に，右後方視界はオペ

レータにはまったく見えなくてよいことを容認してい

る。したがって，マスキング位置に第三者の侵入があ

ると，第三者が危険状態を認識してみずから危険領域

から退避しなければ，いずれ災害が発生することにな

る。図― 3は油圧ショベルで後退時に轢かれるなど

で死亡災害に至った年度毎の災害発生件数推移を示し

たものである。

このように毎年 8件程の死亡事故災害があり低減が

みられていないのが実情である。20 t 級油圧ショベル

の走行速度と旋回速度の推移を図― 4に示す。油圧

ショベルの走行速度は現在では人間の歩行速度より速

くなっていることも後退時の災害要因の一つと考えら

れる。

国際規格では，油圧ショベルの周囲作業員や通行人

に対しオペレータの視野による検知性をあげることで

安全性向上策が検討されている。これは機械全周 1 m

を 1.5 m の高さまでオペレータが視認できなければな

らないというもので，近々規格化される予定である。

しかし，視認方法については，ミラーや他のものでも

可というものであり満足できるものとはいえない。

このような背景から現在市場で装備されている安全

性確保，走行警報装置や後方カメラについて述べる。

（1）後退時の安全確保条件

油圧ショベルの後退時には周囲の状況に応じて監視

員をおく場合がある。この場合における稼動条件を示

す 2値の複数の論理変数と，それらの論理変数の論理

値の意味を示したものを表― 4に示す。ただし，同

表で B は機械の後退条件を表す論理変数で，Oc ＊，

Op，Cm，Co，Hw，Mc ＊は機械が稼動するために必

要とする環境条件を表す論理変数で機械の動作状態を

含めてある。機械の稼動にはこれらの環境条件のすべ

てを満たさなければならないから，機械の後退条件B

は次式で与えられる

B＝Oc ＊・ Op・ Om・ Co ・¬Hw・Mc ＊ …⑥

⑥式は，監視員は常にオペレータの視界内に存在し

ていなければならないことと，オペレータと監視員の
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論理変数の定義
論理

論理値 論理変数の意味
変数

機械の稼動状態 B
1 後退できる

0 後退できない

1
オペレータの操作が正常

オペレータの
Oc*

である

操作状態
0

オペレータの操作が正常

でない

1
オペレータが監視員を見

オペレータの
Op

ている

監視員確認状態
0

オペレータが監視員を見

ていない

1
監視員が第三者の存在を

監視員の
Cm

確認できている

第三者確認状態
0

監視員が第三者の存在を

確認できていない

1
監視員が第三者の存在を

監視員の合図
Co

合図する

の状態
0

監視員が第三者の存在を

合図しない

1
第三者が危険領域に存在

第三者の する

存在状態
Hw

0
第三者が危険領域に存在

しない

機械（油圧ショ 1 機械が正常である

ベル）の状態
Mc*

0 機械が正常ではない

図― 3 後退時死亡災害推移

図― 4 走行，旋回速度推移

表― 4 油圧ショベル後退に対して定めた論理変数と論理値の意味



連携が要請されることを示す。

（2）走行警報装置付

一般の土木工事では油圧ショベルに常に監視員を配

置しておくことは，極めて不経済である。また，監視

員が油圧ショベルに轢かれるという事例もある。例え

ば，油圧ショベルの移動とトラックの侵入の両方を監

視しなければならない場合，トラック側監視中に油圧

ショベルが後退し監視員が轢かれるというケースであ

る。米国では 20 年ほど前から後退時の後方安全確保

の一つとして，走行警報装置が装備されている。これ

はオペレータが走行レバーを操作すると，それをセン

サが検知して警報音を吹鳴させるシステムである。

このシステムの安全確保条件を，表― 4と同様に

論理変数と論理値を表― 5のように定めると，⑥式

と同様に，機械の後退条件Bは次式で与えられる。

B＝Oc・¬ Bh・Ho・Sh・Fs ＊・Hs・Mc ＊ ……⑦

しかし，現実には後退の決定はオペレータにより実

施されるので，安全確保の条件は無視される。したが

って，この場合の後退条件は次式により実行される。

B＝Oc ・ Sh ・ Fs ・Mc ＊ ………………………⑧

⑧式ではオペレータが走行操作することにより，警

報音で第三者が危険領域からの退避を要請している。

したがって，オペレータは第三者の存在有無に関係な

く後退操作を実行することになる。危険状態の回避は

機械停止ではなく，第三者への動作要求となるので，

安全原則に反するシステムといえる。このような警報

装置を備えたシステムは，国際規格では支援システム

（Back-up-system）と呼ばれる。

（3）後方監視システム

ディジタルカメラの発展で映像処理が電子情報とし

て容易に加工できるとともに小型化が進んでいる。一

般的には CCTV（Closed Circuit Television）と呼ば

れている。この CCTV を後方視界改善のために油圧

ショベルに搭載した場合の安全性確保について次に検

討する。

CCTV 搭載時の後退時に対する安全性確保の条件

として，表― 4および表― 5と同様に，表― 6のよ

うに論理変数と論理値の意味を定めると，油圧ショベ

ルの後退条件は次式で示されることになる。
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論理変数の定義
論理

論理値 論理変数の意味
変数

機械の稼動状態 B
1 後退できる

0 後退できない

1
後方危険領域に第三者が

第三者の
Bh

いる

存在状態
0

後方危険領域に第三者が

いない

1
オペレータの操作が正常

オペレータの
Oc

である

操作状態
0

オペレータの操作が正常

でない

1
第三者が警報音に気が付

第三者の警報音
Ho

く

聞き取り状態
0

第三者が警報音に気が付

かない

警報音の
Sh

1 警報音が吹鳴する

作動状態 0 警報音が吹鳴しない

警報音の
Fs ＊

1 警報機能が正常である

機能の状態 0 警報機能が正常ではない

第三者の
Hs

1 第三者は退避できる

退避状態 0 第三者は退避できない

油圧ショベル
Mc*

1 機械が正常である

の状態 0 機械が正常ではない

表― 5 走行警報装置付油圧ショベルの後退に対して定めた論理変数と論
理値の意味

論理変数の定義
論理

論理値 論理変数の意味
変数

機械の稼動状態 B
1 後退できる

0 後退できない

1
後方危険領域に第三者が

第三者の
Bh

いる

存在状態
0

後方危険領域に第三者が

いない

1
オペレータの操作が正常

オペレータの
Oc

である

操作状態
0

オペレータの操作が正常

ではない

1
CCTVが画面に第三者を

カメラの
Cc

映している

作動状態
0

CCTVが画面に第三者を

映していない

1
CCTVの機能が正常であ

カメラの機能の
Fc ＊

る

状態
0

CCTVの機能が正常では

ない

カメラと第三者 1
CCTVカメラと第三者間

の映像空間の環 Fv ＊
の環境が正常である

境状態 0
CCTVカメラと第三者間

の環境が正常ではない

1
オペレータはCCTV画面

オペレ－タの
Ov

をみている

画面確認状態
0

オペレータはCCTV画面

をみていない

油圧ショベル
Mc ＊

1 機械が正常である

の状態 0 機械が正常ではない

表― 6 CCTV 搭載付油圧ショベルの後退に対して定めた論理変数と論理
値の意



B＝ Oc・¬ Bh・Cc・Fc ＊・Fv ＊・Ov・Mc ＊ …⑨

CCTV 搭載時の油圧ショベルは，オペレータが画

面で第三者の有無を確認でき，かつ，第三者が存在す

る場合オペレータ自身で危険状態を回避するか，また

は機械を停止させることを要請するシステムである。

CCTV のシステムを備えたシステムもまた，走行警

報装置付油圧ショベルと同様に，オペレータ支援のシ

ステムである。

4．むすび

油圧ショベルは欧州における C 規格相当が整備さ

れていることから標準化が進んでいる製品のひとつで

ある。また，日本では油圧ショベルの安全規格として

欧州規格を 2004 年に JIS 化した。油圧ショベルと他

の産業機械との安全制御技術で大きく異なる点は，移

動機械であるとともに製品質量が大きいことから，危

険を検知しても即座に停止せず慣性による流れが大き

くなることである。

例えば，現状の旋回停止時の慣性による流れ量は，

20 t 級では角度で 100 度程度流れ，オペレータが危険

を検知しても回避できるような状況にない。また，本

文でも示したとおり，安全の確保はオペレータ依存型

の安全システムといえる。このようなことから，油圧

ショベルは「止める安全」または「止まる安全」より

「回避する安全」の方向へ進むべきと考える。これを

実現するには，オペレータに対する支援技術の開発が

必要である。現在の電子化の技術進歩は目覚しいもの

があり CCTV の採用もそのひとつであるが，転倒，

転落といった災害や人の検知に関してオペレータの支

援ができるようなシステムの開発を期待したい。

また，地震や風水害の天災時の災害復旧においては

最初に投入される製品である。現状の災害復旧におい

ては，オペレータが災害現場で昼夜危険と隣合せで懸

命な作業をしている姿がテレビなどで報道されてい

る。災害復旧における二次災害防止として無線化など

による通信制御を利用した運転操作技術開発が期待さ

れる。
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1．はじめに

コンクリートポンプ車は，建設現場においてミキサ

車が運搬してきた生コンクリート（以下生コン）を鉄

製の輸送管内に吐出して送り込み（以下圧送），現場

の必要箇所に打ち込む（以下打設）作業を担う建設機

械である。過去の一輪車やバケットでの断続運搬から，

今日では 1 時間当り 100 m3 といった生コンの連続搬

送へと劇的に作業効率を上げたコンクリートポンプ車

は，昨今の建設現場においては欠かせない存在となっ

ており，全国で推定 11000 台が稼働していると言われ

ている。

こうした中，残念ながらコンクリートポンプ車に関

係する事故は例年発生しており，その事例を取りまと

め各々考えられる原因と対策を考えてみたい。

2．コンクリートポンプ車における事故

表― 1は社団法人全国コンクリート圧送事業団体

連合会（以下全圧連）にて平成 11 ～ 18 年に集計され

た内容が甚大な事故を，大きく種類別に括ったもので

ある。そして各々の発生箇所を，コンクリートポンプ

車の一般的な打設作業の状況図に重ねて図― 1に示

す。

集計は甚大な事故に限っており，保守作業まで含め

て全ての事故案件まで網羅すると更に発生箇所は存在

するが，以下では特に憂慮される項目として表― 1

の｢発生箇所｣の括りで各々の原因と対応について綴っ

てみたい。

尚，様々な事故内容を反映して安全について記した

書籍として，社団法人日本建設機械工業会（以下建機

工）発行：｢安全マニュアル　コンクリートポンプ｣，
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コンクリートポンプ車による生コンクリート打ち込み作業における近年の事故事例を取りまとめ，事例
ごとに原因と対策を示す。
コンクリートポンプ車のメーカーや建設現場での対応として，2006 年 4 月に制定された JIS A8612

（コンクリート及びモルタルの圧送ポンプ，吹付機及びブーム装置―安全要求事項）とも照らし合わせて
記述する。
キーワード：安全，事故，災害，コンクリートポンプ車，生コンクリート，建設

特集＞＞＞ 建設施工の安全対策

コンクリートポンプ車の事故事例と
事故防止に向けて

千々岩　伸佐久

表― 1 コンクリートポンプ車における事故事例

事故内容 件　　数 発生箇所 発生時作業

輸送管・ホースの破裂事故 6

輸送管・ホースでの閉塞による事故 2 輸送管 圧送・洗浄

輸送管・ホースでのエア噛による事故 3 ホース

輸送管交換作業時の事故 3 保守

ホッパ巻込事故 7 ホッパ 圧送・洗浄

ブーム折損事故 14
ブーム 圧送

架台・アウトリガ折損事故 4
関係

アウトリガ格納時挟まれ事故 2 撤収

設置地盤陥没による事故 3
設置

ブーム電線接触事故 3
現場

設置・圧送

傾斜地設置による自走事故 3

その他 5 ― ―



全圧連発行：｢コンクリートポンプ圧送マニュアル｣な

どが有るので参照願いたい。

3．コンクリートポンプ車の事故原因と対応

（1）コンクリート輸送管と先端ホース

コンクリート輸送管や先端ホース（総じて管）は，生

コン圧送そのものを意味する部位になる。ここでの事

故としては管の破裂による生コン飛散・閉塞したホー

スの暴れ・エア噛による生コン飛散などが挙げられ

る。

（a）管の破裂

管が破裂すると，生コンが爆出し甚大な事故に繋が

る。この破裂は，輸送管やホースが生コンの流動によ

り摩耗して肉厚が薄くなり，圧送圧力や圧送時の衝撃

に耐えられなくなって発生する。圧送時の衝撃は，圧

送速度や生コン配合にも関係は有るが，根幹の原因は

管の肉厚管理不足と言える。尚，圧力が大きくなると

いう点では後述の閉塞を機に発生する場合も多い。合

わせて劣化した管継手のシールからのセメントミルク

漏れや，輸送管計画・機種選定（吐出圧力の選定）の

誤りに起因する場合も有り，これらに対しては現場ご

との使用部材の選定や打設計画を確実に行う必要が有

る（図― 2）。

（b）閉塞

閉塞の現象を総じると，｢生コンと管の間の摩擦抵

抗もしくは生コンの分離抵抗が過大になり管内で詰ま

った状態｣となる。災害の内容としては先端ホースで

の閉塞によりホースが暴れて事故に繋がるケース，も

しくは閉塞解除に当る際の圧抜き不足による生コン飛

散による事故が挙げられる（図― 3上）。閉塞に至る

原因は多岐に渡りこれも大まかに総括すると，乾燥し

た配管内を湿潤にする潤滑材（先行モルタル）の不

適・生コン自体の流体としての素性不適・管路（ポン

プ装置自体の管路も含む）の不適・圧送条件の不適な

どが考えられる。これらの内容は，圧送技術者が習得

すべき根幹の知識ではあるが，その原因追求は非常に

難しく長年の経験と実績に因る所も大きい。しかしな

がら圧送技術者や生コン製造者だけでなく躯体施工

者・設計者までこの認識を持ち，圧送作業全体の質を

高めてスムーズな作業に配慮するのが望ましい。

（c）エア噛

エア噛はホッパからポンプ内にエアを吸い込んでし

まうことに因るものが大半だが，生コンの配合に起因

することが多い。作業的にはホッパ内の生コンレベル

を保ち，ポンプ吸い込み口を常に生コンで塞いでおく

必要が有る（図― 3下）。合わせて前述の閉塞に乗じ

て高い圧力を帯びた上で事故に繋がるケースは被害も

甚大であり，圧縮性が有り爆発的な生コン飛散を引き

起こす可能性が有るエア噛は十分に注意を払うべき内

容である。
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図― 1 コンクリートポンプ車と打設作業状況

図― 2 管の破裂に関する注意



（2）ホッパ

ホッパ周りでの事故は以下の 2 つに総括される。1

つは，圧送作業中ミキサ車からの生コン投入の補助作

業を行う際，ホッパのスクリーン上に立ち誤って足を

ホッパ内に落としこむ事故，もう 1つはホッパの洗浄

に当りホッパ内の残った生コンを掻き出す際，攪拌装

置に巻き込まれるものである（図― 4）。前者はスク

リーン上に立つこと，後者は攪拌装置を作動させなが

らの洗浄作業が直接的な原因である。各メーカーの取

説，建機工の安全マニュアル，全圧連の圧送マニュア

ルなど啓蒙は行っているが，脚立の使用など面倒な側

面も有り根絶していないのが現状である。

尚，2006 年 4 月に制定された JIS A8612 ｢コンク

リート及びモルタルの圧送ポンプ，吹付機及びブーム

装置－安全要求事項｣では，ホッパ攪拌装置の自動停

止装置（ホッパスクリーン開と攪拌装置停止の連動）

の装着を謳っており，建機工ではこれに先行してガイ

ドラインを設け 2005 年 7 月より製造販売するコンク

リートポンプの全ての機械にこれを適用している（図

― 5）。

（3）ブーム関係

ブーム装置がもたらす省力効果は非常に大きく，昨

今のコンクリートポンプ車は殆どがこのブーム装置付

きとなっている（図― 6）。ブームは通常生コン打ち

込み現場の上空を跨る形で存在するため，これが破損

した場合には甚大な事故に繋がる。

ここでブームの事故に関してブームの破壊という切
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図― 3 閉塞・エア噛に関する注意 図― 4 ホッパ周りにおける注意

図― 5 ホッパスクリーン安全装置



り口で考えてみたい。ブーム装置の破壊には大きく 2

つ考えられ 1つは座屈でもう 1つは疲労である（図―

7）。

（a）座屈

座屈は過負荷により突然ブームが破綻するものであ

る。ここで指定された荷重・使用条件の下でこの座屈

に至るブームは論外であり，通常はメーカーが設定し

た条件を超えて使用した場合に発生する。この条件に

関する 1 つの指針として前述の JIS A8612 の安全要

求事項が有り，具体的には先端ホース長さの規定や安

全措置及び警報又は防止装置などとして謳ってある。

（b）疲労

疲労はブームの過大な振動により大きな応力（物体

に外力が加わる際その物体内部に生ずる力）の振幅が

生じ，少しずつ長時間かけて亀裂が進行してやがて破

綻する現象である。このブーム（溶接構造体）の疲労

破壊（疲労亀裂）に関しては色々研究が成されている

が，一般的に知られているものを要約すると以下にな

ると考える。

①疲労亀裂は応力振幅の大きさに対して累乗的に大

きな影響を受ける（図― 8）。

②溶接継手の種類によって耐疲労性が異なる（図― 9）。

コンクリートポンプ車のブームは年間 100 万回前後

振動すると言われている。更に取扱い上で禁止してい

る想定外の姿勢やブーム先端に過負荷を与えた作業な

どにより，過大な振動を受けて疲労亀裂を誘発するケ

ースも有る。メーカーは，これらをより一層考慮した

安全装置開発が必要で有り，使用者側はこの特性を認

識して，吐出量を下げるなど過大なブーム振動を避け

る配慮を行ったり，表― 2に示す法令点検を確実に

実施することにより早い段階でブーム装置の異変を把

握して対処を行う必要が有る。
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図― 6 ブーム装置

図― 7 座屈破壊したビーム（上）と疲労破壊したビーム（下）

図― 8 応力振幅について

耐�

図― 9 疲労に有利な溶接継手の例



（4）設置場所

コンクリートポンプ車は水平堅牢な場所に前後左右

3 度以内の水平度で設置する必要が有る（図― 10）。

表― 1に有る地盤陥没とはブームを含めた車両全体

の転倒を意味し，事故の甚大さは言うまでも無い。現

場上空の電線も含めて事前の打設計画の際は，施工業

者と共に確認・対処すべき内容である。

4．おわりに

コンクリートポンプ車の事故の一部について，原因

と対応を取り留めなく述べてきた。事故の中身は多岐

に渡る要因が有り，コンクリートポンプ作業者だけの

問題とせず関係する業界全体で考えていく必要が有

る。特にブーム装置の安全に関しては，2003 年と

2004 年に相次いで厚生労働省労働基準局安全衛生部

長より｢コンクリートポンプ車のブーム破損による労

働災害の防止について｣が関係業界団体に通達されて

おり，事の重大性は言うまでも無い。そのような中，

本誌発行元である社団法人日本建設機械化協会主幹に

て，官学含めた関係団体により事故内容を微細に分析

しコンクリートポンプ並びにその作業の安全を総合的

に確保する取組みが成されている。他にも多方面の団

体によりコンクリートポンプ作業の信頼性を向上させ

るべく活動が持たれている。特に近年生コンがより高

強度に変わる傾向が強くなり圧送技術に関しても新し

い施工指針が必要となってきていること，及び市場で

稼働する約 11000 台の約半数は納車後 10 年を経て疲

労した車両であるということを受けて，圧送技術の更

新と安全作業の確立に焦点を当てた活動となっており

その成果が期待される。

《参考文献》
1）社団法人全国コンクリート圧送事業団体連合会，コンクリートポンプ
圧送マニュアル，1999 年 3 月 31 日

2）社団法人日本建設機械工業会，安全マニュアル　コンクリートポンプ，
2005 年 7 月

J C M A
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特定自主検査

定期自主検査

作 業 前 点 検

補 　 修

第 167 条（年次検査）
・コンクリートポンプ車を所有する事業者は一年以内毎に一回，定期に，自主検査を行わなければならない。
・特定自主検査は，資格のある検査員，または登録を受けている検査業者に実施させなければならない。
（労安法第 45 条）

第 169 条（自主検査の記録・検査標章）
・事業者は特定自主検査の結果を記録し，これを 3年間保存しなければならない。
・特定自主検査を実施した機械は，検査を実施した年月を明らかにする検査標章を貼りつけなければならない。

第 168 条（月例検査）
・コンクリートポンプ車を所有する事業者は一月以内毎に一回，定期に，自主検査を　行わなければならない。

第 170 条（作業開始前の点検）
・コンクリートポンプ車のオペレータはその日の作業を開始する前に，コンクリートポンプ車の機能について，
点検を行わなければならない。

第 171 条（補修等）
・安全を確保するために，特定自主検査，定期自主検査（月例），作業開始前の点検を行った場合において，異
常を認めたときは直ちに補修，その他必要な措置を講じなければならない。

表― 2 コンクリートポンプの点検・検査義務（労働安全衛生規則抜粋）

図― 10 コンクリートポンプ設置に関する注意

［筆者紹介］
千々岩　伸佐久（ちぢいわ　しんさく）
極東開発工業株式会社
三木工場　技術部　課長



1．はじめに

焼却施設の解体工事は有害なダイオキシン類を含ん

だ作業環境の中での危険な作業となる。戸田建設株式

会社と西松建設株式会社と株式会社ヨコハマシステム

ズは，IC タグと環境計測を利用して，ダイオキシン

類を有する清掃工場の有害な管理区域の安全管理を行

う「管理区域安全管理システム」を共同研究開発した。

このシステムは，①ダイオキシン類の飛散による環境

汚染防止のための管理，②作業員の安全と健康を守る

ため，より厳密な安全管理，③リアルタイムに作業環

境を把握，管理をするものである。また，別システム

として管理区域が負圧になっているかを計測管理する

「負圧管理システム」，管理区域内の作業状況をカメラ

監視する「Web ライブ映像システム」，身動きのとり

にくい保護服を着用した状態での非常時の警報連絡シ

ステムについても実際の物件に適用した事例を交えて

紹介する（写真― 1）。

2．「管理区域安全管理システム」の概要

（1）機　能

本システムの機能は以下の通りである。

①作業員の入出退管理機能

②電気錠による登録作業員以外の入場阻止機能

③粉塵濃度のリアルタイム計測と警報機能

④粉塵濃度の日報，月報等の帳票作成機能

また，個別システムとして

⑤負圧のリアルタイム計測と警報機能

ダイオキシン類の浮遊する危険な管理区域での安全

な作業環境を監視するために，ダイオキシン類の代替

として粉塵濃度をリアルタイムに計測し，管理値を超
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焼却施設解体工事におけるダイオキシン類濃度の高い管理区域の安全管理として，IC タグを利用した
作業員の入出退管理，その IC タグと連動した出入り口ドアの電気錠管理，管理区域内部の粉塵濃度（ダ
イオキシン類濃度）の計測管理，管理区域内の負圧管理を行っている。また管理区域内部には保護服を着
用しないと入ることができないため，外部からでも内部の作業状況を把握することができるライブ映像シ
ステムや非常時の警報連絡システムを設置するなど，作業員のみならず周辺住民への安全も図っている。
キーワード：ダイオキシン類，焼却施設，解体，ICタグ，安全管理，負圧管理，電気錠，ライブ映像

特集＞＞＞ 建設施工の安全対策

IC タグと環境計測を利用した管理区域の安全管理

半　田　雅　俊

写真― 1 S焼却施設の解体工事状況 図― 1 システム概要図



えると警報処理が行われる機能を持つ。また，この危

険な管理区域への入場は特別教育を受講した作業員の

みが入れるように，IC タグヘルメットを装着してい

ない人が入り口ゲートを通過しても入り口ドアの電気

錠が開かない仕組みとしている（図― 1）。

（2）システム構成

システム構成機器は，管理区域への入り口にある入

出退の IC タグハンドフリーゲート，入り口ドアの電

気錠，管理区域内のデジタル粉塵計，またこれらのデ

ータを受けとり，コントロールする管理パソコン，ま

たそれらの状態を把握するための事務所パソコンが

LANで結ばれている（図― 2）。

3．各サブシステムの機能紹介と実施状況

（1）作業員の入出退管理機能

現場において必ず全員が着用するヘルメットの内部

に IC タグを装着することにより識別し，入出退管理

を行うシステムである（図― 3）。

IC タグの方式には，135 KHz，13.56 MHz，UHF

帯，2.45 GHz などの種類があるが，このシステムで

は感度の指向性が広く，安価な 13.56 MHz のパッシ

ブ型 IC タグを使用した。採用した IC タグは，名刺

サイズの大きさをした柔らかいプラスチックでラミネ

ートされているので，ヘルメットの内部にもセットを

しやすい。作業員の認識は IC タグでおこない，入場

か，退場かの判断は光電センサーでおこなっている。

タグアンテナから，ヘルメットまでの認識距離は約

50 cm である。IC タグには事前に作業員番号が入力

されており，パソコン上の作業員データベースと連動

させて管理を行っている（図― 4）。

実物件では，休憩室と管理区域入り口のエアーシャ

ワー室の間に，IC タグハンドフリーゲートを設置し

た。ゲートの高さ 1.9 m の位置に IC タグアンテナを

置き，その下を第 3レベル保護具の重装備を着用した

作業員が通過することにより入出退を認識させた。A

焼却施設解体工事においては，認識率は約 95 ％であ

った。この管理区域は煙突という限られた空間での作

業となるため，1日にこの管理区域に入って作業する
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デジタル粉塵計�

図― 2 システム構成図

ICタグ�

図― 3 IC タグのゲート通過



作業員は 10 名程度である。本システムを稼働させた

期間は約 2 ヶ月間。表― 1に示すように，この間に

24 名の人間が 449 回入所している。述べ滞在時間は

1,045 時間。一人当たりの平均滞在時間は職種により

大きく異なり，煙突解体工と排水処理工が約 3 時間。

ダイオキシン類調査員が約 2時間半，安全施設工が約

1時間，JVの管理者が約 20 分となっている。

（2）電気錠による登録作業員以外の入場阻止機能

管理区域内はダイオキシン類濃度が高いため，事前

登録した作業員のみゲートを通過でき，それ以外の人

は管理区域内に入れないように，IC タグゲートの認

識結果と入場扉の電気錠とを連動させることにより管

理を行った（写真― 2）。

（3）粉塵濃度のリアルタイム計測と警報機能

作業員の安全管理と外部への飛散防止管理のため

に，作業環境の空気中のダイオキシン類濃度を計測し

ている。ダイオキシン類の分析には通常 1ヶ月近くか

かるため，この代替計測として粉塵量を計測する。ダ

イオキシン類は単独では存在せず，粉塵等に付着して

存在しているため，この粉塵を計測することによって

ダイオキシン類濃度を想定した。粉塵計はデジタル粉

塵計を使用する（写真― 3）。リアルタイムデータを

パソコンに通信し，「要注意レベル値」を超える値が

検出されたら，パトライトと音声で警告し，注意を促

す。「危険レベル値」を超えた場合は，解体作業を中

止する。

実際の物件では，事前調査結果から粉塵濃度とダイ

オキシン類濃度の相関係数であるD値は 0.616 を採用

した。作業者は保護具を着用しているため安全上特に

問題はないが，管理値として「要注意レベル」を第 3

管理区域の基準である 3.75 pg-TEQ/m3，「危険レベル」

をその倍の値で管理をした。実際の計測データでは，

高性能集塵機を使用したことにより，図― 5に示す

ように 1 日の最大瞬間ダイオキシン類濃度は管理値

（3.75 pg-TEQ/m3）を超える日は 1日もなく，安全に

作業を行うことができた。2 ヶ月間の平均濃度は

0.18 pg-TEQ/m3 であり，大気の環境基準 0.6 pg-

TEQ/m3 よりも低い値で作業をすることができた。
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写真― 3 デジタル粉塵計

業種分類 JV管理 煙突解体 排水処理 安全施設 DXN計測 その他 計

人数 5 7 3 3 1 5 24

述べ入所回数（回） 80 284 31 8 1 45 449

述べ滞在時間（時：分） 24 ： 03 879 ： 02 94 ： 35 6 ： 41 2 ： 24 38 ： 28 1045 ： 13

平均滞在時間（時：分） 0： 18 3 ： 05 3 ： 03 0 ： 50 2 ： 24 0 ： 51

表― 1 業種別入出退データ

図― 4 入出退管理パソコン管理画面

写真― 2 入場扉と電気錠



（4）日報，月報等の帳票作成機能

このシステムは，以下の 4種類の日報，月報の帳票

を出力することができる。帳票の内容のうち，IC タ

グやデジタル粉塵計から自動的にデータを持ってくる

ことができるものは，業者名，作業員名，入場時間，

退場時間，粉塵濃度である。これらのデータから作業

員毎の滞留時間，合計時間やダイオキシン類濃度が計

算され出力される。これ以外の作業場所，作業分類，

作業内容，保護具レベル等はパソコン上で選択肢から

選択入力して，簡単に日報を作成することができる。

（日報）

①作業管理日報

平均粉塵濃度，業者名，作業員名，作業内容，保

護具，健康状況等

②粉塵濃度計測日報

粉塵濃度の表とグラフ，平均濃度，最高濃度，最

低濃度

（月報）

③作業員別月報

日付，作業内容，保護具，健康状況，平均粉塵濃

度等

④粉塵濃度月報

粉塵濃度の表とグラフ，平均濃度，最高濃度，最

低濃度

4．管理区域内での作業環境と安全に対する
考察

A 焼却施設解体工事の煙突下部の管理区域におい

て当システムから得られた表― 2のデータから，有

毒なダイオキシン類のある作業環境について検証す

る。

表― 2 は，煙突解体業者の個人別データである。

この 7名の中で，もっとも粉塵（ダイオキシン類）を

浴びた人は滞留合計時間のもっとも多かった E 氏で

あり，その平均粉塵量は 0.35 mg/回である。この値

を元に算出すると，もし保護具をつけずに粉塵を全て

吸っていたとすると累積ダイオキシン類量は

10.51 pg-TEQ となる。一方，1 日当たりのダイオキ

シン類摂取許容量は 4 ng-TEQ/kg ・日といわれてお

り，これをすべて呼吸で摂取したとすると成人平均の

人で 260,000 pg-TEQ/人・日となる。つまり，累積量

でも 1日の許容量には遠い値となっている。このデー

タを見る限り保護具をつけなくとも作業員は安全かと

思えてしまうが，このデジタル粉塵計は作業の邪魔に

ならない足場の隅に設置しており，粉塵の発生地点に

いる作業員が実際に吸っている粉塵濃度とは異なるの

で，粉塵計の設置方法も検討の余地がある。また，同

じ煙突の中でも底盤に溜まった灰の濃度は高いところ

で 200 ng-TEQ/g 近くある。この灰がもし口に入り，
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図― 5 粉塵濃度（ダイオキシン類濃度）月報

業　　種 解体業者

氏　　名 A氏 B氏 C氏 D氏 E氏 F氏 G氏

入所回数（回） 52 38 39 35 49 44 27

滞留合計時間
（時：分：秒） 58:52:00 58:52:00 101:36:00 93:13:00 206:19:00 162:04:00 130:05:00

個人別平均粉塵量
（mg/回） 0.09 0.13 0.22 0.22 0.35 0.30 0.40 

個人別平均DXN量
（pg-TEQ/回） 0.06 0.08 0.13 0.14 0.21 0.19 0.25 

個人累積DXN量
（pg-TEQ） 3.00 3.00 5.18 4.75 10.51 8.26 6.63 

業種別述べ入所回数 284

業種別述べ滞留時間
（時：分：秒）

811:01:00

業種別平均DXN量
（pg-TEQ/回）

0.15

個
人
別
デ
ー
タ

業
種
別

表― 2 煙突解体業者（個人別）における作業環境データ



1.3 g の灰を食べたら，それだけで耐容一日摂取量

（TDI）になってしまう。やはり管理区域では保護具

着用の徹底を図らなくてはならない。

（計算条件）

・ダイオキシン類濃度への換算D値＝ 0.616

・人間の呼吸量＝ 0.457 m3/時

・成人平均体重＝ 65 kg

・耐容一日摂取量＝ 4 ng-TEQ/kg ・日

5．負圧管理システム

解体工事中，管理区域内部は外部に有毒なダイオキ

シン類が周辺に飛散しないように，負圧集塵機によっ

て常に負圧を維持しなくてはならない。この負圧が管

理区域内で維持できているかどうかを監視し，管理基

準値を越えた場合には警報ランプが作動するシステム

となっている（図― 6，写真― 4，図― 7）。現在 S焼

却施設解体工事において稼働中であるが，現在のデー

タは，約 5～ 20 Pa の範囲で負圧を維持できているこ

とが確認できている。

（システム構成）

○差圧計測BOX

・デジタル微差圧計（レンジ－ 50 ～ 50 Pa）

・制御用リレー

○差圧ホース（外気用，管理区域内部用）

○警報ランプ

6．その他の安全管理システム

上記以外の安全管理システムとして，保護具を着用

しないと入ることができない管理区域では，工事を管

理する立場としてもすぐにその場に行けないため，事

務所でも中の工事状況を確認できるように「Web ラ

イブ映像システム」を構築した（図― 8）。これは，

事務所だけではなく，社内ネットのつながったパソコ

ンであれば支店からでも本社からでも見ることが可能

である。また，細かい作業ができない保護具を着用し

ていると携帯電話も使えないため，非常時の外部連絡

が大きなボタン 1つで簡単にできるように「非常時連

絡システム」も構築した。

7．おわりに

今回紹介した事例は，清掃工場解体工事の第 3管理
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図― 6 システム説明図

写真― 4 負圧管理システム機器

図― 7 警報説明図

図― 8 ライブ映像画面



区域に適用したものである。この第 3管理区域の作業

では，第 3レベルの保護具という外部からエアライン

によって空気を供給する宇宙服のような重装備の作業

服を着用する。手には化学手袋という厚い手袋をして

いるため，従来の磁気カードや IC カードのようなリ

ーダーに通したり，かざしたりする簡単な作業すら行

うことができない。このような場合，IC タグのよう

にハンドフリーでゲートを通過するだけで認識できる

このシステムは非常に有効であることが検証できた。

今後，焼却施設に限らず危険な管理区域での安全管理

はいろいろな場面で想定される。その際，この論文が

参考になれば幸いである。 J C M A
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1．はじめに

近年，IT 技術の発展は著しく，携帯電話・無線

LAN などの情報通信端末を通じてWEB 上から様々

な情報を瞬時に取得できるため，各家庭へも幅広く浸

透している。建設業界においても，CALS/EC ・電子

入札・電子納品など，従来紙で交換されていた情報を

電子化するとともに，インターネットを活用して公共

事業に関連する多くのデータベースを連携して使える

環境を創出する取り組みが広がっている。さらに，工

事においては GPS を利用した施工管理・測量やパソ

コンによる施工支援装置の導入など幅広い分野で IT

技術が活用されている。

IT による施工管理システムは，施工効率の向上や

安全性の向上など，工事の品質にも直結する非常に重

要な技術である。当社としても本技術の確立を目指し，

深浅測量システム，船舶航行管理システム，無線

LAN ・携帯電話を利用した大規模造成工事遠隔監視

システムなど様々なネットワーク型システムを開発し

実績を積んできた。

本論文で紹介する工事船舶安全管理システムは，こ

れらのシステムを融合して開発したものであり，川崎

市浮島地区で施工中のフェリー桟橋関連施設の撤去工

事に導入中である。

2．開発経緯

川崎市浮島地区ではフェリーターミナル桟橋撤去工

事が平成 18 年 6 月より施工されている。本現場は，

多摩川を挟んだ対岸に羽田空港があるため航空制限が

ある厳しい環境下での施工に加え，施工海域が狭く，

複数のクレーン付き台船が稼動するにはこれら船舶を

管理するための施工支援システムが必要不可欠であっ

た（図― 1）。そこで，作業船のブーム高度をリアル

タイムに監視する「作業船高度管理システム」と船舶

の位置情報・航跡を共有する「船舶航行管理システ

ム」，さらには揚錨船の誘導やアンカーの位置を記録

保存・モニタ表示可能な「揚錨船位置管理システム」

を融合することで，さらなる安全性の向上を目的とし

て工事船舶安全管理システムを開発導入した。次項以

降，システム概要および適用成果について述べる。

3．工事船舶安全管理システム概要

3.1 作業船高度管理システム

（1）システム概要

作業船高度管理システムとは，無線 LAN，インタ
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IT を利用した工事船舶安全管理システムとは，船舶航行管理システムとクレーン船高度管理システム
および揚錨船位置管理システムを融合することで，海上土木施工を行う際に重要となる船舶位置情報およ
びクレーンブーム高度や角度およびアンカー位置等の各種動静情報を工事関係者がリアルタイムに監視可
能な次世代型安全ツールである。本稿は，システムの概要および実現場での運用について述べるものであ
る。
キーワード：安全　情報通信　リアルタイム　監視管理　無線 LAN

特集＞＞＞ 建設施工の安全対策

IT を利用した工事船舶安全管理システムの開発

増 田 　 稔 ・ 藤 山 　 映

図― 1 現場内における航空制限エリア



ーネットなどのネットワーク網により，作業船の（航

空制限高度に対する）高さ情報や施工情報を，必要と

するユーザーが遠隔地からパソコンのモニタ上でリア

ルタイムに監視できる高度情報化施工管理システムで

ある。図― 2にシステムイメージを示す。

（2）システム構成

本システムは RTK-GPS，GPS 方位計，ジブ角度計

等の計測器により構成され，工事区域内における起重

機船の位置，方位，ジブ先端の高さ，ジブ角度および

方位を，クレーン操作室およびブリッジのノート PC

にグラフィック表示する。システム構成図を図― 3

に示す。画面上には航空制限高度に対するジブ先端の

高さ，角度がクレーンの疑似断面図として表示される

ほか，他船の位置情報等が表示される。また，これら

の情報はネットワーク網を介して東亜建設工業㈱のサ

ーバに定時送信されるため，現場詰所や事務所などの

遠隔地から各作業船の動向をモニタ上でリアルタイム

に監視することが可能である。

（3）高度管理モニタ

起重機側モニタには各種計測値や施工情報，平面図，

クレーン断面図が表示される（図― 4）。平面図には

自船および他船位置が，また断面図にはクレーン高度

および角度がリアルタイムに表示され，オペレータは

本モニタを見て施工を行う。本モニタはタッチパネル

機能を採用しており拡大縮小やデータ保存など誰にで

も容易に操作可能である。事務所側モニタも同様に，

各船舶のクレーン高度・角度の断面図および平面位置

や船体方位および判定状況（緑・黄・赤）がリアルタ

イムに表示される（図― 5）。

（4）安全管理機能

（a）メッシュ型無線 LAN

メッシュ型無線 LANとは，アクセスポイント同士

が無線通信を行い（毎秒 54 M バイト），インターネ

ット網に有線接続されたアクセスポイントまで最適な

経路を自動的に選択しデータ転送可能なシステムであ

る。本通信は，従来のシングル無線構造やデュアル無

線構造と異なり，ユーザーアクセス用に 1チャンネル，

バックボーン用の上り方向に 1チャンネル，下り方向

に 1チャンネル使用できるため，中継に伴う通信性能

の低下を最小限に抑えることができる。また，本シス
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図― 2 システムイメージ
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図― 3 システム構成

図― 4 システムモニタ表示例（起重機側）

図― 5 システムモニタ表示例（事務所側）



テムは，無線機を移動するだけでアクセスポイントを

どこにでも設定可能であり移動に伴う特別な回線設置

工事などを必要としない。通信範囲は直線距離で約

5 kmまで適用可能である（図― 6）。

（b）パトライトによる警告

通常，クレーン操作はオペレータ 1 人で行うため，

十分注意していたとしてもモニタ画面を見過ごすなど

ヒューマンエラーの発生は否めない。本現場のような

航空制限があり瞬間的な判断が特に重要となる作業で

はなおさらである。そこで，ブザー付きパトライトを

搭載し視覚情報・聴覚情報を追加することでシステム

モニタと併せ安全性を強化した。警告は 3段階設定さ

れており，通常状態を緑，制限高度まで 3 mを黄色，

制限高度超を赤としている。黄色以上にクレーンが達

した場合はブザー音にて警告を行う（図― 7）。

（c）カメラによる遠隔監視

現場詰め所にWEBカメラを設置し遠隔地の事務所

から施工現場の様子をパソコンのモニタ上でリアルタ

イムに監視することが可能である。

インターネット接続された環境であれば，ID とパ

スワードを入力することでどこからでもアクセスで

き，拡大・縮小・画面コピーなどの操作も容易である

（図― 8）。

3.2 船舶航行監視システム

（1）システム概要

本システムは，管理対象となる船舶に GPS と通信

機器に加え，必要に応じてパソコンなどの設備を設置

し，監視対象となる船舶の運航状況をリアルタイムに

把握するほか，船舶に対し気象情報や運航管理に必要

な情報（運航経路，停泊地など）の提供も行う。事務

所と船舶間の通信については，監視対象範囲により選

択することが可能であり，数 10 km 範囲であれば，

海上 GPS 利用推進機構の FM専用波（以下 FM専用

波）やMCA無線，それより広範囲であれば携帯電話

や PHS のパケット通信網を採用することで対応する

ことが可能である。また，システムを設置した船舶で

は，電子海図情報を基にした地図情報のほか，独自の

情報（運航経路・専用桟橋・岸壁・ブイなど）を表示

することもでき，さらに等深線や危険領域に対する侵

入警報機能などにより安全航行をサポートすることも
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図― 6 メッシュ型無線 LANシステムイメージ

図― 7 パトライト設置状況

図― 8 WEBカメラ表示例

図― 9 システムイメージ



できる。さらに，過去の航行軌跡をサーバーに保存す

ることで，トレーサビリティーの確保が可能となる。

図― 9にパケット通信網を利用した航行監視システ

ムのイメージ図を示す。

（2）システムの特長

船舶群との通信手法に違いはあるが，運航管理シス

テムの主な特長は下記の通りである。図― 10にシス

テム管理画面を示す。

（a）安定した通信インフラを採用

出力が強く安定した FM専用波を利用することで，

電波の届く範囲（～数十 km）の工事用船舶との双方

向通信を確保。それより遠距離であれば，パケット通

信による双方向データ通信を採用することで，有効監

視エリアを日本沿海全域（10 海里以内）とすること

ができる。

（b）高い位置データ更新頻度

FM専用波で 1～ 6 秒程度（対象 70 隻），パケット

通信であれば最小 10 秒程度の間隔で位置更新が可能。

但しパケット通信の場合は，更新間隔を短くすると，

データ通信量が増えるため，パケット通信料金が増え

ることになる。

（c）各種運航管理機能を装備

地図（海図）表示，工事区域・航行制限区域等の表

示，入出域管理など，運航管理に必要とされる管理機

能を搭載している。工事用船舶では，自船位置のほか

他船の位置も把握できる。事務所では特定の工事用船

舶の検索ができるほか，工事海域の気象・海象情報の

ほか天気予報，最新の運航予定表，一般船舶航行情報

など様々な情報をWEB上で掲示することも可能であ

る。

（d）船舶ナビゲーション機能

自船位置をリアルタイムにマップ上に表示するナビ

ゲーション画面を装備しており，指定航路や工事区域，

停泊場所さらに土砂投入場所までの誘導も可能であ

る。

本施工では，各船舶に搭載した無線 LANを利用し

て，施工に伴う情報共有を可能とした。具体的には，

鋼管杭の引き抜き撤去作業に伴う，出来高の管理機能

を有しており撤去前・中・後の杭情報は各船のパソコ

ン上から東亜サーバへ定期送信されるため，各杭の出

来高情報を必要な時にダウンロードすることで出来型

管理の簡素化を図っている。

3.3 揚錨船位置管理システム

（1）システム概要

従来アンカー位置はブイ・旗などで他船舶に明示し

てきたが，正確な位置および水面下のワイヤーの位置

など不明瞭な要素が多く，巻き込み事故に発展するケ

ースも少なくない。そこで，作業船（本船）と揚錨船

とを無線 LANにより接続し，GPS による投錨位置へ

の誘導，投錨位置の保存機能を有し，システム画面上

に投錨状況をリアルタイムに表示する揚錨船位置管理

システムを開発した。他船団に本システムを装備する

ことにより，互いの船団の投錨情報が共有され，投錨

ワイヤーの打ち掛け状況が一目で把握可能となる。ま

た，本船および揚錨船は陸上局を経由してインターネ

ット接続されており，遠隔地からでもモニタリング可

能である。

本システムは船体に既存の計器（GPS ・方位計）

を利用した構築も可能であるため，コストを最小限に

抑えて提供することも可能である。図― 11にシステ

ムイメージ，図― 12にシステム構成を示す。

（2）システムの特長

（a）投錨位置・時間を管理・自動記録するため，投

錨位置への明確な指示が可能。

（b）自船団と他船団の位置関係や投錨状況が確認
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図― 10 システム画面例（管理画面）
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図― 11 システムイメージ



可能。

（c）自他船団間で投錨ワイヤーが交錯した場合で

も，双方の上下関係が分かりやすく一目で確認

可能。

（d）既設施工管理システムからの位置・方位情報

はデジタル通信にて入力されるため，導入コ

ストを最小限に抑えることが可能。

図― 13にシステムメイン画面，また図― 14に誘

導画面例を示す。

4．システム適用成果

本システム確立において重要な技術の 1 つに無線

LAN データ通信が挙げられる。通常無線 LAN は直

進性が高いため，移動局と基準局との間に障害物（他

施工船舶等）がある場合データが遮断されてしまう。

しかし，本システムでは，メッシュ型無線 LANを採

用しており，他船舶を経由してお互いにデータ送受信

ができるため，データの欠損を最小限に抑え，その結
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図― 13 システムメイン画面例

図― 14 アンカー位置誘導画面例

図― 15 現場施工状況

図― 16 現場施工状況



果，システム運用上大きな障害を捉えることなくリア

ルタイムに施工情報を取得することが可能となった。

また，本システムを導入することで，クレーン船の高

度・角度や施工・航行履歴，揚錨船の位置およびアン

カー位置，打ち掛け状況が各船団および事務所モニタ

にて一元管理可能となったほか，リアルタイムな施工

状況の把握による施工進捗状況の確認や作業船への設

定及びオペレータへの指示等が直接，遠隔で行えるた

め効率的な配船計画および配置を実現した。

このように，インターネットや情報通信などの IT

技術を最大限に活用することで，従来工法では不可能

であったシステムの構築が可能となり，その結果，さ

らなる安全性および施工効率の向上に大きな貢献を果

たすことができた。

5．おわりに

今回開発した工事船舶安全管理システムは実現場導

入において，耐環境性および施工効率および安全性の

向上，取得データの一元管理等様々な利点を確認する

ことができた。今後，羽田再拡張工事を含め，海外工

事など多方面での適用のためさらなるバージョンアッ

プを目指す。また，遠隔操作の特長を最大限に活用し

た無人化システムの開発を行い災害時への適用等，

様々なニーズに応じたさらなる技術開発を実施する計

画である。

本システムの現場運用に際しては，東亜建設工業横

浜支店の関係各位の方々にご指導・ご協力いただき，

文末ながら感謝し，謝意を表する次第である。
J C M A
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1．はじめに

西尾レントオール株式会社では，以前より土木現場

では GPS を重機に搭載し，位置情報を利用してのロー

ラの転圧管理や，ブルドーザのブレード高さを管理す

るシステムを独自で開発しレンタルを行ってきた。建築

現場でも高精度で簡便な複数台のクレーン衝突防止が

可能なシステムへの要望があった。今回，当社の GPS

応用技術と株式会社 大林組の機械制御技術および安

全管理のノウハウを融合して共同開発を進めてきた。

本システムは従来のクレーン衝突防止システムとは

違い，あらかじめ複数台のクレーンの位置と構造物の

データを入力。無線 LAN，GPS アンテナと傾斜計を

取付けるだけでクレーンのジブ先端だけでなく，ジブ

全体及びキャビンまでを規制エリアと認識するシステ

ムである。

また，市外地における混信を防ぐために従来の

2.4GHz の周波数帯での無線 LAN でなく，メッシュ

LANと呼ばれている 4.9GHz の周波数帯の無線 LAN

を使用している。

2．特徴

①タッチパネル式モニターで各クレーンの位置を表示

し，規制エリアへ接近すると，音声とモニター画面

に色で表示（3段階を任意で設定可能）

②無線 LANにて，各クレーンの位置情報をリアルタ

イムで共有

③システムの取付けは，マグネットと U ボルトによ

る簡単取付け

④現場CAD図を使用し，規制エリアを作る

3．システム構成　
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近年，タワークレーン同士，タワークレーンと移動式クレーンとの衝突防止や既存構造物のクレ－ン近
接作業に対応したクレ－ン安全システム開発への多くの要望があり，こういったニ－ズに対応するため
GPS（汎地球測位システム）を利用したクレ－ン衝突防止システムを開発し，実用化に成功した。
キーワード：GPS，方位，傾斜計，地磁気センサー，メッシュ LAN

特集＞＞＞ 建設施工の安全対策

GPS の方位データを利用したクレーンの
衝突防止システムの開発

神　庭　浩　二・加　藤　　　悟
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4．仕様

・制 御 方 法：作業範囲＝傾斜計

：ジブ方向＝ GPS 方位計（GPS から

のデータが，安定しない場合地磁気

センサーを使用）

・警 報 範 囲：任意にて 3段階の距離設定

（クレーン間，規制エリア2通り可能）

・警 報 内 容：モニター画面にて通知

・規制距離精度：± 1m

・電　　　　源：AC100V

5．タワークレーンへの取付け
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6．移動式クレーンへの取付け

基本的には，タワークレーンと同じであるが，移動

式クレーンでは移動を含めた位置情報が必要となる

（タワークレーン向けのシステムでは，GPS はジブの

方位データのみを出力）。

センターの位置情報が必要であり，方位データと座

標データの出力を行う。

7．GPSアンテナ（センサー）の水平精度　

8．稼動現場からの評価

1．取付け･調整・メンテナンスの手間が既存の衝突防

止装置に比べ低減している。

→タワークレーンの組立工程が短縮できる。

（クレーン組立作業の指導員より）

2．ジブ先端のみでなく，ジブ全体及びキャビンまで

規制範囲となる。

→クレーン操作時に死角になりやすいオペレータ

室後方の安全確保に繋がる。

（クレーンオペレータより）

3．無線 LAN により複数の隣接したクレーンの作業

をリアルタイムで視認可能。

→夜間工事や見通しの効きづらい現場での作業効

率の向上と安全性の確保が図れる。

（クレーンオペレータより）

→複数台のクレーン間だけでなく，工事事務所を

含めた現場全体のネットワークを構築すること

でクレーンの稼動状況や施工管理にも使用でき

る。 （現場職員より）

9．おわりに

本システムは，すでにいくつかの現場で有効に使用

されており，現場の生産性および安全性の向上に寄与

している。今後はさらなる現場のニ－ズに対応してい

くと共に，年々高度化していく GPS 技術を取り込め

るシステムとして，継続的な改善を行う必要がある。

J C M A
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1．はじめに

建設の施工における作業環境のなかで，作業者が置

かれる熱的環境は最も重要なものの一つである。人間

は，極寒の極地から炎熱の砂漠まで，極めて広範な熱

的環境に適応することの出来る唯一の生物であるが，

これは人間そのものの身体機能がこのような広い温度

範囲に適応出来るからではなく，知能を持った人間が

衣服や暖房，冷房等によって熱的な環境を制御し適応

した結果によるものである。実際には人間は熱には非

常に弱い（生物一般がそうであるが）生物である。温

度が 42 ～ 43 ℃になると人間の細胞は破壊され人間は

死に至ると言われている。また，体全体が高温になら

なくても，脳，特に温度調整を司る延髄はもっと低い

温度で機能を失い人体は重篤な状態に陥る。これは，

特に最近夏期において熱中症として社会的な関心を集

めているとおりである。

人間の体温は 37 ℃を標準として非常に高精度に制

御されている。人間の体温調整の仕組みは，血流や発

汗，身体運動等によって非常に巧みに行われている。

この機能によって，外界の温度の変化に対してもかな

りの範囲で適応することは可能であるが，それでも，

人間が実際に生活している温度範囲で人間の身体機能

のみで温度調節を行うことは不可能である。

そこで考え出された温度調節のための手段は衣服で

ある。衣服は，外界の温度が体温より低い場合には体

温の低下を防ぎ，逆に外界の温度が体温より高い場合

には外気による体温の上昇を防ぐ。また，太陽光を直

接受ける場合は，衣服によって放射熱を遮蔽して体温

の上昇を防ぐ役割をする。人間は運動をしていない状

態では 100 W の発熱をしている。作業や運動をして

いる場合にはこれよりも発熱量は大きくなる。こうし

た内部発熱と，外気への熱の授受がバランスすること

によって人間の体温は約 37 ℃の一定値に保たれてい

る。外界の温度が体温より低い場合，外界への熱の放

出は大気への対流熱伝達が主たるものとなる。無風状

態では自然対流熱伝達により，風がある場合には強制

対流熱伝達により人体から熱が外気に伝わる。この対

流熱伝達による熱の放出量は，大気に接する表面の温

度と外気の平均温度の差に比例する。衣服の熱的な役

割は衣服が体表面と外気の間の熱抵抗となり，衣服の

表面の温度を人間の体の表面温度よりも低くすること

である。これによって対流熱伝達による熱放出量を小

さくし，体温を保つ。

外気の温度が体温に近づいてくると，熱の放出量は

非常に小さくなる。今度は熱が十分に放出出来ないこ

とにより体温が上昇する可能性がある。この場合には

衣服を脱ぎ，体表面と外気の温度差を出来る限り大き

くしたり，団扇や扇風機等で風を起こすことにより強

制対流熱伝達による熱の放出量を増やして体温を保と

うとする。これだけでは不十分な場合には人間は汗を

かいてその蒸発による熱放出によって体温を保つこと

になる。

しかし，外気の温度が体温より高い場合には，衣服

をつけないことは，却って外気から人体への熱の流入

を大きくすることになる。この場合には，衣服をつけ

ることによって，衣服表面の温度を高く保ち，外気か

らの対流熱伝達による熱の流入を防ぐ必要が出てく
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熱中症の対策衣料品としては様々なものが開発／実用化されているが，従来のものは冷却効果の持続時
間が 2時間程度であったり，外気温が高いと効果がない等の問題があった。本製品ではチョッキ内部の給
水バッグから散水された水を電動ファンで気化させることでチョッキ内温度を 7 度前後下げられ，最長
40 時間の連続使用が可能となった。本報では，本製品の基幹技術である毛細管層と透湿膜を用いた機能
性伝熱面の効用，衣服に応用する開発経緯，本製品の実効性と今後について詳述する。
キーワード：熱中症対策，高温，熱遮蔽着衣，衣料品

特集＞＞＞ 建設施工の安全対策

高温環境での作業環境を改善する熱遮蔽着衣の
開発と実用化

片　岡　　　勲・今　井　良　治・星　野　照　生　



る。また，このような高温環境の場合には，太陽熱の

輻射を伴うことが多く，衣服はこの輻射熱の遮蔽にも

役立つ。この場合，外部からの熱の流入を防ぐことが

出来ても人体そのものの発熱量（100 W）を除去する

ことが出来なければ体温は上昇してしまう。外気温が

体表面の温度より高い場合には対流熱伝達での熱放出

は勿論不可能である。しかし人体は非常に巧妙な機能

を持っており，発汗してそれを蒸発させることによっ

て，熱を放出し体温を保つ事が出来る。外気温が体温

より高い場合の人体からの熱放出の手段は汗の蒸発に

よる熱放出のみである。

夏期の炎天下での建設作業や工場内で大量の熱を発

生する機器があり工場内の気温が非常に高くなる場合

等においては，上述の熱の放出を有効に行って体温の

上昇を防ぐことが極めて重要となる。また，作業環境

の点からは単に熱中症の危険を防ぐだけでなく，作業

者がより快適に作業を行えるようにすることが重要で

ある。こうした観点から，従来の衣服の概念と機能を

より高度化し能動的な熱放出機能と熱遮蔽機能をもっ

た作業服の開発が強く望まれるところである。こうし

た技術開発のヒントは実は人体そのものに備わった体

温調節機能，すなわち発汗とその蒸発による熱放出機

能である。筆者らは，このような蒸発による熱放出熱

遮蔽機能を作業服に応用し，高温の作業環境下でも作

業者の快適な環境を提供することの出来る熱遮蔽着衣

（アクアメッシュ）を開発した。以下にその開発の経

緯と機能について簡単に紹介する。

2．透湿膜を用いた機能性蒸発伝熱面

上にも述べたように，人体からの熱放出において汗

の蒸発によるものは非常に効果が大きい。これは，水

が極めて大きな蒸発潜熱を持つからである。沸騰や蒸

発等の相変化を用いた熱伝達は単相の流体における熱

伝達に比べ極めて大きく効果的であるため，熱交換器

等に広く用いられている。また，日本家屋においては

古くから打ち水をすることにより，玄関先を涼しくす

ることが行われていたがこれも蒸発熱伝達を有効に利

用したものである。蒸発熱伝達の特徴は，伝熱面の表

面の温度を周囲の気体の温度よりも低く保つことが出

来ることである。これは，蒸発により伝熱面が冷却さ

れ温度が低下するものであり，理論的には湿球温度

（乾球湿球湿度計の湿球の温度，空気中の相対湿度に

より変化する）まで下がりうる。

こうした蒸発熱伝達を利用する場合には伝熱面に常

に水を供給する必要がある。工業装置等においてこう

した蒸発のための水が常に十分供給出来る場合には問

題はないが，装置の置かれた環境によっては大量の水

の供給が困難な場合が少なくない。特に衣服などにお

いては，このような水の供給を大量に行うことは極め

て難しい。そこで，少量の水を効果的に用いて蒸発熱

伝達により熱を除去するため筆者らの一人は図― 1

のような機能性蒸発伝熱面を考案した。

この機能性蒸発伝熱面は高温伝熱面を毛細管層で被

覆しそこに水を含ませておく。この毛細管層は蒸気の

みを通し水は通さない透湿膜で覆われている。このよ

うな伝熱面を用いれば，高温伝熱面からの熱によって

水が蒸発し，蒸気のみが透湿膜を通して空気流中に放

出され熱が除去される。一方蒸発しない水は毛細管層

と透湿膜に保持され伝熱面に保たれる。このような機

能性蒸発伝熱面を用いれば，少量の水により伝熱面を

水で覆い蒸発伝熱によって大量の熱を除去することが

可能となる。蒸発する水の量はわずかであるため補給

水タンク等より，毛細管現象や細い管を通して重力に

より少量ずつ水を補給することが可能であり，水を循

環させるポンプ等は必要とならない。

このような機能性蒸発伝熱面は当初，工業的な熱交

換器への応用の為に考案された。エアコンを夏期冷房

運転する場合に，室外機は通常はファンによる強制対

流の熱伝達により冷却される。これは，エアコンから

の排熱を空気の顕熱として排出するものであり，夏期

外気の温度が高くなると，冷却能力が低下する。また

室外機からは高温の空気が環境に放出され，都市のヒ

ートアイランド現象の一因となる。

そこで図― 1に示すような機能性蒸発伝熱面をエ

アコンの室外機に応用することを試みた。図― 2に
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図－ 1 機能性蒸発伝熱面



その概略を示す。これは，高温の作動流体の流れる管

群を図― 1のような機能性伝熱面で覆い冷却するも

のである。このような室外機を用いると，蒸発による

熱伝達により熱は効果的に除去され，通常の室外機の

ような大型のファンを回す必要はなく，蒸気は小さな

ファンによって除去するだけで十分である。また，水

の供給も上部に取り付けた補給水タンクから細管を通

って重力で毛細管層へ補給され水のポンプを必要とし

ない。このような機能性蒸発伝熱面を用いた室外機の

冷却能力を従来の空気の強制対流を用いた室外機の冷

却性能と比較した結果が図― 3である。機能性蒸発

伝熱面を用いた室外機は従来の強制対流のものに比べ

て 3倍の大きな冷却性能を示した。このような試験結

果により機能性蒸発伝熱面のエアコンの室外機への適

用の有効性が実験室レベルでは確認されたが，現在の

ところ製品化には至っていない。

3．熱遮蔽着衣（アクアメッシュ・アクアブ
リーズ）の開発

以上のようにして開発した，毛細管層と透湿膜を用

いた機能性蒸発伝熱面は少量の水を用いて効果的に蒸

発による熱の除去を可能にし，非常に有効な熱伝達特

性を有すると共に，工学的にもエアコンの室外機とし

て応用しうる可能性が示された。

このような，機能性蒸発伝熱面の特性は，これを衣

服として活用した場合に非常に有効な冷却特性と熱遮

蔽特性が得られると考えられる。丁度人間の体が発汗

して汗の蒸発熱伝達により熱を放出し体温を保つ機能

と類似のものを機能性蒸発伝熱面は有しており，これ

を有効に活用することにより，人体以上の効果的な冷

却特性を発揮することが期待される。また，この機能

性蒸発伝熱面は少量の水によって有効に冷却が行える

ため，衣服として用いる際に大量の水を装備する必要

がなく，重量を抑えることが出来る。

以上のような発想をもとに，機能性蒸発伝熱面を衣

服に適用する試みが行われ，株式会社つくし工房・株

式会社新晃により図― 4のような熱遮蔽着衣（商標

名アクアメッシュ）が開発された。この着衣は，図―

1に示す機能性蒸発伝熱面を用いたベストであり，人

体表面（これが高温伝熱面となる）に接する部分は防

水性として，着用する人が不快感を感じないようにし

ている。首の周りには全面と背面に給水バッグがあり

ここに蓄えられた水が，配水ノズルを通して，毛細管

層に浸透していく。ベストの表面（透湿膜）からは蒸

発した蒸気のみが排出され，ベスト内部は冷却される。

このアクアメッシュの冷却特性の試験結果を図― 5

に示す。外気温が 40 ℃の場合にこのアクアメッシュ

を着用して通水することによって表面温度は 30 ℃程

度に冷却される。また太陽光からの輻射熱も水の蒸発

熱伝達により外気に放出されるので熱遮蔽の効果もあ

る。

このような性能を持つことにより，熱遮蔽着衣（ア

クアメッシュ）は炎天下での建設作業またはスポーツ

等においても，また工場等の高温の作業環境において

も作業者の体温の上昇を防ぎ快適な作業環境を提供す

ることが期待される。
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図－ 2 エアコンの室外機への機能性伝熱面への適用

図－ 3 機能性蒸発伝熱面を用いたエアコン室外機の冷却性能

図－ 4 熱遮蔽着衣（アクアメッシュ）



4．本製品の実効性と今後について

本製品の試着アンケート調査を行った結果は次のと

おりであった。

①暑さは緩和出来た 68 ％

②試着して違和感を感じた 56 ％

③給水バックからの水の出方が多い 100 ％

④今後着用したいか 31 ％

熱遮蔽効果は認められたが，水の供給システムに工

夫が必要であることが判明した。これは日向と日陰に

おけるアクアメッシュからの水の蒸発量の差が，水の

供給過剰につながり，中の衣服を濡らしたり，水が滴

り落ちると言った着心地の悪さをもたらした。また風

が無い状態では気化した蒸気が着衣内にこもることに

より蒸し暑いと言う不快感も認められた。

このような不具合を改善するために，水の供給量を

ある程度調節出来るように，配水のバルブを三段階に

水量調節できるものに取り替えた。また小型のファン

を取り付けて，着衣内に外から風を強制的に送り込む

ことにより，蒸発を促し冷却効果を高めることと，着

衣内の湿気除去の効果による着心地の改善を図った。

このように改善を加えた熱遮蔽着衣（商標名アクアブ

リーズ）について現在モニタリング調査を行っている

所である。

本製品の高い熱遮蔽効果は認められるが，気象条件

や作業環境等によって，その効果のばらつきや着心地

と言うデリケートな問題があることは否定できない。

本製品の実効性をより高めるためには，簡便な水の供

給システムの確立と，アクアブリーズと身体の間の湿

気をいかに外部へ放出できるかが今後の課題である。
J C M A
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図－ 5 熱遮蔽着衣（アクアメッシュ）の特性
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その同じ場所を出発地点として選んだものである。

近くに日本銀行や三井本館等の歴史的建造物を控え

た日本橋を出発。普段何気なく渡っている第 19 代日

本橋は 1911 年（明治 44 年）に建造された石造 2連ア

ーチ橋で，欄干両端の獅子像と中央の麒麟像のモニュ

メントが素晴らしい。生家が近いことから長い間付近

を歩いていながら今になっての新たな発見である。

上を通る首都高速道路を地下に移し，景観を少しで

も復活させようという動きがあるという。たとえ実現

したとしても，橋の上から富士山を遠くに望むことは

出来ない。

京橋方面に歩き旧白木屋デパートの角を左折，都営

地下鉄日本橋駅へ。その地下鉄を利用して東銀座駅下

車。晴海通りは休日の朝ということもあって人も車も

少なく何となく落着いた気分を味わう。

築地場外市場を右に見て 20 分ほどで勝鬨橋に到着。

このわが国初の二葉の跳開可動橋は 1940 年（昭和 15

年）の幻に終った国際博覧会用につくられたもので，

1970 年（昭和 45 年）を最後に跳開されることはなく

現在は電気も切られている。もう一度，跳開した勇姿

を見てみたいものだ。

勝鬨橋をあとに築地，新橋を通って第一京浜国道を

品川方面に向かう。芝大門の交差点を左折，浜松町駅

を過ぎ徒歩約 1時間で日の出桟橋に到着。今回は初の

トライということで多少楽をして水上バスで川面から

東京ミッドタウン，新丸ビル，ザ・ペニンシュラ東

京などなど，あらゆる所で再開発が進み見る見る変化

していく東京……大人の遠足，近代土木遺産ウォーク

（関西版）を読んで以来密かに目論んでいたそんな東

京の土木文化遺産巡りを実行に移すことにした。

3月某日，朝，晴天。久々に家族を誘って自宅を出

発した。東京の下町を流れる隅田川に架かる歴史ある

橋の数々を見てまわろう，という魂胆である。

隅田川は元々入間川の下流部で荒川の本流だった

が，洪水を防ぐために明治末期から昭和初期にかけて

造られた荒川放水路が 1965 年の政令によって荒川の

本流となり，分岐点である「岩淵水門」（東京都北区）

より下流の荒川が隅田川と改称されたという。

因みに，延長 23 キロメートルの隅田川に架かって

いる道路橋は最上流の新神谷橋から最下流の勝鬨橋ま

で派川・晴海運河の相生橋を含め 26 あるが，その多

くは 1923 年（大正 12 年）9 月 1 日の関東大震災以降

に復興事業として再建造されている。

今回のスタート地点は日本橋川（神田川の分流で隅

田川に合流する）に架かる日本橋。欄干中央部に埋め

込んである日本国道路元標は東海道（国道 1号線）を

始めとして 7 つの国道がこの元標を基点としており，
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の視点から隅田川の橋を観察するのだ。

船が出て間もなく先程の勝鬨橋が近付いてくる。悠

然とした姿は下からの景観も素晴しい。

勝鬨橋のあとは佃大橋，中央大橋，永代橋，隅田川

大橋，ケルンの大吊橋を手本に 1928 年（昭和 3 年）

に完成した清洲橋，新大橋，江戸時代に武蔵，下総の

2 国を結ぶ橋として架けられ現在の橋は 1932 年（昭

和 7年）に架け替えられた両国橋，蔵前橋，厩橋，駒

形橋，吾妻橋，言問橋と続き，U ターンして吾妻橋

際の船着場，浅草に到着して下船。

40 分の船旅を楽しんだ。

端正なアーチ橋の吾妻橋はもともと隅田川の別名・

大川橋と呼んでいたが明治時代に今の名称に変わった

もので，赤い色は浅草寺の伽藍に因んだものという。

吾妻橋からデンキブランで有名な神谷バーを横目に

雷門へ。喧騒の中に浅草ならではの懐かしい下町情緒

を感じながら仲見世を通って浅草寺でお参りを済ます

と，駒形橋袂の「駒形どぜう」でやっと遅い昼食にあ

りつき，今回の全行程を終了した。

次は何処にしようか。考えるだけで楽しい気分にな

る今日この頃である。

――むらかみ　まこと　新キャタピラー三菱株式会社　直販部長――
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社団法人日本建設機械化協会では下記の通り組織行

動規範を制定致しました。

社団法人日本建設機械化協会の組織行動規範

（基本理念）

当協会は，昭和 25 年に建設事業の機械化を推進し，

もって国土の開発と発展に寄与することを目的として

発足した公益法人です。

以来，建設の機械化に係わる各分野において，調査，

研究，普及，啓発活動を行い，我が国の建設の機械化

を精力的に推進して参りました。

今後とも技術革新の時代の中で，より一層先導的な

役割を果たし，我が国の発展に寄与してゆくに当たり，

本行動規範を定め，組織として法令を遵守することは

もとより，人間性の尊重，社会との調和，環境への配

慮において十分な責務を果たし，公益法人としての中

立性・公平性を含めた高い倫理観を持ち，健全な組織

活動を遂行します。

1．健全な組織活動

（1）法令の遵守

組織活動において法令を遵守し，公明正大な活動を

遂行します。

（2）協会に対する信頼の確保

常に技術の維持・向上に努め，建設の機械化に係わ

る公益的かつ有用なサービスを社会に提供することで

国土の開発と発展に貢献し，社会の信頼を確保します。

（3）公正かつ健全な行動

公益法人として中立性・独立性を堅持した公正かつ

健全な行動を行います。

また，市民社会の一員として反社会的な団体あるい

は個人との利害関係を一切保持しないとともに，組織

活動において政治・行政と健全かつ透明な関係を保持

します。

（4）団体情報の開示

公益法人に係わる諸法令に基づき，団体情報を適

時・適切かつ公正に開示します。

（5）適切な情報管理

組織活動にともない知り得た顧客の機密情報および

個人の情報を適正に管理し，漏洩を防止するとともに，

知的財産権の管理保全・尊重に万全を期します。

2．人間性の尊重

（1）差別の禁止

人権を尊重し，差別行為やハラスメントを許しませ

ん。

（2）健全な職場環境の整備と個の尊重

人と技術を中心とした組織を目指し，健康的で安全

な働きやすい職場環境を確保するとともに，一人ひと

りの人格と個性を尊重します。

3．社会との調和

（1）社会との良好な関係の構築

公益法人として積極的に社会貢献活動を推進すると

ともに，説明責任（アカウンタビリティ）を果たし，

国民，会員，地域等との良好な関係の構築に努め，社

会との調和を促進します。

（2）国際協調の推進

世界の文化や慣習を尊重するとともに，国際的な建

設の機械化の推進，普及，技術研究開発に貢献できる

よう努めます。

4．地球環境の保全

（1）環境問題への取り組み

環境問題が当協会の事業活動，ひいてはその存在に

必須の要件であることを認識し，地球環境への負荷を

低減し，持続可能な社会作りに貢献します。
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5．経営責任者の責務

（1）経営責任者の姿勢

経営責任者は本規範の理念の実現が自らの役割であ

ることを認識し，率先垂範の上，組織倫理の徹底を図

ります。

（2）再発防止と厳正な処分

経営責任者は本規範に反するような事態が発生した

ときには，自らが問題解決にあたる姿勢を内外に表明

し，原因究明と再発防止に努めます。

また，権限と責任を明確にした上，自らを含めて役

員については理事会で，職員については就業規則に基

づき，厳正な処分を行います。

制定　平成 19 年 5 月 9 日
J C M A
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建設機械施工安全技術指針指針本文とその解説（改訂版）
◆「指針本文とその解説」目次
第 I編　総論
第 1章：目的
第 2章：適用範囲
第 3章：安全対策の基本事項
第 4章：安全関係法令
第 II 編　共通事項
第 5章：現地調査
第 6章：施工計画
第 7章：現場管理
第 8章：建設機械の一般管理
第 9章：建設機械の搬送
第 10 章：賃貸機械等の使用
第 III 編　各種作業
第 11 章：掘削工，積込工
第 12 章：運搬工
第 13 章：締固工
第 14 章：仮締切工，土留・支保工
第 15 章：基礎工，地盤改良工
第 16 章：クレーン工，リフト工等

第 17 章：コンクリート工
第 18 章：構造物取壊し工
第 19 章：舗装工
第 20 章：トンネル工
第 21 章：シールド掘進工，推進工
第 22 章：道路維持修繕工
第 23 章：橋梁工

●A5版／ 330 頁
●定　価
非会員： 3,360 円（本体 3,200 円）
会　員： 2,800 円（本体 2,667 円）
※学校及び官公庁関係者は会員扱いとさせて頂
きます。
※送料は会員・非会員とも
沖縄県以外　450 円
沖縄県　　 1,050 円
※なお送料について，複数又は他の発刊本と同
時申込みの場合は別途とさせて頂きます。
●発刊　平成 18 年 2 月

社団法人　日本建設機械化協会
〒 105-0011 東京都港区芝公園 3-5-8（機械振興会館）

Tel. 03（3433）1501 Fax. 03（3432）0289 http://www.jcmanet.or.jp



平成 19年度第 58 回通常総会報告

本協会の平成 19 年度第 58 回通常総会は平成 19 年 5 月

18 日（金）10 時 30 分から東京虎ノ門パストラルにおいて

関係者 250 名の出席のもと開催された。

最初に平成 18 年度事業報告，同決算報告（いずれも支

部，施工技術総合研究所を含む）が上程され承認された。

ついで役員辞任による補欠理事・補欠監事の選任に移り，

9人の理事及び 1名の監事が選任された。

別室において理事会が開催され，その後の総会において

理事会の決定事項について報告が行われた。報告内容は，

常務理事 6名が互選された。このほか顧問，部会長の委嘱

が行われた。

つづいて，平成 19 年度事業計画，同予算（いずれも支

部，施工技術総合研究所を含む）に関する件を上程，満場

一致でこれを承認可決し，11 時 46 分盛会裡に終了した。

総会，理事会，運営幹事会，その他

5 月 18 日，虎ノ門パストラルにおいて開催し，次の議

案について審議した。

（1）平成 17 年度事業報告・決算報告承認の件

（2）任期満了に伴う役員改選に関する件

（3）平成 18 年度事業計画・収支予算に関する件

（4）各支部の平成 17 年度事業報告・決算報告承認の件及

び平成 18 年度事業計画・収支予算に関する件

（1），（3），（4）については，原案どおり承認可決された。

（2）については，理事 69 名，監事 3 名が選任され，後述

の理事会において互選された会長，副会長，専務理事及び

常務理事についてこれを了承した。

① 5月 9日に開催し，前記通常総会に提出する議案を審議，

決定した。また「事務局の組織及び業務規程の一部改正

について」並びに「団体会員の入会申込」について審議

し，承認した。

② 5月 18 日開催の前記総会本会議の間に理事会を開催し，

会長に小野和日児氏の再任を，副会長に坂根正弘氏，山

本卓朗氏，岡崎治義氏の 3名が互選され，専務理事に松

2．理　事　会

1．第 57 回通常総会

隈宣明氏を，常務理事として 39 名の互選を行った。次

いで，会長は名誉会長及び顧問を委嘱し，理事会の議決

をへて部会長等を委嘱し，さらに運営幹事を任命した。

③ 10 月 27 日に開催し，「平成 18 年度上半期事業報告及び

経理概況報告」，「中期事業計画（平成 19 年度から平成

21 年度）の策定方針」，「顧問の推薦」，「団体会員の入

会申込」並びに「平成 19 年度の暫定予算」について審

議し，承認した。

① 4 月 20 日に開催し，新経済成長戦略の中間とりまとめ

（経済産業省）及び平成 18 年度関係予算の概要と国土交

通白書概略（国土交通省）について，担当官から説明を

受け，理事会，総会に提出する議案の原案などについて

審議し，事業計画等の原案を決定した。

② 10 月 17 日に開催し，平成 19 年度経済産業政策の重点

施策（経済産業省）及び平成 19 年度国土交通政策の重

点施策（国土交通省）等について，担当官から説明を受

け，理事会に提出する議案を審議し，決定した。

3．運営幹事会
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5 月 8 日に監事が，平成 17 年度決算書類について会計

監査を行った。

7 月 19 日及び 12 月 18 日に本・支部事務局長会議を開

催し，平成 18 年度建設機械施工技術検定試験の打合せ並

びに受託業務，建設機械損料・工事積算講習会の実施結果，

支部中期事業計画の策定，支部経営改善の重要項目の取組

みについて説明，協議を行った。

①水の週間実行委員会が行う「水の週間」に協賛した。

②建設広報協議会が行う「国土交通行政推進事業」に協賛

した。

③防災週間推進協議会が行う「防災週間」に協賛した。

平成 19 年 1 月 10 日 16 時より機械振興会館において新

年賀詞交歓会を開催した（参加者約 300 名）。

7．そ　の　他

6．関係機関への協力

5．本部・支部事務局長会議

4．会 計 監 査 平成 18 年度の主な事業（各種委員会等）

①建設事業に係わる発注者支援業務の構築

各地方整備局における品質確保技術者・発注者支援制

度等の情報収集を行い，制度（原案）を作成した。

②公益法人改革への取り組み

公益法人制度改革関係 3法案など「公益法人改革」に

関する動向を情報収集するとともに，公益的新規事業の

拡充等に関する検討を実施した。

③研究助成制度の創設

他団体の研究助成制度等の情報収集を実施し，制度を

構築した。平成 19 年度理事会に議案を提出予定である。

④災害応急対策業務の強化

国土交通省との災害応急対策業務協定について，新た

に四国支部が協定を締結した。残る未締結の支部におい

ては関係部署と調整した。

平成 18 年度6日本建設機械化協会会長賞として，応募

件数 8件のうちから会長賞 1件，貢献賞 2件，奨励賞 1件

を以下のとおり選考し，通常総会終了後表彰した。

2．会長賞の表彰（会長賞選考委員会）

1．新規事業等への取組み

建設の施工企画　’07. 664



会長賞「太径曲線パイプルーフ工法による大空間施工技術

の開発」

（鹿島建設㈱，大成建設㈱，鉄建建設㈱，コマツ地下建

機㈱，首都高速道路㈱）

貢献賞「大型建設機械の超低騒音技術開発」

（㈱小松製作所）

貢献賞「全断面TBM工法による鉄道トンネルの高精度高

速施工」

（東日本旅客鉄道㈱，清水建設㈱，清水建設・西松建

設・間組共同企業体）

奨励賞「ハイブリッドショベルの開発」

（コベルコ建機㈱，㈱神戸製鋼所）

①平成 18 年度 1 級・ 2 級建設機械施工技術検定学科試験

を 6 月 18 日に全国 10 都市 10 会場で実施した。その結

果は次のとおりである。

［1級］受験者数　2,382 名　合格者数　699 名

［2級］

②技術検定実地試験については，学科試験合格者，学科試

験免除該当者（2級技術研修修了者及び前年度実地試験

不合格者（欠席者を含む））に対し 1・ 2 級とも全国 16

会場（10 都市周辺）で 8 月下旬から 9 月中旬にかけて

実施した。

その結果は次のとおりである。

［1級］受験者数　783 名，合格者数　673 名，合格率

86.0 ％

当初受験者（2 , 3 8 2 名）に対する最終合格率

28.3 ％

［2級］

当初受験者に対する最終合格率（技術研修修了者を除

く。）

3．建設機械施工技術検定試験（国土交通大臣指定試験

機関）（総括試験委員会）

③総括試験委員会を 3 回開催し，平成 18 年度技術検定試

験結果，平成 19 年度技術検定試験の実施計画について

審議した。また，平成 19 年度試験問題の審査を行い，

試験問題及び採点基準を決定した。

④試験委員会を開催し，平成 19 年度学科試験問題の原案

作成，検討及び監修並びに平成 18 年度学科試験問題解

答の採点及び実地試験の採点を行った。

①機関誌「建設の施工企画」平成 18 年 4 月号～平成 19 年

3 月号を発行した。

（機関誌編集委員会）

（¡）開発・実用化された主要な新工法及び関連する建

設機械と施工システムについて，その施工実績，

稼働状況等の調査を行い，「建設の施工企画」誌に

“新工法紹介”として掲載した。（新工法調査分科会）

（™）開発・販売された建設機械の新機種，モデルチェ

ンジ，アタッチメント等について，その用途，技

術内容等の調査を行い，「建設の施工企画」誌に

“新機種紹介”として掲載した。（新機種調査分科会）

（£）平成 17 年度において調査した“新機種データ”62

件を当協会のホームページに追加掲載した。（新機

種調査分科会）

（¢）建設経済関連の統計情報及び国の施策等の情報を

収集，分析し，「建設の施工企画」誌及び当協会の

ホームページ“建設関連統計情報”に掲載した。

（建設経済調査分科会）

②次の図書を出版した。

・「建設機械等損料表」（平成 18 年度版）

・「建設機械損料の解説と機械一覧」（平成 18 年度版）

・「橋梁架設工事の積算」（平成 18 年度版）

・「大口径岩盤削孔工法の積算」（平成 18 年度版）

・「日本建設機械要覧 2007」

・「クライミングクレーン Planning 百科」（改訂版）

（1）CONET2006（平成 18 年度建設機械と施工技術展

示会）の開催

開催期間： 7月 13 日～ 16 日

会　　場：幕張メッセ国際展示場

5．CONET2006（CONET2006 実行委員会）

4．機関誌の発行（機関誌編集委員会）・図書出版等
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区　分 受験者数 合格者数 合格率（％）

第 1種 0,590 0,429 72.7%
第 2 種 2,707 2,378 87.8%
第 3 種 0,113 0,103 91.2%
第 4 種 0,239 0,206 86.2%
第 5 種 0,056 0,048 85.7%
第 6 種 0,044 0,043 97.7%

合　計 3,749 3,207 85.5%

区　分 受験者数 合格者数 合格率（％）

第 1種 1,011 0,429 42.4%
第 2 種 3,439 2,370 68.9%
第 3 種 0,158 0,103 65.2%
第 4 種 0,395 0,206 52.2%
第 5 種 0,110 0,048 43.6%
第 6 種 0,056 0,043 76.8%

合　計 5,169 3,199 61.9%

区　分 受験者数 合格者数 合格率（％）

第 1種 1,011 0,530 52.4%
第 2 種 3,439 2,514 73.1%
第 3 種 0,158 0,093 58.9%
第 4 種 0,395 0,210 53.2%
第 5 種 0,110 0,052 47.3%
第 6 種 0,056 0,045 80.4%

5,169 3,444 66.6%



出展者数： 163 社（内　海外企業等　30 社）

登録来場者数： 17,598 人

① CONET企画分科会

CONET2006 の結果の分析報告と次回へ向けての基本方

針の確認を行った。

（2）国際展示会への参加及び準備活動

①M&T EXPO（ブラジル　サンパウロ）

開催期間： 6月 6日～ 10 日

目的：CONET2006 への招致活動，及び協会の概要，

活動内容の紹介を行った。

②BAUMA CHINA（中国　上海）

開催期間： 11 月 21 日～ 24 日

目的：中国との交流を深めるため，6日本建設機械工業

会との協同で協会ブースの設置を行い，協会活動

の紹介と次回CONETへの招致を行った。

①外国人の「建設機械施工」の分野での研修に対し，その

研修成果を評価する為，試験を 46 回実施した。

（7国際研修協力機構認定試験）（建設機械施工研修評価

委員会）

合格者： 3 カ国　120 名（中国 93 名，インドネシア 10

名，フィリピン 17 名）

②初級試験問題の「ひらがな」化（技能検定職種との統一

を図るもの）による作成を行うとともに，研修生向けの

初級用教本の改定作業を推進した。

（建設機械施工研修試験委員会）（建設機械施工研修評価

委員会）

福島県会津若松市において開催された「ゆきみらい

2007 in 会津」の一環として除雪機械展示・実演会を 2 月

8 日～ 9 日の 2 日間にわたり会津総合運動公園駐車場で開

催した。

出展者： 21 社と国土交通省東北地方整備局が出展

入場者： 3,800 名

（1）第 57 回海外建設機械化視察団の派遣　　　　　

フランス，パリで開催された建設機械及び建設資材等の

展示会「INTERMAT2006」に視察団（16 名）を派遣し

た。（4月 19 日～ 26 日）

（2）平成 19 年度税制改正に関する要望

平成 19 年度税制に関する国の施策に対して，当協会及

び関係 9団体共同で自由民主党税制調査会に対し，中小企

8．そ　の　他

7．ゆきみらい 2007in 会津「除雪機械展示・実演会」

の開催

6．国 際 協 力

業投資促進税制（法人税）の拡充，環境関連税制（軽油引

取税）の的確な運用，及び償却資産に係わる税務の改善等

に関する要望を行った。（9月 22 日）

専門部会（技術会議）

（1）新技術開発・普及小会議

国土交通省の「公共工事等における新技術活用システム

の本格運用」に関する説明会を実施した。（8 月 29 日，

参加者：本部団体会員 65 名）

（2）安全技術会議

①コンクリートポンプ車総合改善委員会

コンクリートポンプ車の点検整備に関して，第二分科会

における検討経緯を取り纏めた中間報告書（案）を作成し，

委員会にて審議した。

受　託　業　務

官公庁等からの受託業務として「情報化施工の施工管理

に関する検討業務」，「建設機械等による災害対処・復旧支

援に関する検討業務」，「土木工事標準積算における建設機

械経費動態に関する調査解析業務」他 52 件の業務を受託

した。

部　　　　　会

日本建設機械要覧編集委員会，シンポジウム実行委員会

①各委員会等のホームページの開設，充実に協力した。

（建設機械排出ガス規制，トンネル機械技術委員会，路

盤・舗装機械技術委員会，ダンプトラック技術委員会）

②官公庁，関連団体等の連絡情報をホームページの「業務

連絡」のコーナーでタイムリーに提供した。

③「日本建設機械要覧 2007」を刊行した（日本建設機械

要覧編集委員会）。

④「平成 18 年度建設施工と建設機械シンポジウム」（11

月 15 ～ 16 日）を開催し，基調講演，施工技術総合研究

所研究発表，機械部会活動報告とともに，産官学から寄

せられた 41 編の論文が 5 分野に分かれて発表され，活

発な質疑が行われた後，下記の 5編に優秀論文賞が授与

された。（参加者約 250 名）（シンポジウム実行委員会）

優秀論文賞

（1）操作性を向上させた歩道除雪車の開発について

○本間　政幸，小林　弘朗，齋藤　剛（国土交通省

1．広 報 部 会

1．政策等対応

1．新技術開発・普及会議
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北陸地方整備局　北陸技術事務所）

（2）長距離・高速施工シールド工事の施工設備について

―東西連係ガス導管工事（第 1工区）施工実績（そ

の 1）―

○米沢　実，亀井　良至，隈部　毅彦（鹿島建設㈱）

（3）早期地震警報による工事現場の地震時安全性向上

○柳瀬　茂樹，水谷　亮，永田　鉄也（鹿島建設㈱）

（4）舗装工における建設機械の位置計測技術を利用した

施工・施工管理の提案

○坂本　鋼三，金澤　哲也（国土交通省　関東地方

整備局　関東技術事務所）

（5）施工現場・重機へのアドホックネットワーク適用検討

○高野　晴之，清水　淳史（㈱日立製作所），小倉

弘（日立建機㈱）

⑤「建設施工研修会（第 116 回）」を 5月 26 日に開催した。

（来場者約 80 名）

運営委員会，施工技術検討委員会，情報化施工委員会，

大深度地下空間施工技術委員会，建設工事情報化委員

会，建設副産物リサイクル委員会，除雪技術委員会，

機械経費委員会（機種別機械損料委員会），機械損

料・機械経費検討会，施工単価方式専門工種検討会，

橋梁架設工事委員会，大口径岩盤削孔委員会

①施工技術に係わる諸課題の調査等に関して本年度の活動

についての企画検討を実施した。

②情報化施工に関する事例や機器・ソフト等の事例調査を

実施した。また CONET2006 に合わせ 7月 14 日に「IT

建設施工セミナー（第 3回）」を開催し 250 名が参加した。

さらに，国土交通省の施策支援として検査監督業務の

合理化，施工現場の情報化について資料提供等を行った。

③都市域を中心とした 40m 以深の大深度地下空間施工事

例調査をほぼ終了し，利用分野ごとの特徴整理を実施し，

ケーススタディの条件を絞り込み中である。

④建設 IC カードは，建退共のシステム化事業見直し及び

政府のジョブカードへの取組みを受け，今後の運営方針

を検討し，施工現場の情報化に向けた取組みと連携した

総合的な取組みを行うために，平成 19 年度から情報化施

工委員会と建設工事情報化委員会を統合することとした。

⑤自走式土質改良機について技術資料を作成した。

⑥道路除雪技術の向上及び安全施工に関する講習会を 11

月末に開催した（参加者 58 名）。

⑦ユニットプライスに関する情報収集と意見交換を行った。

⑧機械経費に視点を置いた各種情報化施工機器の調査と資

料収集･整理を行った。

⑨海外の機械経費の調査結果について，小冊子をとりまと

2．施工部会

めた。

⑩「建設機械等損料及び橋梁架設工事の積算」講習会を本

部及び各支部 9 箇所にて実施した。（本部： 6 月 12 日，

支部：各支部で 1回開催。参加者計： 534 名）

⑪技術・市場動向等を踏まえ，橋梁（鋼橋・ PC 橋）架設及

び大口径岩盤削孔関連機械経費算定等の検討を行った。

運営連絡会，幹事会，原動機技術委員会，トラクタ技

術委員会，ショベル技術委員会，ダンプトラック技術

委員会，路盤・舗装機械技術委員会，コンクリート機

械技術委員会，基礎工事用機械技術委員会，建築生産

機械技術委員会，除雪機械技術委員会，トンネル機械

技術委員会，油脂技術委員会，情報化機器技術委員会，

機械整備技術委員会

①C規格原案作成計画に基づき，作成を推進した。（各技

術委員会）。

②各技術委員会の活動内容を協会のホームページに公開す

るため準備作業を行った。

路盤舗装機械技術委員会は 6月，ダンプトラック委員

会は 12 月に開設した。

（ホームページ開設済み 8 委員会，計画中 2 委員会は

来期に延期）。

③ JCMAS・ JIS 原案作成・見直し及び ISO/TCの活動支

援を行った（各技術委員会）。

④建設機械用ディーゼルエンジンの排気ガス規制に対し，

整備基準等の抑制指針の情報入手と諸課題に対する検討

と提言を行った（原動機技術委員会）。

⑤地球温暖化防止対策のため，ショベル・トラクタを対象

に燃費効率測定方法の JCMAS改正提案を実施し，更に

低燃費型建設機械制度の骨子作成を製造業部会と共同で

行った（運営連絡会，トラクタ技術委員会，ショベル技

術委員会）。

⑥情報化施工技術による合理化施工の普及促進活動を行っ

た（路盤・舗装機械技術委員会）。

⑦排水性舗装廃材のリサイクル工法に関する課題や将来動

向を調査した（路盤・舗装機械技術委員会）。

⑧建築生産機械の現状及び新工法，新技術を調査・研究し

た（建築生産機械技術委員会）。

⑨「クライミングクレーン Planning 百科」改訂版を 12

月に発刊した（建築生産機械技術委員会）。

⑩除雪機械技術資料の改訂版の発行を平成 19 年 4 月に行

う予定（除雪機械技術委員会）。

⑪シールドトンネル機械の新技術（分岐･合流･拡幅などの

非開削施工，高速・長距離施工等）に関する調査･整理

と今後の課題について検討を行った（トンネル機械技術

3．機 械 部 会
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委員会）。

⑫山岳トンネルにおける粉塵対策の現状と低減対策につい

て調査研究をした（トンネル機械技術委員会）。

⑬建設機械用油脂の普及を計るため，JCMAS 作動油規格

普及促進協議会を 10 月に設立し，オンファイルシステ

ム（認証と供給システム）を今年 4月立上げるための準

備を実施した（油脂技術委員会）。

⑭将来の情報化施工に対応した情報化機器の方向性と標準

化について検討した（情報化機器技術委員会）。

⑮自動車用故障診断機器（OBD Ⅱ）の建設機械への適用

について検討した（機械整備技術委員会，情報化機器技

術委員会）。

⑯以下の見学会，講演会，報告会を実施した。

・数値制御に関する実体験研修会（路盤･舗装機械技術委

員会）

・排水性アスフアルト混合物のリサイクルの現状に関する

意見交換会（路盤･舗装機械技術委員会）

・道路舗装機械の機構変遷研究としてｱｽﾌｱﾙﾄﾌｲﾆｯｼｬについ

ての講演会（路盤･舗装機械技術委員会）

・ CMI 施設見学及びトンネル施工関連技術の講演会（ト

ンネル機械技術委員会）

・ 13 号線南池袋 B線工区土木工事泥水シールド工法見学

会（トンネル機械技術委員会）

・オフロード法に関するセミナー（原動機技術委員会）

・建機用作動油規格と運用に関する説明会（油脂技術委員会）

・情報化施工の高度化技術調査報告（路盤･舗装機械技術

委員会）

標準化会議，ISO/TC127 土工機械委員会〔性能試験

方法（SC1）分科会，安全性及び居住性（SC2）分科

会，運転及び整備（SC3）分科会，用語・分類及び格

付け（SC4）分科会，情報化機械土工（WG2）分科会〕，

ISO/TC195 建設用機械及び装置委員会〔その下にコ

ンクリート機械関係国際規格共同開発調査委員会並び

にコンクリート塊再生処理用破砕機関係国際規格共同

開発調査委員会，及びコンクリート機械（SC 1）分

科会〕，ISO/TC214 昇降式作業台委員会，国内標準委

員会

（1）国際標準化活動

① ISO 幹事国及び主査としての活動

ISO/TC 127/SC 3（運転と整備）及び ISO/TC 195/SC

1（コンクリート機械）に関して国際幹事国業務を実施し，

TC 127/SC 3 及び TC 195/SC 1 における円滑な規格審

議・作成を図った。また，TC 127/SC 3/WG 5（施工現場

情報交換），TC 127/SC 2/WG 5（ショベル転倒時保護構

4．標 準 部 会

造ROPS）及びTC 195/WG 8（骨材処理用機械及び装置）

については，コンビナー及び幹事を務め，DIS 15143 シリ

ーズ，DIS 12117 案文を ISO中央事務局に提出するなど規

格作成を推進した。また，新たに，TC 127/SC 3/WG 4

（つり上げ及び固縛）のコンベナー（宮崎氏）を引き受けた。

② ISO規格案審議活動，特に日本発信の ISO国際規格開発

当協会が審議団体（Pメンバー）になっている ISO/TC

127，TC 195，TC 214 に関連し，日本工業標準調査会

（JISC）の承諾の下，対応する各委員会において国際規格

についての開発，審議，検討を行い，特に，日本提案の

ISO 規格を積極的に推進した。その他，各 ISO 規格案に

対して意見提出，WG会議に参加するなど，積極的に活動

した。

③経済産業省施策の一貫である「コンクリート機械等分野

の国際規格共同開発調査研究」事業により，コンクリー

ト機械及びコンクリート塊再生処理用破砕機の国際規格

化を推進。

④次の各国際会議に出席し，日本としての意見具申を行った。

・ TC 127 総会及び各分科会： 11 月 12 日～ 17 日（オー

ストラリア国シドニー市）

・TC 195 並びに SC 1,WG 5, 7, 8 ： 5 月 9 日～ 5月 12 日

（ポーランド国ワルシャワ市）及び TC 195/SC 1 ： 10

月 18 日～ 10 月 20 日（米国ミルウォーキー市）

・TC 214/WG 1 ： 5 月 2 ～ 5 日（フランス国パリ市）

・他に TC 127 及び同 SC 傘下のWG及び特設会議等に，

日本として積極的に参画

（2）国内標準化活動

①包括的安全基準に適合するC 規格の作成

次の 7件に関して JIS 新規原案作成審議を行い，経済産

業省に提出した。

・「土工機械―安全―第 6部：機械式ショベルの要求事項」

・「道路工事機械―安全―第 6 部：アスファルトフィニッ

シャ」

・「道路工事機械―安全―第 7 部：アスファルトディスト

リビュータ及びアスファルトスプレーヤ」

・「アスファルトプラントの安全要求事項」

・「せん孔機械の安全要求事項」

・「トンネル工事機械―安全―第 3部：TBM」

・「履帯式建設リサイクル機械―安全要求事項―第 1 部：

自走クラッシャ」

② JIS 自主原案作成活動

次の JIS 改正及び新規原案作成，審議を行い，4件を7

日本規格協会に提出，後同協会と共同で経済産業大臣に申

し出予定である。

・ JIS A 8920 土工機械－落下物保護構造の ISO 3449 改正

に基づく改正
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・ ISO 6011 土工機械－機械運転状況の可視表示の JIS 化

・ ISO 12510 土工機械－運転及び整備－整備性の指針の

JIS 化

・ ISO 21507土工機械－非金属製タンクの要求事項のJIS化

なお，JIS A 8704 アスファルトプラントの仕様書様式

及び性能試験方法の ISO 15642 との整合化に関しては，

国内標準委員会で検討のところ，用語関係など更に調査が

必要なため，規格協会とも調整，平成 19 年 6 月までに提

出となった。

③ JCMAS 制定活動

他の各部会等から提出された下記 3件の JCMAS案を審

議・承認し，WTO/TBT 適正実施規準に基づく意見受付

公告実施の上，会長名で制定した。

・ JCMAS H 020 土工機械―油圧ショベルの燃料消費量―

試験方法（改正）

・ JCMAS H 021 土工機械―ブルドーザの燃料消費量―試

験方法（改正）

・ JCMAS H 022 土工機械―ホイールローダの燃料消費量

―試験方法（改正）

（1）製造業部会

（¡）小幹事会・幹事会および部会を適宜開催して，製造

業部会の事業を推進するとともに，他部会の事業の

うち製造業に関わる事業の推進に協力した。

排ガス，振動・騒音，地球温暖化防止，ライフサ

イクル（機械整備含む），安全確保，規制緩和などを

その対象としていたが，特に

（¡－ 1）排ガス新法設立に関し，

①技術基準策定，制度内容，点検・整備に関し業界内意見

を集約し，官への積極的提言を行った。新法は平成 18

年 4 月 1 日に制定され，同年 10 月 1 日から施行された。

②また，適正燃料使用の啓蒙に当ってはパンフレット作成

と共に，使用者へ配布し活動を継続している。

（¡－ 2）低燃費建設機械指定制度導入に関しては，

①燃費試験標準を改定し，標準委員会で了承された。

②制度・日程骨子を策定し，官へ提案すみ。

③平成 19 年 4 月 1 日から省エネ建機への優遇制度施行開

始予定。

（¡－ 3）次期排ガス規制に関し，

①国際協調を前提に早期技術基準確定に向けて官側へ提言

を行った。

（™）国土交通省をはじめとする関係諸機関との連携・情

報共有化を図り，行政に対する製造業としての意見

を反映するとともに，決定された政策の徹底を図る

よう努めた。

5．業種別部会

（™－ 1）マテリアルハンドリングについて

①マグネット作業（1本ピン仕様につき）がクレーン作業

であることを官側と合意した。

②マテリアルハンドリング作業における安全装置について

業界内の意見統一を図ると共に安全基準についてクレー

ン協会へ申し入れ策定完了。

③また，マグネット作業がクレーン作業であること，安全

装置が必要でありメーカとして対応していく旨をユーザ

サイドへ案内した。

（™－ 2）クレーン道路走行について

①安全なクレーンの道路走行についてユーザ啓蒙を実施した。

②次期開発機の技術指針策定完了。

③現行許可制度の維持・継続を官側へ要求した。

（£）8 月には国土交通省施工企画課を招き，機械部会と

の合同他部会を実施。

最近の施工行政について（国土交通省），排ガス新

法について（国土交通省），上述の製造業部会活動

（中間報告），機械部会からはトンネル工事/除雪機械

の技術資料/建機用作動油のオンファイルシステムに

ついて報告・説明があり，内容につき議論した。

（¢）12 月には国土交通省施工企画課を招き，機械部会，

レンタル業部会，商社部会との合同部会を実施。

製造業部会からは，次期排ガス規制の内容と取組

み，建機の燃費測定法と今後の取組み，建機の安全

対策について説明，議論した。また，施工企画課か

らは建設機械を活用した防災対応についての説明が

あった。

（∞）10 月と平成 19 年 2 月には建設業部会と建機の安全

対策について，今後の進め方につき検討会を開催し

た。

（2）建設業部会

①事業活動計画及び事業活動結果について審議・承認し

た。（幹事会，小幹事会）

②製造業部会，国土交通省などとの会合を開催し，環境，

生産性などに関する情報交換を行った。

③ 6 月 21 日，国土交通省の出席を得て「建設施工行政の

現況」と「オフロード法による建設機械の排出ガス対策

について」の講演，及び製造業部会から「クレーン車の

道路通行について」の情報提供を得て，建設業部会幹事

会を開催し，情報共有と意見交換を行った。

④ 7月 27 日，奥村組・フジタ・錢高組 JV「神流川発電所

新設工事（Ⅰ期）のうち土木工事（水圧管路工区その 2）」

及び東京電力株式会社神流川発電所見学会を開催した。

⑤ 9 月 28 日～ 29 日，鹿島・地崎・宮坂 JV「一般国道

333 号佐呂間町新佐呂間トンネル工事現場見学会，及び

次期中期事業計画立案のため，問題点と課題認識の共有
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をねらいとした部会員意見交換会を開催した。

⑥ 11 月 21，22 日　第 10 回機電技術者意見交換会を実施

した。22 日には幹事会を開催し，同時に国土交通省建

設施工企画課長による講演と意見交換を実施した。

⑦ 12 月 6 日　製造業部会，レンタル業部会，専門工事業

部会と合同部会を開催した。

⑧コンクリートポンプ車の改善事項具体化に向け，コンク

リートポンプ車総合改善委員会第二分科会に積極的に参

画し中間報告書を作成した。

⑨建設機械の安全提案分科会では，災害事例共有化を提案

し，「情報データベースシステム企画書」を作成した。

また，製造業部会,レンタル業部会との協議を重ねた。

⑩環境分科会では，建設機械等に関する環境用語を分類・

整理し，用語集を作成した。

⑪協会より依頼のあった「建機施工の安全評価指標に関す

るアンケート調査」の回答に協力した。（平成 19 年 3 月）

（3）商社部会

①商社部会主催による講演会を開催した。

期　日： 3月 13 日

場　所：機械振興会館　地下 3階　研修― 2号室

演　題：「新年度の内外情勢―その底流と眺望―」

講　師：伊藤忠商事株式会社 理事

拓殖大学 名誉教授　　森岡 正憲 氏

参加者：約 70 名

②部会員の連携強化と相互理解を図るため，商社部会のホ

ームページの立上げの準備をした。

③ CONET2006 への出展参加（3社）をするとともに，環

境コーナー「低騒音・低振動への取組み」への展示協力

を行った。

④製造業部会主催の「クレーン車道路通行WG」に参画し，

パンフレット「クレーン車の道路通行についてのお願い」

の作成に協力した。

⑤部会員の抱える問題点を把握し，その解決に向けて活動

するため，分科会設置の検討と関係官公庁との対話等を

進める準備をした。

（4）レンタル業部会

①「特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律（オフ

ロード法）の説明会（7月 3日）」に参加した。

②全国レンタル業会員連絡会（7 月 14 日）を開催し，ユ

ニットプライスの動向についての情報交換を行うととも

に，CONET2006 の視察と交流会を実施した。

③各支部のレンタル業会員との情報ネットワーク構築の準

備をした。

④ CONET2006 に出展 5 社および防災・安全コーナー展

示，ペイントコンテストに協力した。

⑤建設業部会との交流会を実施した（12 月 15 日）。

⑥業種別部会（製造業・建設業・商社）との合同部会（12

月 6 日）に参加し，意見交換を行なった。

⑦建設業部会・建設機械の安全提案分科会（1 月 31 日）

に参加し，意見交換を行なった。

⑧協会より依頼のあった「建機施工の安全評価指標に関す

るアンケート調査」の回答に協力した。（平成 19 年 3 月）

（5）専門工事業部会

①各支部の専門工事業会員を調査し，全国規模での部会開

催の検討を行った。

②シンポジウム実行委員会に委員として参加した。

③標準部会標準化会議に参画した。

④試験部実地試験検討委員会に委員長として参画した。

⑤協会より依頼のあった「建機施工の安全評価指標に関す

るアンケート調査」の回答に協力した。（平成 19 年 3 月）
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調査，試験，研究，開発業務

建設機械の性能向上および新機種の開発などに関する試

験研究並びに建設機械の安全性や居住性，信頼性や耐久性

などの調査試験研究を下記のとおり実施した。

特に新機種の開発においては，現場ニーズに応える実用

的な開発と基礎技術に関する実験研究を踏まえた開発を重

点的に実施した。

①新機種の開発

低騒音舗装の機能維持，埋設物地中探査，道路・河川

の各種維持点検作業および災害時の対応や安全確保に関

1．建設機械に関する調査・研究・開発

連した 14 件の業務を実施した。

②信頼性及び耐久性

災害対策用機械の点検・整備マニュアル策定等 2件の

業務を実施した。

③安全性

建設機械及び除雪機械の安全対策に関する 3件の業務

を実施した。

④環境対策及び防災

建設機械の排ガス対策等 3件の業務を実施した。

道路，トンネル，橋梁，ダム，河川，海岸など建設工事

全般にわたる機械化施工法の調査試験研究をはじめ，大規

2．機械化施工に関する調査・試験・研究

施工技術総合研究所



模工事，特殊工事における使用機械の選定や積算，これに

ともなう施工方式などの諸問題について，下記のとおり調

査試験研究を実施した。

①新技術の活用

情報化施工に関する検討および新しい技術に関する調

査等 7件の業務を実施した。

②積算および発注支援

施工形態動向解析や積算契約方式等の発注者支援に係

わる 5件の業務を実施した。

③トンネル

現場における諸問題に対する技術支援を中心に 23 件

の業務を実施した。

④舗装・土工

アスファルト混合物の品質調査等 2件の業務を実施し

た。

⑤橋梁

橋梁の施工検討等 6件の業務を実施した。

⑥ダム

ダム工事への IT技術導入等 4件の業務を実施した。

⑦環境及びリサイクル

建設工事による振動・騒音および粉じんに関する調査

業務 1件を実施した。

⑧防災・復旧対策

急傾斜地防災対策に関する工法検討業務 1件を実施し

た。

当研究所所有の大型疲労試験機および屋外輪荷重疲労試

験機，ならびに中日本高速道路㈱所有の構造物疲労試験

機・移動載荷疲労試験機を用いて，鋼構造物およびコンク

リート構造物の疲労試験を実施し，構造物の疲労特性等の

検討を行った。

①鋼床版および厚板・ケーブルの疲労試験　7件

②橋梁等の構造物強度試験　3件

③検査技術に関する調査，研究　3件

建設機械の性能向上を図り，ユーザーへの正確な情報を

伝達するために，メーカーの依頼により性能試験を実施し

た。また，建設機械の環境対策および安全性等に関する評

価に資するために，建設機械に関する評定・認定等を実施

した。

①ROPS の性能試験　3件

②除雪機械の性能試験

除雪ドーザ 6件，ロータリ除雪車　10 件

③特定原動機の排出ガス検査　7件

4．建設機械の性能試験及び評定等

3．疲労試験及び構造物強度試験

④排出ガス対策型エンジンの評定　42 件

⑤低騒音型建設機械の計量証明　136 件

⑥低振動型建設機械の計量証明　1件

⑦標準操作方式建設機械の認定　 110 件

⑧ウォータージェットによるはつり処理性能試験　10 件

⑨移動式生コン製造装置供給システム性能試験　1件

民間が自主的に開発した建設機械化技術について，学識

経験者等により組織する審査委員会を設けて実施し，開発

目的が達成されたと認められる下記技術 4件について審査

証明書を発行した。

①MDP工法（環境にやさしい管路の新設・維持管理用工

法）

② 3DM工法（三次元撹拌式地盤改良工法）

③移動式フレッシュコンクリート製造・圧送システム

④前田式無人化機械土工システム

建設機械，機械化施工法等に関する技術的諸問題につい

て，26 件の技術指導を行った。

土木建築工事に必要な各種材料等について，材料試験を

行った。

①床版防水工性能評価試験　3件

②ショットクリート性能評価試験　1件

③コンクリート試験　87 件

④骨材及び岩石試験　3件

⑤鉄筋試験　9件

試験研究施設について，10 件の施設貸与を行った。

民間等との共同研究 4件を実施した。

①トンネル維持管理に関する研究

②大深度地下分岐合流部の設計施工技術に関する研究

③鋼床版の超音波探傷システム開発に関する研究

④防水シートの品質向上に関する研究

当研究所では，受託業務と連携して機械・トンネル・土

工・舗装・橋梁等の各分野の重要課題について，自主研究

として継続的な研究を実施し，データとノウハウの蓄積に

努めている。平成 18 年度に実施（継続）した課題は，以

10．自主研究

9．共同研究

8．施設貸与

7．材料試験

6．技術指導等

5．建設機械化技術の技術審査証明
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下の 13 件である。

①トンネル地山評価に関する研究

②山岳トンネルの止水技術の研究と開発

③トンネルの健全度調査と維持補修技術に関する研究

④深層混合処理（DJM）工法の研究

⑤CSG工法に関する研究

⑥低騒音舗装の機能維持管理に関する研究

⑦鋼床版の疲労損傷とその補修補強方法に関する研究

⑧コンクリート構造物の補修・補強技術に関する研究

⑨建設工事が環境に及ぼす影響に係わる調査研究

⑩建設機械施工の安全性向上に関する調査研究

⑪現場ニーズに応える機械設備に関する研究開発

⑫建設機械の低燃費化促進に関する研究

⑬低濃度注入工法の研究

機械化施工に関する新技術開発研究会（CMI 研究会）

建設技術の向上と建設事業の効率化を目的に，大学・企

業等関連機関と協力して，新機種・新工法・新材料等の技

術開発を実施しており，本年度は以下の 1部会を設けて実

施した。

①建設機械施工の安全対策部会
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建設の施工企画　’07. 676

1．総　　　会

第 58 回通常総会を 5月 18 日に虎ノ門パストラルで開催

する。

2．役　員　会

（1）理　事　会

通常総会に附議する事項等を審議するため 5 月 9 日に，

また，上半期の事業等の進捗状況を審議するため 10 月下

旬にそれぞれ開催する。

（2）常務理事会

常務執行上の諸問題について必要に応じて随時開催す

る。

3．運営幹事会

理事会，総会に提出する案件の企画立案及び会員相互

の連絡にあたるため，必要に応じて随時開催する。

1．新規事業等への取組み

①建設事業に係わる発注者支援業務の構築

当協会の公益的活動の強化として，建設機械関係の総

合評価方式入札契約等における発注者の業務支援を行う

ため，国など関係機関と協議，調整しつつ「土木機械設

備技術評価エキスパート認定制度（仮称）」を創設し，

業務実施体制の整備を行う。

②公益法人改革への取組み

「公益法人改革」に対応するため，公益社団法人の認

定要件に留意し，公益事業の拡充，収支状況の改善（留

保金額の適正化）等の課題に中長期的に取り組む。

③研究開発助成制度の創設

建設機械分野の学術研究の振興を目的として，産・学

を対象とした研究開発助成制度を創設する。

④災害応急対策業務の強化

国土交通省との災害応急対策業務協定を全支部におい

て締結し，災害対策活動支援の体制強化を図る。なお，

協定に参画した会員企業に対する経営審査における優遇

制度の周知と証明文書発行体制の整備を行う。

（東北・北陸・関東・中部・関西・四国・九州は協定

締結済み）

平成 19 年度の主な事業（各種委員会等）

総会，役員会，運営幹事会

2．会長賞の表彰（会長賞選考委員会）

平成 19 年度会長賞を選考し，表彰を行う。

3．建設機械施工技術検定試験（総括試験委員会）

総括試験委員会及び所要の試験委員会を設置し，建設機

械施工技術検定試験を実施する。平成 19 年度の技術検定

試験の日程は，次のとおりである。

①受検申請期間（1 ・ 2 級共通）： 3 月 15 日～ 4 月 13

日

②学科試験： 6月 17 日

③学科試験合格発表： 8月上旬

④実地試験： 8月下旬～ 9月中旬

⑤検定試験合格発表： 11 月中旬

4．機関誌の発行（機関誌編集委員会）・図書出版等

①機関誌「建設の施工企画」平成 19 年 4 月号～平成 20

年 3 月号を発行する。

②次の図書を出版する。

・「建設機械等損料表」（平成 19 年度版）

・「橋梁架設工事の積算」（平成 19 年度版）

・「除雪機械技術資料」（平成 19 年度版）

5．CONET（CONET 実行委員会）

（1）CONETの開催準備

次回の「建設機械と施工技術展示会」（通称「CONET」）

平成 19年度事業計画



の企画検討を行う。

（2）国際展示会への参加

①BAUMA 2007（ドイツ　ミュンヘン）

開催期間： 4月 23 日～ 29 日

目　　的：CONET への招致活動，及び協会の概要，

活動内容の紹介を行う。

②CONEX KOREA（韓国　ソウル）

開催期間： 9月 6日～ 10 日

目　　的：CONET への招致活動，及び協会の概要，

活動内容の紹介を行う。

③BICES（中国　北京）

開催期間： 10 月 16 日～ 19 日

目　　的：中国との交流を活性化する為に，日本企業

からなる「日本パビリオン」を設置し，商

機の拡大を目指す。CONETへの招致活動，

及び協会の概要，活動内容の紹介を行う。

④EXCON INDIA（インド　バンガロール）

開催期間： 11 月 28 日～ 12 月 2 日

目　　的：CONET への招致活動，及び協会の概要，

活動内容の紹介を行う。

⑤ SAMOTER（イタリア　ベローナ）

開催期間： 2008 年 3 月 5 日～ 9日

目　　的：CONET への招致活動，及び協会の概要，

活動内容の紹介を行う。

⑥CONEXPO（アメリカ　ラスベガス）

開催期間： 2008 年 3 月 11 日～ 15 日

目　　的：CONET への招致活動，及び協会の概要，

活動内容の紹介を行う

6．除雪機械展示・実演会の開催

期　日：平成 20 年 2 月上旬予定

場　所：北海道千歳市

「2008 ふゆトピア・フェア in 千歳」（仮称）

の一環として開催予定

7．国 際 協 力

①外国人の「建設機械施工」の分野での研修に対し，そ

の研修成果を評価する為，試験を実施する。

（（財）国際研修協力機構認定試験）（建設機械施工研

修評価委員会）

②研修生向けの初級用教本の改訂版の作成（前年度より

継続）と，試験実施規定の見直しを行う。 （建設機

械施工研修試験委員会）（建設機械施工研修評価委員

会）

8．海外建設機械化視察団の派遣

①ドイツ，ミュンヘンで開催される国際建設機械見本市

「BAUMA2007」に視察団を派遣する。（4 月 23 日～

29 日）

②米国，ラスベガスで開催される国際建設機械見本市

「CONEXPO-CON/AGG2008」に視察団を派遣する。

（平成 20 年 3 月）

建設機械の製造・施工に関する新技術の開発・普及，環

境保全対策，並びに安全対策等について，業種連携による

効果的な活動の実施を図る。

1．安全技術会議

（1）コンクリートポンプ車総合改善委員会

コンクリートポンプ車を使用する施工の安全を確保する

方策を検討する。

①第一分科会では，コンクリートポンプ車のあるべき姿

（仕様）等をとりまとめる。

②第二分科会では，コンクリートポンプ車の適切な検査

（点検・整備）項目，検査方法，時期などをとりまと

める。

③第三分科会では，次世代のコンクリートポンプ車の普

及方策や安全な施工法を検討する。

（2）業種別部会の連携

業種別部会の建機施工安全推進活動に伴う課題について

調整を図り，必要な連携活動を実施する。

1．政策等対応

官公庁等からの受託業務を実施する。

1．広 報 部 会

日本建設機械要覧編集委員会，シンポジウム実行委員

会

①各部会，委員会に対し広報の観点から適時提言を行う。

②各部会・委員会の活動成果を受け，機関誌・ホームペー

ジに公開し，建設事業の機械化の推進に資する。

③会員のニーズを把握し，的確な情報をタイムリーに提供

する。

④「日本建設機械要覧 2007」の刊行に伴い，要覧クラブ

会員へのサービスを拡大する。

⑤「平成 19 年度建設施工と建設機械シンポジウム」（10

月 18 日～ 19 日）を開催する。

⑥「機械施工研修会（第 117 回）」を 5月 24 日に開催する。

部　　　会

受　託　業　務

専門部会（技術会議）
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2．施 工 部 会

運営委員会，情報化施工委員会，大深度地下空間施工

技術委員会，建設副産物リサイクル委員会，除雪技術

委員会，災害復旧対策委員会，機械損料・機械経費検

討会，施工単価方式専門工種検討会，橋梁架設工事委

員会，大口径岩盤削孔委員会

①施工技術を取り巻く課題について，情報収集及び意見交

換を行い，部会活動の活性化を推進する。

②情報化施工に関し，政府のイノベーション 25 の動きに

対応した新たな情報化施工の施策取り組みに対応した活

動を実施する。また，検査監督の合理化・簡素化に関す

る行政施策の支援及びセミナーなどの開催を通じて民間

への情報提供を行う。また，非接触 ID タグの建設分野

での活用を始め，建設施工現場での実用性が期待される

新たな情報ツールの検討を行うとともに，継続して建設

ICカードの普及に取り組む。

③大深度地下空間施工について，施工事例調査により技術

的問題点を整理する。更にケーススタデイを行い，施工

計画の立案時における技術面，法制面等の課題を整理し，

提言としてまとめる。

④建設副産物リサイクル機械のうち自走式土質改良機につ

いて平成 18 年度作成した技術資料への最新実績等の反

映を行い資料の充実を図る。

⑤除雪技術の向上及び安全施工について検討し，講習会を

開催する。

⑥災害対処復旧作業に有効な資機材調達や運搬，施工法に

ついて検討を行う。

⑦新たな施工･積算技術に対応した機械経費の検討として，

新機種･新型建設機械，情報化施工機器に関する実態調

査を行うとともに，ユニットプライスに対応した機械経

費の検討を進める。

⑧施工安全･施工環境対応の機械経費の推進として，排ガ

ス対応機械，リサイクル対応機械，施工安全対応型機械

の使用実態調査，生産実態調査を行う。

⑨機械経費体系の研究として，現状の機械経費理論の分

析･研究を行うとともに，諸外国の機械経費体系の研究

を進める。

⑩「建設機械等損料･橋梁架設・大口径岩盤削孔工法」に

関する講習会を行う。

⑪橋梁（鋼橋・ PC橋）架設及び大口径岩盤削孔関連機械

経費算定等の検討を行う。

3．機　械　部　会

運営連絡会，幹事会，原動機技術委員会，トラクタ技

術委員会，ショベル技術委員会，ダンプトラック技術

委員会，路盤・舗装機械技術委員会，コンクリート機

械技術委員会，基礎工事用機械技術委員会，建築生産

機械技術委員会，除雪機械技術委員会，トンネル機械

技術委員会，油脂技術委員会，情報化機器技術委員会，

機械整備技術委員会

①協会の活動方針，技術委員会の活動計画・成果，建設行

政等の動向の紹介と意見交換を行い，部会の活動計画を

立案する（運営連絡会）。

②各技術委員会の活動計画と実績の審議，及び活動成果の

発表を行う（幹事会）。

③C規格原案を作成する（各技術委員会）。

④各技術委員会の活動内容を協会のホームページに公開す

る（各技術委員会）。

⑤ JCMAS・ JIS 原案作成・見直し及び ISO/TCの活動支

援を行う（各技術委員会）。

⑥建設機械用ディーゼルエンジンの次期排気ガス規制に対

し，情報入手と諸課題に対する検討と提言を行う（原動

機技術委員会）。

⑦地球温暖化防止対策のため，ショベル・トラクタを対象

に低燃費建設機械の制度骨子検討を製造業部会と共同で

行う（運営連絡会，トラクタ技術委員会，ショベル技術

委員会）。

⑧情報化施工技術による合理化施工の普及促進活動を行う

（路盤・舗装機械技術委員会）。

⑨舗装機械草創期からの歩み，変遷の資料をまとめる（路

盤・舗装機械技術委員会）。

⑩ CO2 削減工法として新材料による常温材の調査を行う

（路盤･舗装機械技術委員会）

⑪建築生産機械の現状及び新工法，新技術を調査・研究す

る（建築生産機械技術委員会）。

⑫除雪機械技術資料の改訂版の発行を行う（除雪機械技術

委員会）。

⑬除雪機械の安全マニュアルを作成する（除雪機械技術委

員会）

⑭シールドトンネル機械及び山岳トンネル機械の事故事例

を調査し操作の安全対策を研究する（トンネル機械技術

委員会）。

⑮山岳トンネルにおける粉塵対策の現状と低減対策につい

て調査研究する（トンネル機械技術委員会）。

⑯建設機械用油脂の普及を計るため，オンファイルシステ

ム（認証と供給システム）を開設する（油脂技術委員会）。

⑰将来の情報化施工に対応した情報化機器の方向性と標準

化について検討する（情報化機器技術委員会）。

⑱自動車用故障診断機器（OBD Ⅱ）の建設機械への適用

について検討する（機械整備技術委員会，情報化機器技

術委員会）。

⑲機械化施工技術等に関する見学会及び講演会を開催する
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（ダンプトラック技術委員会，路盤・舗装機械技術委員

会，コンクリート機械技術委員会，基礎工事用機械技術

委員会，建築生産機械技術委員会，トンネル機械技術委

員会，機械整備技術委員会）。

4．標準部会

標準化会議，ISO/TC127 土工機械委員会〔性能試験

方法（SC1）分科会，安全性及び居住性（SC2）分科

会，運転及び整備（SC3）分科会，用語・分類及び格

付け（SC4）分科会，施工現場情報交換（SC 3/WG 5）

分科会〕，ISO/TC195 建設用機械及び装置委員会〔そ

の下にコンクリート機械関係国際規格共同開発調査委

員会，コンクリート塊再生処理破砕機関係国際規格共

同開発調査委員会〕，ISO/TC214 昇降式作業台委員会，

国内標準委員会

（1）国際標準化活動

① ISO 幹事国及び主査としての活動

ISO/TC 127/SC 3（運転と整備）及び ISO/TC

195/SC 1（コンクリート機械）に関して国際議長及

び国際幹事を務め，国際幹事国業務を実施し，TC

127/SC 3 及び TC 195/SC 1 における円滑な規格審

議・作成を図る。また，TC 127/SC 2/WG 5（ショベ

ル転倒時保護構造 ROPS），TC 127/SC 3/WG 4（つ

り上げ及び固縛），TC 127/SC 3/WG 5（施工現場情

報交換）及びTC 195/WG 8（骨材処理用機械及び装

置）については，コンビナー及び幹事を務め，規格作

成を推進する。

②ISO 規格案審議活動，特に日本発信の ISO 国際規格

開発

当協会が審議団体（P メンバー）になっている

ISO/TC 127，TC 195，TC 214 に関連し，日本工業

標準調査会（JISC）の委託を受け，対応する各委員

会において国際規格についての開発，審議，検討を行

い，特に，国際規格案 ISO/DIS 15143 シリーズ（施

工現場情報交換）は，国内の情報化施工の推進と連携

して規格化を図り，このほか，ISO/DIS 12117-2（シ

ョベル転倒時保護構造）などの日本提案を積極的に推

進する。また，日本提案以外でも，ISOで新規に検討

されることとなっている「エネルギー消費試験方法」，

従来から審議の ISO 20474 シリーズ「土工機械－安

全要求事項」などの審議に，積極的に関与する。

③経済産業省施策の一貫である「コンクリート機械等分

野の国際規格共同開発調査研究」については，下記を

重点に実施する。

・DIS 21573-2 建設用機械及び装置－コンクリートポ

ンプ－第 2部：性能試験方法 制定へ

・建設用機械及び装置－コンクリートポンプ及びモル

タル圧送ポンプ，吹付機，ブーム装置の安全要求事

項　再度NP検討

・DIS 21873-1 建設用機械及び装置－破砕機－第 1

部：用語と仕様項目 FDIS へ

・建設用機械及び装置－破砕機－第 2部：安全要求事

項　CD作成

・コンクリートミキサ及びプラントの安全要求事項

WD作成

④次の各国際会議に出席し，日本としての意見具申を行

う。

①TC 195 及び WG 5, 7, 8 ： 5 月 8 日～ 5 月 11 日

（韓国チェジュ島）

②TC 127 及び TC 214 のWG 及び特設会議等に，積

極的に参画する予定である。

（2）国内標準化活動

①包括的安全基準に適合する C 規格の作成： 次の 5件

に関して JIS 新規原案作成審議を行い，経済産業省に

提出する。

・「土工機械－安全－第 7 部：グレーダの要求事項」

（ISO/CD 20474-8 投票完了）

・「基礎工事機械－安全－第 2部：くい打機以外の機

械の要求事項」

・「トラックミキサの安全要求事項」

・「道路機械－安全－第 8部：高速道路維持機械の要

求事項」

・「道路機械－安全－第 9部：路面清掃機械の要求事

項」

②JIS 自主原案作成活動： 上記の他，（財）日本規格協

会の技術的支援を得て，建設機械に関する下記 JIS 改

正原案の作成・審議を行う。なお，平成 20 年 6 月末

までに同協会に提出，その後，同協会と共同で，経済

産業大臣に JIS 改正を申し出する予定である。

・JIS A 8302 土工機械－運転員・整備員の乗降，移

動用設備　改正

・JIS A 8311 土工機械－運転員の視野－試験方法及

び性能基準　改正

・（JIS 現行版名称　土工機械－運転席の視界測定方

法とその評価基準）

・JIS A 8316 土工機械－電磁両立性　改正

・JIS A 8403-5 土工機械－油圧ショベル－第 5部：

掘削力測定方法　改正

・JIS A 8422-1 土工機械－ダンプトラック－第 1

部：用語及び仕様項目　改正

・JIS A 8603 コンクリートミキサ　改正

③JCMAS 制定活動：各部会等から提出された JCMAS
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案の制定を図る

・各部会からの JCMAS 案の審議

・従来規格の見直し（確認，改正，廃止）

・安全対策関係などの JCMAS 化

・情報化施工に関する JCMAS案の作成審議

5．業種別部会

（1）製造業部会

①小幹事会・幹事会および部会などを適宜開催して，製

造業部会の事業を強力に推進するとともに，他部会の

事業において製造業に関わる事業の推進に協力する。

排ガス，振動・騒音，地球温暖化防止，ライフサイ

クル（機械整備含む），安全確保，規制緩和などがそ

の対象となるが，特に平成 23 年からの導入が検討さ

れている次期排ガス規制への対応，低燃費建設機械指

定制度導入などが重要課題となる。

②国土交通省をはじめとする関係諸機関との連携を図

り，行政に対する製造業としての提言を積極的に行う

と共に，決定された政策の履行に当たっての業界内説

明，啓蒙活動によりその徹底に努める。

③他部会との連携を図りながら，シンポジウム，現場見

学会などを企画・実施し，今後重要とされる施工技術，

規制動向，安全への要求など建設機械に必要とされる

情報を積極的に収集し，部会員の見識を高めると共に，

今後製造業として取り組むべき施策についてその方向

性を確認していく。

④今後他部会と連携して実施できる先行的・自主的な活

動テーマを検討，絞込みを行う。

（2）建設業部会

①幹事会，小幹事会を開催し，事業活動計画及び事業活

動結果について審議・承認並びに部会活動計画の作成

を行う。

②生産性向上と品質確保をねらいとした「人づくり」

「場づくり」の環境を整備する。

・関係省庁及び協会会員企業相互の意見交換を実施す

る。

・第 11 回機電技術者意見交換会及び講演会を開催す

る。

・新技術又は新工法の工事現場見学会及び勉強会を開

催する。

③環境配慮型機械技術の部会員への啓発活動を推進す

る。

・環境をテーマとした工事現場あるいは工場等の見学

会を開催する。

・関係省庁及び製造業部会との意見交換を実施する。

④建設機械事故防止活動を推進する。

・建設機械事故防止推進分科会を立上げ，（仮）安全

情報技術会議の設立を提案する。

・部会内での事故事例共有化を促進すると共に，関連

部会との連携を図る。

・「情報共有データベースシステム」の構築を図る。

⑤国土交通分野イノベーションの取組に参画し，情報収

集および意見交換を行う。

⑥部会活動の情報発信を活性化する。（建設業部会 HP

メンテの体制の整備）

（3）商 社 部 会

①懇談会，講演会，見学会を開催する。

②部会員の連携強化と相互理解を図るため，商社部会の

ホームページを立上げる。

③部会員の抱える問題点を把握し，分科会を設置して意

見を取りまとめ，関係官公庁との対話等を進める。

④各部会，委員会との情報交換を行い，各種事業活動に

協力する。

（4）レンタル業部会

①他業種別部会との意見交換を実施する。

②関係官公庁と連絡，資料の提供を行い，政策に反映す

るよう働きかける。

③メーカー動向もしくは現場動向把握の為に，見学会を

実施する。

④建設機械損料関連事項及びレンタル料について意見交

換を実施する。

⑤部会及び業界の地位向上を図る。

（5）専門工事業部会

①部会メンバーの増強を図る。

②専門工事業者にとって有益な事業活動を行う。

・建設機械施工技士の地位の向上を図る。

・損料部会機種別機械損料検討作業部会に参画して現

状の反映を図る。

・事業税・機械取得税・経費取引税等，税制面での優

遇措置を提案する。

③各部会，委員会との情報交換を行い，各種事業活動に

協力する。

1．調査，試験，研究，開発業務

次の受託業務について調査，試験，研究，開発を行う。

1.1 建設機械に関する調査・研究・開発

1）建設機械の新機種の開発

2）建設機械の安全性に関する調査研究

3）建設機械の環境対策に関する調査研究

1.2 機械化施工に関する調査・試験・研究

建設の施工企画　’07. 680



《名 誉 会 長》
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会長・理事

小　野　和日児 6日本建設機械化協会

副会長・理事

坂　根　正　弘 ㈱小松製作所代表取締役社長

山　本　卓　朗 鉄建建設㈱代表取締役会長

岡　h 治　義 6日本建設機械化協会

専 務 理 事

松　隈　宣　明 6日本建設機械化協会

常 務 理 事

青　野　捷　人 東日本高速道路㈱常務取締役

石　木　厚　重 TCM㈱執行役社長

井　手　義　博 （独）水資源機構技師長

稲　留　　　弘 ケンサンリース㈱代表取締役会長

今　岡　亮　司 7日本建設情報総合センター理事

大　林　芳　久 ㈱大林組代表取締役副社長

大　前　和　博 佐藤工業㈱常務執行役員土木事業本

部長

小　野　武　彦 清水建設㈱代表取締役専務執行役員

土木事業本部長

加　島　　　聰 7海洋架橋・橋梁調査会常務理事
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北　川　　　久 7首都高速道路技術センター理事長

沓　名　俊　久 ㈱間組取締役･専務執行役員土木事

業本部長

酒　井　一　郎 酒井重工業㈱代表取締役社長

佐　藤　博　樹 ㈱ NIPPO コーポレーション常務取

締役

島　田　博　夫 コベルコ建機㈱代表取締役社長

清　水　謙　介 住友建機㈱代表取締役社長

田　口　神酒雄 前田建設工業㈱常務執行役員安全環

境本部長

野　原　　　宏 三井造船㈱常務取締役鉄構・物流事

業本部長

広　瀬　正　典 新キャタピラー三菱㈱取締役社長

前　原　雅　幸 東京電力㈱建設部長

三　嶋　和　彦 川崎重工業㈱執行役員車両カンパニ

ーバイスプレジデント

山　口　啓　二 ㈱熊谷組代表取締役副社長

吉　田　　　明 大成建設㈱執行役員土木本部副本部長
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1）機械化土工，岩石工及び基礎工に関する調査研究

2）トンネルの機械掘削及び施工法に関する調査研究

3）橋梁の補修・補強に関する調査・研究

4）ダムコンクリートの骨材配合試験及び締固め試験

5）舗装に関する施工法の調査研究

1.3 疲労試験及び構造物強度試験

1）コンクリート床版及び PC床版の疲労試験

2）各種継手や鋼構造物の疲労試験

3）鋼及びコンクリート構造の実物大模型の載荷試験

1.4 建設機械の性能試験及び評定等

1）ROPS 及び FOPS の性能試験

2）除雪機械及び各種建設機械の性能試験

3）特定原動機及び特定特殊自動車の排出ガス検査

4）排出ガス対策型エンジン及び黒煙浄化装置の評定

5）低騒音・低振動型建設機械の計量証明

6）標準操作方式建設機械の認定

7）ウォータージェットによるはつり処理性能試験

1.5 建設機械化技術の技術審査証明

民間が自主的に開発した建設機械化技術について，審査

委員会を設けて実施し，開発目的が達成されたと認められ

る技術については，審査証明書を発行する。

1.6 技術指導等

1）建設機械，機械化施工法等に関する技術的諸問題に

ついて技術指導を行う。また，国土交通省のアドバ

イザー制度による業務を行う。

2）土木建築工事に必要な各種材料（鉄筋，コンクリー

ト，アスファルト，岩石及び土質等）について材料

試験を行う。

2．CMI 研究会

機械化施工に関する新技術開発研究会（CMI 研究会）

の推進を図る。

平成 19年度　役員・顧問・運営幹事・部会長等



吉　田　雄　彦 三菱重工業㈱代表取締役常務執行役

員汎用機・特車事業本部長

吉　田　昌　和 ㈱竹中工務店取締役

加　納　研之助 6日本建設機械化協会

山　名　　　良 6日本建設機械化協会

小　林　豊　明 伊藤組土建㈱代表取締役副社長

鈴　木　基　行 東北大学教授

和　田　　　惇 6北陸建設弘済会理事長

土　屋　功　一 名工建設㈱顧問

深　川　良　一 立命館大学理工学部教授

中　村　秀　治 広島大学大学院工学研究科教授

望　月　秋　利 徳島大学大学院ソシオテクノサイエ

ンス研究部教授

古　川　恒　雄 福田道路㈱常務執行役員

理　　　事

井　上　喬　之 日本国土開発㈱副社長執行役員

大　坪　英　志 新潟トランシス㈱代表取締役社長

加　藤　公　康 ㈱加藤製作所取締役社長

神　原　裕　一 ㈱奥村組代表取締役副社長執行役

員・営業本部兼技術本部長

岸　　　　　勝 日工㈱代表取締役社長

後　藤　　　勇 ㈱エミック･ケーテック専務取締役

塩　路　伸　世 ㈱クボタ取締役建設機械事業部長

鈴　木　道　雄 戸田建設㈱取締役専務執行役員

丹　野　宜　弘 コベルコクレーン㈱代表取締役社長

寺　田　順　三 伊藤忠建機㈱取締役第一事業部長

名　竹　利　行 日立住友重機械建機クレーン㈱代表

取締役社長

能　勢　博　夫 石川島建機㈱取締役

平　井　忠　義 いすゞ自動車㈱パワートレイン事業

部長

満　岡　英　世 東亜建設工業㈱執行役員専務

山　口　教　男 三菱商事㈱レンタル・建機事業ユニ

ットマネージャー

山　下　南海男 古河機械金属㈱常務取締役

吉　井　秀　行 ㈱日立プラントテクノロジー機械シ

ステム事業部エンジニアリング統括

部部長

三　浦　弘　志 岩田地崎建設㈱取締役副社長執行役員

青　沼　正　光 東北電力㈱土木建築部長

塚　本　宏　昭 コマツ新潟㈱代表取締役社長

服　部　　　桂 日本車輌製造㈱専務取締役

村　杉　　　滋 日立建機㈱西日本事業部事業部長

a 倉　寅　喜 大林道路㈱中国支店副支店長

田　中　英　成 四国電力㈱土木建築部長

麻　生　　　誠 ㈱筑豊製作所代表取締役社長

監　　　事

斎　木　成　治 産業リーシング㈱常務取締役工務部長

南　部　憲　一 ㈱荏原由倉ハイドロテック常務取締

役営業統括部長

振　井　茂　宏 東急建設㈱常務執行役員

《顧　　　問》

最 高 顧 問

三　谷　　　健 元本協会副会長

名 誉 顧 問

長　尾　　　満 元本協会会長

顧　　　問

青　山　俊　樹 （独）水資源機構理事長

浅　井　新一郎 元建設省

安　崎　　　暁 元本協会副会長・㈱小松製作所特別

顧問

石　川　正　夫 技術士

上　東　公　民 元建設省

梅　田　亮　栄 元建設省

大　窪　敏　夫 前本協会北海道支部長

大　橋　秀　夫 技術士

岡　田　　　元 元本協会副会長・日立建機㈱名誉相談役

河　井　清　和 元本協会副会長・新キャタピラー三

菱㈱相談役

川　崎　迪　一 前本協会九州支部長

川　本　正　知 元水資源開発公団総裁

岸　野　佑　次 前本協会東北支部長

木　村　隆　一 元鹿島建設㈱

桑　垣　悦　夫 元建設省

高　野　　　漠 酒井重工業㈱技術顧問

近　藤　　　徹 東北電力㈱常任顧問

佐　方　毅　之 元㈱小松製作所

佐久間　　　甫 元本協会副会長

佐々木　　　康 前中国支部長・7国土技術研究セ

ンター顧問

佐　藤　信　秋 前国土交通事務次官

佐　藤　信　彦 7道路保全技術センター理事長

杉　山　庸　夫 技術士

鈴　木　道　雄 7道路環境研究所理事長

瀬　口　龍　一 元本協会副会長・日立建機㈱相談役

瀬　田　幸　敏 イーグル工業㈱顧問

田　中　康　順 福岡北九州高速道路公社理事長

田　中　康　之 元建設省

多　田　宏　行 7道路保全技術センター顧問

高　田　邦　彦 西日本高速道路㈱取締役

高　野　浩　二 元本協会関西支部長
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高　橋　和　治 6 日本アミューズメントマシン工

業協会専務理事

玉　野　治　光 ㈱道路構造技術監査役

津　田　弘　徳 前本協会運営幹事長・㈱ハネック

ス・ロード顧問

塚　原　重　美 技術士

寺　島　　　旭 技術士

豊　田　高　司 元建設省

中　岡　智　信 朝日航洋㈱常務取締役

長　澤　不二男 元本協会副会長

中　島　英　輔 前本協会副会長・㈱安部日鋼工業技

術顧問

萩　原　　　浩 関西電力㈱顧問

橋　元　和　男 6河川ポンプ施設技術協会専務理事

橋　本　鋼太郎 首都高速道路㈱代表取締役社長

廣　瀬　利　雄 7日本ダム協会理事

星　野　　　満 前関西支部長・本州四国連絡高速道

路㈱副社長

三　谷　　　浩 7先端建設技術センター理事長

水　本　忠　明 元建設省

宮　地　昭　夫 ニチレキ㈱最高技術顧問

室　　　達　朗 前本協会四国支部長・愛媛大学名誉教授

森　脇　亜　人 元本協会副会長・神鋼商事㈱代表取

締役社長

柳　澤　栄　司 元本協会東北支部長

山　口　　　修 6日本土木工業協会常務理事

渡　邉　和　夫 元本協会副会長・㈱拓和顧問

渡　辺　　　隆 東京工業大学名誉教授

《運営幹事長及び運営幹事》

運営幹事長

松　隈　宣　明 6日本建設機械化協会専務理事

運 営 幹 事

青　山　俊　行 ㈱NIPPO コーポレーション工務部

機械課長

伊　藤　豪　誠 ㈱日立プラントテクノロジー社会・

産業システム事業本部機械システム

事業部長付

岩　月　哲　三 東亜建設工業㈱土木事業本部機電部長

岩　本　雄二郎 ㈱熊谷組土木事業本部機材部長

内　田　克　巳 西松建設㈱施工本部機材部長

近　江　英　俊 電源開発㈱水力エンジニアリング部

土木技術室副部長

尾　形　克　彦 TCM㈱営業企画部

柏　　　忠　信 富士物産㈱代表取締役社長

刈　谷　健　彦 鹿島建設㈱機械部長

久　保　　　隆 三菱重工業㈱汎用機・特車事業本部

物流機器部コンポーネント課課長

近　藤　敏　夫 五洋建設㈱土木部門土木本部部長

（開発担当）

佐　治　賢一郎 ㈱大林組東京本社機械部長

佐　藤　泰　治 日本下水道事業団品質管理センター

技術基準課長

篠　原　慶　二 前田建設工業㈱土木本部土木部機械

グループ担当部長

角　　　昭　男 住友建機製造㈱常務執行役員

瀬　口　清　美 丸紅建設機械販売㈱特機営業部課長

補佐

竹之内　博　行 施工技術総合研究所技師長兼研究第

2部長

田　子　智　久 酒井重工業㈱常務取締役国内事業部長

田　籠　洽　二 ㈱加藤製作所取締役執行役員営業本

部長

舘　岡　潤　仁 ㈱間組土木事業本部機電部長

田　中　利　昌 日立建機㈱建設システム事業部技術

部長

玉　村　　　久 伊藤忠建機㈱第一事業部第 1部部長

坪　田　　　章 ㈱竹中工務店生産本部機材担当部長

坪　根　秀　章 リープヘル・ジャパン㈱専務取締役

外　村　圭　弘 西尾レントオール㈱取締役東京支店長

成　田　秀　信 東急建設㈱技術本部機械技術部長

野　村　　　肇 清水建設㈱生産技術本部機械部長

平　子　啓　二 （独）水資源機構ダム事業部機械課長

増　子　文　典 大成建設㈱土木本部機械部長

松　下　　　清 三井住友建設㈱土木管理本部機電部長

溝　口　孝　遠 コベルコ建機㈱顧問

陽　　　直　文 戸田建設㈱機材部長

美濃部　英　治 山h建設㈱安全施工本部機材部長

村　上　　　誠 新キャタピラー三菱㈱直販部長

目　時　康　男 佐藤工業㈱土木事業本部機電部長

森　木　英　光 マルマテクニカ㈱取締役社長

森　本　秀　敏 日本国土開発㈱技術事業センター所長

安　村　孝　志 （独）都市再生機構技術・コスト管理

室コスト管理チームチームリーダー

山　田　　　透 ㈱小松製作所開発本部業務部部長

和　田　一　知 川崎重工業㈱車両カンパニー建設機

械ビジネスセンター営業部営業企画

課上級専門職

相　原　正　之 広報部会部会長

飯　島　　　尚 施工部会部会長

山　口　　　武 機械部会部会長

青　木　英　勝 標準部会部会長
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《部会長・副部会長・幹事・副幹事・委員長等》

広報部会

部 会 長 相　原　正　之

幹　　事 吉　田　　　正

副 幹 事 嶋　津　日出光

副 幹 事 森　　　利　夫

施工部会

部 会 長 飯　島　　　尚

副部会長 川　本　正　之

副部会長 中　柴　　　弘

幹　　事 石　塚　廣　史

副 幹 事 中　村　　　優

副 幹 事 神　野　信　行

機械部会

部 会 長 山　口　　　武

副部会長 大　塚　和　夫

幹　　事 吉　田　　　正

副 幹 事 井　出　栄　一

副 幹 事 森　木　英　光

副 幹 事 杉　本　　　豊

標準部会

部 会 長 青　木　英　勝

幹　　事 新　田　恭　士

製造業部会

部 会 長 小　宮　信一郎

副部会長 青　柳　幸　雄

副部会長 家　城　　　譲

副部会長 桑　嶋　文　彦

幹 事 長 山　田　　　透

副幹事長 田　中　利　昌

副幹事長 溝　口　孝　遠

副幹事長 村　上　　　誠

建設業部会

部 会 長 佐　治　賢一郎

幹 事 長 坪　田　　　章

副幹事長 森　　　利　夫

副幹事長 伴　　　康　夫

副幹事長 岩　本　雄二郎

商社部会

部 会 長 寺　田　順　三

幹 事 長 玉　村　　　久

副幹事長 坪　根　秀　章

副幹事長 瀬　口　清　美

副幹事長 木　村　忠　雄

レンタル業部会

部 会 長 稲　留　　　弘

幹 事 長 高　見　俊　光

副幹事長 斎　木　成　治

専門工事業部会

部 会 長 滝　沢　修　二

幹 事 長 高久田　く　に

会長賞選考委員会

委 員 長 深　川　良　一

総括試験委員会

委 員 長 千　田　昌　平

機関誌編集委員会

委 員 長 村　松　敏　光

CONET実行委員会

委 員 長 小　野　和日児

建設機械施工技能評価委員会

委 員 長 菅　井　文　明

新技術開発・普及会議

委 員 長 山　川　朝　生

環境会議

委 員 長 満　岡　英　世

安全技術会議

委 員 長 土　屋　　　進

6 海 外 建 設 協 会

7 経 済 調 査 会

建設業労働災害防止協会

6建設荷役車両安全技術協会

7 建 設 物 価 調 査 会

6 建 築 業 協 会

7 高 速 道 路 調 査 会

6港湾荷役機械システム協会

6 国 際 建 設 技 術 協 会

7 国土技術研究センター

7首都高速道路技術センター

6 地 盤 工 学 会

6 全 国 建 設 業 協 会

6 全 国 治 水 砂 防 協 会

6 全 国 防 災 協 会

7 先端建設技術センター

6 全日本建設技術協会

7 ダ ム 技 術 セ ン タ ー

6 電 力 土 木 技 術 協 会

6 土 木 学 会

7 土 木 研 究 セ ン タ ー

6 日 本 埋 立 浚 渫 協 会

6 日 本 河 川 協 会

7 日 本 規 格 協 会

6 日 本 機 械 学 会

日 本 機 械 輸 出 組 合

6 日 本 基 礎 建 設 協 会

6 日 本 下 水 道 協 会

6 日本建設機械工業会

6 日本建設業団体連合会

6 日 本 建 築 学 会

6 日 本 港 湾 協 会

7 日本国際協力センター

6 日 本 作 業 船 協 会
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1．はじめに

わが国においてこれまでに建設されてきたダムに

は，供用開始から長い年月を経たものも多く，施設の

老朽化が徐々に進行してきているため，補修・補強・

更新等の維持管理費が大幅に増加することが予想され

る。このようなダムの維持管理にあたっては，構造物

としての健全性を保持し，施設の機能を維持しながら，

それに要する維持管理費用をできるだけ抑制すること

が求められている。

ダムの維持管理費用を抑制するにあたっては，維持

管理の対象となる個々の施設のライフサイクルコスト

（LCC）の最小化と年度ごとの維持管理費用の平準化

を目指すことになる。このための手法として，橋梁や

舗装で運用の実用化が進められているアセットマネジ

メントの導入が考えられる。

アセットマネジメントは，「構造物全体の状態を定

量的に把握・評価し，中長期的な予測を行うとともに，

予算的制約の下で，いつ，どのような対策をどこに行

うのが最適であるかを決定する総合的なマネジメン

ト」と定義され，点検結果に基づく適切な健全度評価

と将来の劣化予測により，構造物の必要な機能を維持

するためのライフサイクルコスト（LCC）を最適化し

得るように計画的に対策を実施し，維持管理コストの

削減や構造物の長寿命化を図る手法である。

本報告では，ダムの効率的，経済的な維持管理を目

的としたアセットマネジメント手法による維持管理シ

ステムの構築に向けて，橋梁や舗装のアセットマネジ

メントを参考にした考察について紹介する。

2．橋梁におけるアセットマネジメント

近年，橋梁や舗装等の道路構造物においては，アセ

ットマネジメントを適用した維持管理が実用化され始

めている。橋梁におけるアセットマネジメントを適用

した維持管理での実施内容のフローを，図― 1に示

す。

アセットマネジメントを適用した維持管理は，主に

以下の内容で実施することになる。

①点検

②健全度評価・劣化予測

③ライフサイクルコスト（LCC）の算定（劣化の潜

伏期，進展期，加速期，劣化期の各補修実施時期

での補修費と補修頻度によって LCC を計算し，

最も補修費用が小さくなるような補修実施時期を

選択する）

④維持管理計画立案（管轄する全ての橋梁の維持管

理において，維持管理コストの最小化や平準化が

得られるような補修実施時期の調整等を行う）

橋梁を構成する部材の材料は，主として鋼材やコン

クリートであるため，劣化予測に関する研究事例等も

多く，点検に基づく健全度評価や今後の劣化予測が比

較的容易であると言える。

また，維持管理計画を立案するにあたり，補修対象

となる橋梁が複数存在するにも関わらず，予算の都合

により優先的に補修を実施するものを選ばなくてはな

らないような場合でも，それらの橋梁が属する路線の

重要度（交通量の多少，迂回路使用時の所要時間等，

当該橋梁が使用できない状態となった場合の影響度の
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図― 1 橋梁のアセットマネジメントのフロー 1）



指標となる項目についての評価）を比較的容易に考え

ることができる。

ただし，一般的に橋梁は数が多く，一つの地方自治

体で管理するものでも相当な数となる。したがって，

これらの橋梁の点検結果も膨大な数となるため，点検

結果を確実に記録し，いつでも容易に点検結果を参照

することが可能なデータベースの準備が必要不可欠で

あると言える。

3．舗装におけるアセットマネジメント

舗装におけるアセットマネジメントを適用した維持

管理での実施内容のフローを，図― 2に示す。舗装

におけるアセットマネジメントは，橋梁の場合と同様

に，点検（モニタリング）→健全度評価・劣化予測→

LCC 算定→維持修繕計画立案の流れによる実施内容

となる。

舗装の健全度評価は，路面性能についてはひび割れ

率，わだち掘れ深さ，平坦性を総合した指標 MCI

（維持管理指標，Maintenance Control Index）によっ

て行う。構造性能については研究段階であり，実用化

には至っていないが，FWD（重錘落下式舗装路面た

わみ測定器，Falling Weight Deflectometer）による

方法が検討されている。

LCC の計算にあたっては，道路管理者が負担する

「道路管理者費用」のみではなく，路面性状悪化によ

る車輌損失や補修工事等での交通規制で発生する時間

的損失等の「道路利用者費用」も考慮することが容易

であり，社会全体としての維持管理コストの最適化を

考えることが可能となっている。

維持修繕実施の優先度については，橋梁と同様に路

線の重要度によって判断することができる。

4．ダムにおけるアセットマネジメント

ダムは土木構造物，機械・電気設備等のさまざまな

種類の設備からなる構造物だが，これらの設備も基本

的に時間や負荷によって劣化していくものであるた

め，点検に基づいて劣化予測を行い，LCC を予測す

ることが可能である。したがって，橋梁や舗装と同様

にアセットマネジメントを適用した維持管理が可能で

あると言える。ダムにアセットマネジメントを適用す

る場合の各実施内容における留意点を以下に示す。

（1）アセットマネジメント適用の必要性

ダムにアセットマネジメントを適用した維持管理を

行う必要性の内容を，図― 3に示す。①～③を満足

するためには，将来的な維持管理費用を予測すること

や計画的に維持管理を実施することが必要となる。ま

た，橋梁や舗装に比べ，ダムは更新することが極めて

難しい（多大な費用を要する）ため，④に示す「ダム

寿命の延命化」が特に重要となる。

（2）設備の特徴に応じた維持管理方法の考慮

ダムは，橋梁や舗装に比べ，極めて多様な種類の設

備から構成されており，それぞれの特徴に適した維持

管理方法を考慮する必要があると考えられる。橋梁・

舗装とダムにおける設備の特徴の比較を，表― 1に

示す。この表に示されるような，代替機能の有無や供

用・稼働状態に基づき，ダムの各設備についての維持

管理計画における重要度等（対策実施の優先度）を決

定することが考えられる。また，劣化過程のタイプに
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図― 2 舗装のアセットマネジメントのフロー 2）

図― 3 ダム維持管理計画の必要性

項目

構成設備

代替機能

供用や稼
働の状態

劣化過程

橋梁・舗装

橋梁：上部・下部工
舗装：舗装・路盤・路床

確保可能（迂回路）

一般的に常用系

一般的に静止系

一般的に経時型

ダム（設備）

堤体，放流設備，観測設備
等の複合体（図― 4参照）

代替の確保は困難なも
のが多い

常用系と待機系がある

稼働系と静止系がある

経時型，脆化型，突発
型のものがある

表― 1 橋梁・舗装とダムにおける設備の特徴の比較



基づいて，適切な保全方法（状態監視あるいは時間計

画による保全等）を決定することが考えられる。

（3）点検

ダムの場合は他の構造物に比べて，比較的頻繁に各

施設の点検が実施されている（年次定期点検等）。し

たがって，これまでの点検結果に基づき，各施設（お

よびそれを構成する部材・部品）の健全度評価や劣化

予測式の設定を，比較的容易に行うことができること

になる。

一方，点検場所によっては点検者の立入りが困難な

場所が多く，特殊な足場等が必要になることが少なく

ない。そのための費用も高額となることが多いので，

点検を効率的に行うことが必要となる。

（4）健全度評価と劣化予測

部材・部品の劣化の段階や進行について既往の基準

が存在するものはそれを利用し，基準がないものは対

象部材・部品の実状に応じて健全度のランク定義と劣

化予測式を考案する。

（5）ライフサイクルコスト算定

前述の健全度の各ランクに対応した保全工法とその

費用を明らかにし，保全工法のデータベースを作成す

る。これに基づいてライフサイクルコストの算定を行

う。

（6）維持管理計画

全ての部材・部品について LCC が最小となるよう

な保全工法を選択したのち，それらを全て集計して年

度ごとに必要となる保全費用を求める。しかし，一般

的に必要な保全費用は年度によって過多・過少となる

ため，通常の年度予算に見合うように保全費用の平準

化を行う必要がある。この平準化にあたっては，施設

の健全性と維持管理の経済性の確保に留意して各部

材・部品の保全実施時期を調整する必要がある。

以上の平準化に基づく保全実施のスケジュールを維

持管理計画とし，それを実行することになる。

5．おわりに

以上，ダムにおける維持管理システムの構築にむけ

ての考察を述べてきたが，各部材・部品の劣化予測式

を設定するためのデータの整理，年度ごとの保全費用

の平準化を図るための部材・部品の重要度の決定方

法，部材・部品の特徴に応じた維持管理方法の考慮な

ど，多くの解決すべき課題があると考えられる。ダム

の維持管理システムのあり方をさらに具体化するた

め，検討を重ねていきたいと考える。

《参考文献》
1）土木学会：アセットマネジメント導入への挑戦，2005.11
2）伊藤正秀：道路舗装におけるアセットマネジメント，舗装，pp.34-38，
2004.10
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図― 4 ダムを構成する設備（例）
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継手のボルトが雌継手側に引き寄せられ，支圧板と雄継手内面

が面タッチして最終締結力が得られる（図― 1，写真― 1）。

今回の施工においてセグメント組立の施工性を確認した結

果，ボルト締結方式継手より，単線断面でのセグメント組立時

間は 70 ％程度に短縮が見込め，組立精度が向上し，真円度の

確保が良好であった。

s特　　　徴

①セグメント組立の高速施工および省力化

ボルトの締結作業が不要であるため，セグメント組立におけ

る高速施工が可能であり，組立時のボルト締めおよび増締めに

必要としていた作業員の省力を図れる

②内面平滑を実現（写真― 2）

③トータルコストの低減

高速施工，省力化およびボルトボックス充填作業が不要なた

め，トータルコストの低減を図れる

s用　　　途

・高速施工，内面平滑，経済性の要求される鉄道，道路，下水

道などのシールド工事

s実　　　績

・地下鉄シールド工事（単線断面セグメント外径： 6,600 mm，

複線断面セグメント外径： 9,800 mm）

s問 合 せ 先

西松建設㈱　技術研究所　土木技術研究課　シールドG

〒 105-8401 東京都港区虎ノ門 1-20-10

Tel ： 03（3502）0249
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新工法紹介　広報部会�

s概　　　要

地下鉄シールド工事に適用できるボルトレスタイプのセグメ

ント継手「スライドロック継手（セグメント継手）」は，東京

地下鉄，メトロ開発，早稲田大学小泉教授，西松建設が共同開

発し，地下鉄シールドトンネルの複線断面および単線断面に採

用された。

スライドロック継手（セグメント継手）は，あらかじめセグ

メント本体に継手に必要となる部材を装備し，セグメントピー

スをトンネル軸方向にスライドさせ，挿入するだけで，セグメ

ント継手間の組立が完了する構造である。

新型セグメント継手は雄継手と雌継手からなる。雄継手の内

部には，ボルトの固定，セグメント組立時における緩衝材用の

弾性部材を装着している。雌継手定着面にはスライド方向に対

してテーパを付けているため，セグメントのスライドに伴い雄

図― 1 スライドロック継手（セグメント継手）

写真― 1 セグメント組立状況

写真― 2 トンネル全景

04-287
スライドロック継手
（セグメント継手）

西松建設



低燃費生産性，操作性，安全性，耐久性，環境適合性などの向上

を図って開発された油圧ショベルで，重掘削・砕石仕様の

ZX400LCH-3 と石灰石・砕石専用強化仕様の ZX400R-3 である。

搭載エンジンは，OHC4 バルブ方式やコモンレール式燃料噴射シ

ステム，さらに，NOxの排出低減を確実にするクールドEGRシス

テムを採用しており，日米欧の排出ガス対策（3次規制）基準値を

クリアしている。また，送風音を低減したラジエータファン（特許

出願中），低騒音マフラ，低音構造，軽負荷時のエンジンの吹け上

がりを防止するアイソクロナス制御などの採用により稼動時の騒音

を低減して，国土交通省の低騒音型建設機械や欧州騒音規制

（EU2000/14/EC, STAGE Ⅱ）にも適合する。本体フレームや作業

機など構造物については，板厚アップや補強材の追加，バケットリ

ンク部の強化，ブッシュの追加などで，仕様に応じて強化と耐久性

の向上を図っている。とくに足回りについては，強化型フルトラッ

クガード，強化型サイドステップなどを，上部旋回体については強

化型アンダカバーを標準装備している。作業機油圧システムにおい

ては，ブーム戻りの圧油をアーム動作に再利用して掘削時のアーム

引き動作のスピードアップを図り，また，ブーム下げ時の作業機の

重さを利用して圧油をブーム回路内で循環（再生）させ，ポンプか

らの圧油を集中的にアームに供給してアーム・ブーム下げ複合操作

時のアーム動作のスピードアップを図っている。さらに，アーム掘

削力，旋回力，けん引力などのアップで旋回押付け作業や傾斜地作

業の容易化を図り，エンジン回転，エンジントルク，油圧を効率よ

く制御して低燃費生産性の向上を実現している。広い視界と容量ア

ップした加圧式 FOPS キャブには，ヘッドレスト付シート，多機

能マルチモニタ，後方監視カメラ，テンキーロックシステム（3～

5 桁のパスワードを入力）などを備え，モニタでは，掘削，ブレー

カ，小割機，破砕機などアタッチメントの油圧回路や流量の切替え

がワンタッチ操作でできる「作業モード選択」画面，作動油や燃料

フィルタが交換時期になるとメッセージを表示する「メンテナンス

インターバル告知」画面，燃料給油時からの稼働時間，使用量，平

均燃費などを表示する「燃料管理」画面などが表示できる。アルミ

製の，ラジエータ・オイルクーラ・インタクーラの並列配置と開閉

式エアコンデンサの採用，燃料ダブルフィルタの標準装備，エンジ

ンオイル 500 h 無補給，作動油 5000 h 交換，汚れの付きにくい親

水性塗装の採用などでメンテナンス性の向上を図り，稼動情報管理

機能（メンテナンス情報，位置情報，警告情報）を搭載して迅速，

確実なサービスを可能にしている。

大規模工事，鉱山などで使用される大形のホイールローダで，生

産性と経済性の両立，操作性，居住性，安全性，耐久性，メンテナ

ンス性，環境適合性などの向上を図ってモデルチェンジした

WA800-3E0（バケット容量 11 m3）とWA900-3E0（バケット容量

13 m3）である。90 t ダンプトラックとの積込み組合わせでは，4～

5回積みで満杯とする。

エンジンは，EPA（米国環境保護局）排出ガス対策 Tier2 規制

に対応したものを搭載しており，キャブのビスカスマウントや油圧

機器類のラバーマウント化などにより騒音，振動を低減して，オペ

レータ耳元騒音 75 dB（A）を実現している。油圧システムでは，

原石掘削作業，製品積込み作業と作業内容に応じて，パワフルロー

ディングとノーマルローディングの 2モードからの選択を可能とし

て高効率な作業を実現する。ローダポンプのほかにスイッチポンプ

を備え，原石や堅い地山掘削のパワフルローディングにおいては，

掘削・すくい込み作業時はローダポンプからの吐出油を低減（ロー

ディング向け出力を減）して駆動力の方へ出力を回し，掘削後のブ

ーム上昇時はローダポンプからの吐出油を全て作業機に回して力強
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07-〈02〉-04
日立建機
油圧ショベル

ZX400LCH-3 / ZX400R-3

'07.03 発売
新機種

s〈02〉掘 削 機 械

07-〈03〉-01
コマツ
ホイールローダ

WA800-3E0ほか

'07.03 発売
モデルチェンジ

s〈03〉積 込 機 械

（注）最低地上高はシューラグ高さを含まず。

標準バケット容量 （m3） （岩用）1.6 1.5
運転質量 （t） 39 38.7
定格出力 （kW（ps）/min－1） 202（275）/1,900 202（275）/1,900
最大掘削深さ×同半径 （m） 7.31 × 11.12 7.31 × 11.09
最大掘削高さ （m） 10.44 10.32
最大掘削力（バケット）（kN） 236 236
作業機最小旋回半径/後端旋回半径（m） 4.46/3.39 4.47/3.39
走行速度 高速/低速（km/h） 5.0/2.9 5.0/2.9
登坂能力 （度） 35 35
接地圧 （kPa） 73 78
最低地上高 （m） 0.56 0.56
全長×全幅（輸送時）×全高（m） 10.96 × 3.52 × 3.39 11.03 × 3.52 × 3.41
価格 （百万円） 31.5 33.36

ZX400R-3ZX400LCH-3

表― 1 ZX400LCH-3 / ZX400R-3 の主な仕様

写真― 1 日立建機 ZX400LCH-3 油圧ショベル



い掘削と早いブーム上昇速度でサイクルタイムを短縮する。けん引

力をそれほど必要としないルーズな対象物積込みのノーマルローデ

ィングにおいては，ローダポンプからの吐出油は全て作業機に流し

て，早いブーム上昇速度で迅速な作業を実現する。また，掘削走行

においては，前進 2速でバケット突っ込み時にブームレバー先端の

キックダウンスイッチ操作で 1速にシフトダウンしてパワフルな掘

削とすることができ，掘削後，前後進スイッチを後進に入れると自

動的に 2速に戻る。マニュアル操作もできるオートマチックトラン

スミッションを搭載しており，エンジン回転数など車両の走行状態

により 2～ 3速の最適速度段に自動的に変速し，ホールドスイッチ

では，1 速段，2 速段に固定使用することも可能である。ロングホ

イールベースとワイドトレッドでけん引力発揮と車両安定性を確実

にし，アーティキュレート角 40 度で小回り性を利かして狭い現場

での作業性を良くしている。ROPS/FOPS キャノピ付き密閉加圧

式ピラーレスキャブには，スティックの倒れ角に応じて車体が屈曲

するAJSS（Advanced Joystick Steering System）を採用してお

り，スティックには前後進切換，シフトアップ，シフトダウン，ホ

ーンの各スイッチを配置している。ステアリングは，万一エンジン

が停止した状態でもトランスミッション出力軸に装着されたポンプ

で操作ができるエマージェンシステアリングとしている。そのほか，

ヘッドレスト付エアサスペンションシート，走行関係の情報を集中

させたメインモニタ（コントローラ系故障診断機能付）を装備して

いる。また，運転席のスイッチ操作で左ブレーキペダルのトランス

ミッション・カットオフ位置を任意に調整できるようにして，作業

内容に応じてインチング操作をしやすくした。全油圧式密閉湿式デ

ィスクブレーキ（独立 2系統）を採用し，ブレーキ油圧の低下時に

おける警告ランプの点滅，警告ブザーの作動，さらに，パーキング

ブレーキによるエマージェンシブレーキ作動などで二重安全システ

ムによって信頼性を向上している。主要コンポーネントを制御して

いる各コントローラをリアルタイムで集中管理する VHMS を搭載

しており，迅速で確実な車両メンテナンスを可能にしている。

大規模工事，砕石・鉱山で使用される重ダンプトラックについて，

環境対応性，生産性，居住性，安全性，耐久性，メンテナンス性な

どの向上を図ってモデルチェンジした 2機種である。

日米欧の排出ガス対策第 3次規制（775F は EPA（米国環境保護

局）および EUの第 2 次規制）に適合するACERT 型エンジンは，

燃料の噴射量やタイミングをコントロールする電子制御システム，

ターボチャージャと空冷式アフタークーラで完全燃焼を図る吸気シ

ステム，max2,000 気圧の超高圧・多段噴射の燃料噴射システムな

どから構成され，排気を吸気に一切戻さずクリーンな空気だけをシ

リンダ内に供給して燃焼させる方式を特徴とする。システム同士の

情報交換をリアルタイムで行い，各ユニットをきめ細かくコントロ

ールするエンジンパワートレイン統合電子制御システムを搭載して

おり，リバースニュートライザ，ベッセルアップ時シフト制限，変

速時シフトショック制限，中立時惰性走行防止などの多くの機能を

備えて，安全性や耐久性を高めている。ロックアップクラッチ付ト

ルクコンバータ（ロックアップクラッチは約 8 km/h で作動する）

を採用し，変速時におけるパワートレインへの負荷を減少してスム

ーズな走行を実現している。また，搭載の電子制御フルオートマチ

ックトランスミッションは，ECPC（電子式トランスミッションク

ラッチ圧制御システム）機能付で，クラッチの接続を一つずつコン

トロールすることで，変速と前後進切換をスムーズにしている。サ

ービスブレーキには電子制御全油圧式ブレーキシステムを採用して

信頼性を高めており，また，リヤブレーキ併用式オートマチックリ

ターダコントロールでは，エンジンブレーキを使用した降坂時にお

いて，エンジン回転数を一定に保持するよう自動制御する。オペレ

ータによるリターダ操作が不要となり，降坂のスピードアップやタ

イヤロックの防止ができるので，サイクルタイムの短縮や降坂時の

安全運転が確保できる。ガラス面積を 2倍（2.5 m2 → 5.0 m2）にし

て視認性を向上した ROPS/FOPS 構造の密閉加圧式キャブは，稼

動データ，走行情報，メンテナンス情報，車両診断データなどをリ

アルタイムに表示するメッセージモニタや，後方監視カメラを装備
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写真― 2 コマツ「GALEO」WA900-3E0 ホイールローダ

標準バケット容量 （m3） 11 13
運転質量 （t） 102.2 107.5
定格出力 （kW（PS）/min－1） 603（820）/2,000 638（868）/2,000
ダンピングクリアランス×
同リーチ（45 度前傾爪先端まで）

（m） 4.630 × 2.385 4.640 × 2.450

最大掘起力（バケットシリンダ）（kN） 677 666
最大けん引力（前進時）（kN） 588 588
最高走行速度　F3/R3（km/h） 28.0/28.3 28.0/28.3
最小回転半径（最外輪中心）（m） 9.2 9.2
登坂能力 （度） 25 25
軸距×輪距（前後輪共）（kPa） 5.450 × 3.350 5.450 × 3.350
最低地上高 （m） 0.55 0.55
タイヤサイズ （－） 45/65 － 45 － 46PR（L－ 5） 45/65 － 45 － 58PR（L－ 5）
全長×全幅×全高 （m） 13.96 × 5.045 × 5.275 14.49 × 5.045 × 5.275
価格 （百万円） 157 180

WA900-3E0WA800-3E0

表－ 2 WA800-3E0 ほかの主な仕様

07-〈04〉-01

新キャタピラー三菱
（（米）キャタピラー社製）
重ダンプトラック

CAT 773F / CAT 775F

'07.03 発売
モデルチェンジ

s〈04〉運 搬 機 械



しており，車両前部左右にはライト付階段式ステップを設けて乗降

性と安全に配慮している。また，地上からエンジンを停止できるシ

ャットオフスイッチを標準装備している。ベッセル形状は 2段傾斜

式 V型で，表面にはブリネル硬度 400 の鋼材を使用して耐摩耗性

と対衝撃性を上げ，幅広箱型断面構造リブの採用，サイドリブと底

リブの一体化，リブの増加などで全体的な強度アップを図っている。

ベッセルには，ベッセルがフレームに着座する前に減速し，衝撃を

減少させる電子油圧式ホイストコントロールシステムと 2段式ホイ

ストシリンダを採用しており，ベッセル内には常時，排気ガスを循

環してヒーティングによりダンプ時の土離れを良くしている。エン

ジンオイルおよびフィルタの交換間隔 500 h，エアフィルタの交換

間隔 500 h などとメンテナンス間隔の延長を図っており，車両メン

テナンス時の安全に配慮して，システムを不作動にするサービスロ

ックアウトスイッチ，トランスミッション/ホイスト/ステアリング

ロックアウトスイッチを装備している。

オプション仕様として，サスペンション圧から算出した積載重量

やサイクルタイムなどのデータを車載コンピュータに記録し，過積

載時速度リミッタ機能を働かせるトラックペイロードマネジメント

システムや，ヘビーデューティ＆高衝撃用の各種ベッセルなどが用

意されている。

4本の開脚式アウトリガの接地により，山間部，傾斜地，狭所地

などの地形の悪い現場での安全作業を可能にするクローラクレーン

（ゴムクローラ式）で，海外市場向けに配慮して，作業性，安全性，

操作性，環境対応性などを向上した新機種である。300 kg の吊荷

走行を可能にし，エンジン仕様のほかにエンジン・電動併用仕様を

設けている。
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写真― 3 新キャタピラー三菱CAT 773F 重ダンプトラック

最大積載質量/山積容量 （t）/（m3） 54.1/35.6 62/41.9

運転質量（総質量） （t） 46.5（100.6） 47.7（109.7）

定格出力 （kW（PS）/min－1） 524（712）/1,800 552（751）/2,000

荷台上縁高さ（積込み高さ）（m） 3.82 3.975

最高走行速度 F7/R1 （km/h） 67.5 67.5

最小回転半径（最外輪中心）（m） 11.75 11.75

最低地上高 （m） 0.675 0.675

輪距（前輪/後輪）×軸距（m） （3.205/2.93）× 4.215 （3.205/2.93）× 4.215

タイヤサイズ（ラジアル）（－）24.00 － R35（E－ 4） 24.00 － R35（E－ 4）

全長×全幅×全高 （m） 10.25 × 5.425 × 4.46 10.335 × 5.395 × 4.43

価格 （百万円） 95.2 97.9

CAT 775FCAT 773F

表－ 3 CAT 773F / 775F の主な仕様

写真― 4a，4b 前田製作所「かにクレーン」MC-405C クローラクレーン

07-〈05〉-02
前田製作所
クローラクレーン（伸縮ブーム形）

MC-405C

'07.04 発売
新機種

s〈05〉クレーン，エレベータ，高所作業車およびウ

インチ

吊上げ能力 （t）×（m） 3.83 × 2.7
最大地上揚程/最大地下揚程 （m） 16.8/20.5
最大作業半径×吊り荷重 （m）×（t） 16 × 0.18
ブーム長さ（5段伸縮） （m） 4.736 ～ 16.435
ブーム起伏角度 （度） 0～ 80
旋回角度 （度） 360
運転質量 （t） 5.55［5.75］
定格出力 （kW（ps）/min－1） 21.8（29.6）/2,400
走行速度　　　 （km/h） 0 ～ 3.0
登坂能力 （度） 20
接地圧 （kPa） 41.9
アウトリガ最大張出幅 左側・右側/前側/後側 （m） 5.590・5.590/5.106/5.725
全長×全幅×全高（走行姿勢） （m） 4.980 × 1.380 × 1.980
価格 （百万円） 14［15］

（注）MC-405CRMS［MC-405CRMSE：電動併用仕様］の書式で示す。

表－ 4 MC-405C の主な仕様



フックは 2本掛けと 4本掛け兼用，5角形断面のブームは全自動

5 段伸縮，走行は油圧モータ駆動（ブレーキ内蔵式），ゴムクロー

ラ装着，双方向通信ができるケーブル付リモコン（微速走行設定，

吊り荷重表示，アウトリガ操作，音声）を標準装備などで作業性と

操作性を向上している。クレーン作業において，エンジンに併用す

る電動モータには無操作で一定時間が経過すると周波数が下がり，

更には自動停止させる省エネ機能を備えている。安全装置として，

アウトリガを 4本設置しないとクレーン作業ができないアウトリガ

インタロック装置，モーメントリミッタ装置，過巻防止装置，過巻

下防止装置，荷重計，油圧安全弁，水準器，車両傾斜警報器，走行

ロックレバー，回転灯などがある。

砂浜のごみや漂着物などの清掃，回収作業を効率的にすすめるゴ

ムクローラ式の新機種で，㈱アーステクニカと共同で開発したもの

である。

機械は，走行本体，前部のかき込み装置（ロータ＆スクレーパ），

マルチディスク回転式スクリーン（特許出願中），後部のリフトア

ーム付底網式回収バケットなどから構成される。かき込み装置は，

羽の先端にゴム板もしくはかき取り爪を装着したロータとスクレー

パから成り，ロータで砂浜の表層を耕すようにして埋もれているご

み，ガラス片，貝殻片などをかき取り，スクレーパの上に盛り上が

ったごみを一緒にスクリーンへかき込む。スクリーンは，回転数や

隙間の調整が可能な多くの回転ディスクが縦列に設けられており，

かき込まれた砂はディスクの隙間から落下し，ごみはディスクの上

縁を転がってバケット方向へ押上げられ，バケットへ投入される。

回収バケットは反転ダンプ機構付きリフトアームで保持されてお

り，収集されたごみはダンプトラックなどへ積込まれる。ごみの回

収，排出作業はオペレータ 1人で可能で，メンテナンスにおいても，

各部に点検窓を設けるなどで作業を容易にしている。

建築，土木工事現場などで使用されるディーゼルエンジン発電機

について，燃料，オイルの流出防止用オイルフェンスを発電機本体

と一体型構造にするとともに，長時間の連続運転を可能にして，工

事現場における設置，現場間の移動を容易にしたものである。現在，

燃料，オイルの流出による土壌汚染などの防止対策として，個別の

オイルフェンスを用意してそれに発電機を載せて対応しており，ま

た，長時間の連続運転をする場合，別置きの燃料タンクを発電機に

接続して使用しており，この別置きの燃料タンクにも個別のオイル

フェンスを必要としている。

発電機はブラシレス励磁方式で，用途に応じて，出力を三相 4線

/単相 3 線に切替える方式を採用している。インバータ負荷，サイ

リスタ負荷，コンピュータ制御の負荷および精密機械や計測器など

の負荷にも対応する性能を有している。エンジンは，国土交通省の

排出ガス対策（2次規制）基準値をクリアするものを搭載しており，

騒音対策によって同省の超低騒音型建設機械にも適合する。燃料タ

ンクを大容量化して外部燃料タンクとの接続や配管を不要とし，

48 h（50 Hz）/40 h（60 Hz）（50 ％負荷の場合）の連続運転を可能に

している。これにより，「電気設備技術基準」の“常時監視をしな

い発電所の施設”にも適応する。オイルフェンス容量の 1/3 以上に

水や油が溜まった場合には，センサが働いてパネル上で警報表示す

る。オイルフェンスは本体フレームから取外せるので，燃料タンク

の清掃が簡単にできる。オイルフェンス一体構造としたことにより，

設置面積は発電機のみの広さでよく，2 t 積ダンプトラックによる

運搬の場合，横積みが可能である。
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07-〈14〉-01
新キャタピラー三菱
自走式ビーチクリーナ（クローラ式）

BELLACOSTA

'07.02 発売
新機種

s〈14〉維持修繕・災害対策用機械および除雪機械

06-〈17〉-05
北越工業
ディーゼルエンジン発電機

SDG25S-F

'06.12 発売
新機種

s〈17〉原動機，発電装置等

バケット容量 （m3） 0.8
清掃幅 （m） 1.2
エンジン定格出力 （kW（ps）/min－1） 35（47.6）/2,400
機械質量 （t） 4
走行速度　低速/高速 （km/h） 0 ～ 3/0 ～ 5
登坂能力 （度） 15
接地圧 （kPa） 34
燃料タンク容量 （L） 80
全長×全幅×全高 （m） 3.803 × 2.490 × 2.855
価格 （百万円） 22

表－ 5 BELLACOSTA の主な仕様

写真― 5 新キャタピラー三菱BELLACOSTA 自走式ビーチクリーナ
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周波数 （Hz） 50 60
出力　三相/単相 （kVA） 20/11.5 25/14.4
電流 （A） 57.7 65.6
電圧　三相/単相 （V） 200/200 － 100 220/220 － 110
単相出力 （kVA） 6.0 6.6
単相電圧 （V） 100 110
単相コンセント （kVA） 1.5 × 2 口 1.65 × 2 口
エンジン定格出力（kW（ps）/min－1） 19.1（26）/1,500 23.5（32）/1,800
運転質量 （t） 0.82 0.82
燃料タンク容量 （L） 145 145
オイルフェンス容量 （L） 208 208
全長×全幅×全高 （m） 1.570 × 0.700 × 1.195 1.570 × 0.700 × 1.195
価格 （百万円） 2.75 2.75

表－ 6 SDG25S-F の主な仕様

写真― 6 北越工業 SDG25S-F ディーゼルエンジン発電機
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1．まえがき

我が国の建設産業における建設機械の保有状況の変化は，建設の

生産性に大きな係わりを有する。

それは建設投資と建設機械の購入台数が比例することに現れてい

るが，近年の公共投資の抑制及び民間投資の低迷から，購入台数の

激減，保有台数の減少，そして建設業とリース業の保有する建設機

械の構成，台数の占有割合に変化が出ている。

今回は経済産業省と，国土交通省とが共管で，実施している建設

機械の動向調査（平成 17 年度建設機械動向調査報告）をもとに，

その動向を報告する。

2．調査の概要

建設機械動向調査は，統計調査調整法に基づく承認統計として昭

和 50 年から実施しているもので，建設業等の建設機械の保有状況

を把握することを目的としている。

調査方法は，建設機械を製造・販売している製造業者及び国産機

械又は，輸入機械を販売している商社を対象として，年度毎の販売

台数及びアフターサービスのために管理している機械の台数を調査

し，販売台数，保有台数（推定台数）を求めるもので隔年毎に行わ

れている。

3．建設機械の購入及び推定保有台数の動向

（1）購入台数

平成 17 年度の建設機械の購入台数は全国で 96,349 台で前回比

10.6 ％増となっている。

これを工事用種類に見てみると土工機械 63,289 台（13 ％増），運

搬機械 3,304 台（12.7 ％増），基礎工事用機械 330 台（2.7 ％減），

せん孔機械 1,753 台（50.6 ％減），整地・転圧機械 1,822 台（28.5 ％

減），コンクリート・アスファルト機械 4,983 台（12.3 ％増），トン

ネル掘削機 68 台（45.6 ％減），その他の機械 20,800 台（21.2 ％増）

となり種類別に増減差が著しい。

購入台数を業種別に見てみると，建設業 20,726 台（5.2 ％減），

リース業 46,703 台（48.7 ％増），官公庁 651 台（48.3 ％減），その

他 22,943 台（0.3 ％増）となっておりリース業が大幅に増加してい

ることが特徴である（表― 1）。

（2）主要建設機械の推定保有台数

主要建設機械の保有台数は全体で 958,372 台（11.4 ％減）となっ

ている。主要機械の内訳を見ると，腹帯式ブルドーザ（ハンドガイ

ドを除く）53,223 台（24.3 ％減），油圧式ショベル系掘削機（ハン

ドガイドを除く）681,736 台（10.9 ％減），履帯式トラクタショベル

9,934 台（37.4 ％減），車輪式トラクタショベル 158,980 台（1.9 ％増），

油圧式トラッククレーン 17,849 台（46.6 ％減），機械式トラックク

レーン 131 台（79.3 ％減），ホイルクレーン（ラフテレーンクレー

ン含）36,519 台（9.4 ％減）となっている（図― 1）。

また保有台数の業種別に見ると，建設業 404,645 台（19.6 ％減），

リース業等 319,731 台（2.7 ％減），官公庁等 12,071 台（8.1 ％減）

となっている。

さらに業種別の保有台数のシェアを見ると，建設業が 42.2 ％

（前回 46.5 ％），リース業等 33.4 ％（30.4 ％），官公庁等 1.3 ％

（1.2 ％）となっている（表― 2）。

（3）主要建設機械の保有台数の推移

主要建設機械の保有台数は平成 11 年度をピークに減少しており，

平成 17 年度には 96 万台弱になっている。この傾向は建設投資額が

減少を続ける限り続くものと思われる。

（4）環境対策型建設機械

環境対策型建設機械は超低騒音型機械 170,170 台（8.9 ％増），低

騒音型機械 339,060 台（13.9 ％減），排ガス対策型機械 507,806 台

（0.1 ％減）となっており，全体の保有台数が 11.4 ％減少する中で

環境対策型建設機械に移行していることが分る（表― 3）。

4．おわりに

建設投資と建設生産性に直結する建設機械の保有量には相関があ

り，平成 17 年度の建設機械動向調査においても建設投資の減少傾

向を反映している。今回調査の傾向および特徴をまとめると次のよ

うになる。

①我が国の建設機械保有量の減少は，まだ当分続きそうである。

②建設投資と建設機械保有量のピーク時期には 7年程度のタイムラ

グがあるが，下げ止まりの傾向はいまだ見えていない。

③主要建設機械であるショベル系掘削機において，販売台数の増加

に対し保有台数が減少していることに注目すると，海外の中古車

需要が国内の更新需要を喚起し保有数を調整するきっかけを作っ

ている面がある。

④ミニバックホウ（0.2 m3 以下）はリース化が進んでいる。

⑤ブルドーザの保有は建設業が約 6割を占めるが，大規模土工事の

減少によりその保有量も減少している。

⑥履帯式トラクタショベルは車輪式に置換わっている。

⑦環境対策機械は「特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律」

建設業等の建設機械の保有状況（その 2）
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表― 1 建設機械購入の業種比率（全国）

機　械　名 業 　 種 　 別 　 購 　 入 　 台 　 数
規　格

コード 販売 建設業 リース業等 官公庁等 農林水産業
採石・砂・砂利・

台数
玉石採取業

区　分 台数 ％ 台数 ％ 台数 ％ 台数 ％ 台数 ％
履帯式ブルドーザ ブレード付 3-10 t 未満 012 565 139 24.6 ％ 325 57.5 ％ 5 0.9 ％ 17 3.0 ％ 15 2.7 ％
（ハンドガイドを除く） 整備重量 10-20 t 013 176 63 35.8 ％ 72 40.9 ％ 4 2.3 ％ 1 0.6 ％ 15 8.5 ％

20t 以上 014 260 150 57.7 ％ 36 13.8 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 31 11.9 ％
計 1,001 352 35.2 ％ 433 43.3 ％ 9 0.9 ％ 18 1.8 ％ 61 6.1 ％

油圧式 標準バケット 0.2 m3 未満 041 25,277 7,763 30.7 ％ 14,271 56.5 ％ 73 0.3 ％ 568 2.2 ％ 97 0.4 ％
ショベル系掘削機 平積容量 0.2-0.6 m3 042 15,455 3,920 25.4 ％ 8,950 57.9 ％ 48 0.3 ％ 370 2.4 ％ 97 0.6 ％
（ハンドガイドを除く） 0.6 m3 以上 043 11,205 3,177 28.4 ％ 4,934 44.0 ％ 20 0.2 ％ 63 0.6 ％ 855 7.6 ％

計 51,937 14,860 28.6 ％ 28,155 54.2 ％ 141 0.3 ％ 1,001 1.9 ％ 1,049 2.0 ％
機械ロープ式 標準バケット 0.6-1.2 m3 未満（20-40 t 未満） 051 99 7 7.1 ％ 80 80.8 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％
ショベル系掘削機 平積容量（最大 1.2-2.0 m3（40-60 t） 052 37 19 51.4 ％ 3 8.1 ％ 2 5.4 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％
（クローラクレーンを含む）吊り上げ能力） 2.0 m3 以上（60 t 以上） 053 147 54 36.7 ％ 60 40.8 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％

計 283 80 28.3 ％ 143 50.5 ％ 2 0.7 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％
履帯式トラクタショベル 061 20 4 20.0 ％ 0 0.0 ％ 3 15.0 ％ 0 0.0 ％ 1 5.0 ％
車輪式 標準バケット 0.6 m3 未満 071 4,785 639 13.4 ％ 1,446 30.2 ％ 79 1.7 ％ 832 17.4 ％ 31 0.6 ％
トラクタショベル 山積容量 0.6-3. 6m3 072 4,768 981 20.6 ％ 570 12.0 ％ 155 3.3 ％ 491 10.3 ％ 298 6.3 ％

3.6 m3 以上 073 495 81 16.4 ％ 25 5.1 ％ 3 0.6 ％ 1 0.2 ％ 218 44.0 ％
計 10,048 1,701 16.9 ％ 2,041 20.3 ％ 237 2.4 ％ 1,324 13.2 ％ 547 5.4 ％

合　　　　　　　　　　　計 63,289 16,997 26.9 ％ 30,772 48.6 ％ 392 0.6 ％ 2,343 3.7 ％ 1,658 2.6 ％
公道外用ダンプトラック 081 263 100 38.0 ％ 16 6.1 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 74 28.1 ％
油圧式 最大吊上能力 5 t 未満 101 270 38 14.1 ％ 37 13.7 ％ 5 1.9 ％ 0 0.0 ％ 1 0.4 ％
トラッククレーン 5-40 t 102 19 19 100.0 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％

40 t 以上 103 67 50 74.6 ％ 17 25.4 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％
計 356 107 30.1 ％ 54 15.2 ％ 5 1.4 ％ 0 0.0 ％ 1 0.3 ％

機械式トラッククレーン 111 9 0 0.0 ％ 1 11.1 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％
ホイールクレーン 最大吊上能力 20 t 未満 115 614 306 49.8 ％ 300 48.9 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％
（ラフテレーン 20 t 以上 116 1,007 477 47.4 ％ 523 51.9 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 1 0.1 ％
クレーンを含む） 計 1,621 783 48.3 ％ 823 50.8 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 1 0.1 ％
不整地用運搬車 最大積載量 1 t 以上 117 1,055 104 9.9 ％ 857 81.2 ％ 10 0.9 ％ 30 2.8 ％ 1 0.1 ％

合　　　　　　　　　　　計 3,304 1,094 33.1 ％ 1,751 53.0 ％ 15 0.5 ％ 30 0.9 ％ 77 2.3 ％
振動バイルドライバ 131 3 1 33.3 ％ 1 33.3 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％
アースオーガ 141 128 72 56.3 ％ 50 39.1 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％
大口径掘削機 151 32 28 87.5 ％ 4 12.5 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％
（ベノト，リバース，アースドリル）
油圧ハンマ 153 1 1 100.0 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％
油圧式杭圧入引抜機 155 59 57 96.6 ％ 1 1.7 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％
地盤改良機械 157 107 107 100.0 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％

合　　　　　　　　　　　計 330 266 80.6 ％ 56 17.0 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％
大型ブレーカ 油圧式 161 1,750 37 2.1 ％ 304 17.4 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 3 0.2 ％
クローラドリル 171 3 1 33.3 ％ 2 66.7 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％

合　　　　　　　　　　　計 1,753 38 2.2 ％ 306 17.5 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 3 0.2 ％
モーターグレーダ ブレード長 3.6 m未満 181 73 28 38.4 ％ 35 47.9 ％ 3 4.1 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％
（除雪グレーダを含む） 3.6 m以上 182 48 11 22.9 ％ 2 4.2 ％ 28 58.3 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％

計 121 39 32.2 ％ 37 30.6 ％ 31 25.6 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％
ロードローラ 自　　　　　重 191 86 30 34.9 ％ 53 61.6 ％ 1 1.2 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％
（搭乗形自走式） （ウェイトなし）
（マカダム，三輪タンデム）
タイヤローラ 自　　　　　重 201 333 92 27.6 ％ 234 70.3 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 1 0.3 ％
（搭乗形自走式） （ウェイトなし）
振動ローラ（コンバイ 搭乗形自走式 211 1,282 275 21.5 ％ 959 74.8 ％ 2 0.2 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％
ンドローラを含む）

合　　　　　　　　　　　計 1,822 436 23.9 ％ 1,283 70.4 ％ 34 1.9 ％ 0 0.0 ％ 1 0.1 ％
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図― 1 主要建設機械の推定保有台数の推移

機　械　名 業 　 種 　 別 　 購 　 入 　 台 　 数
規　格

コード 販売 建設業 リース業等 官公庁等 農林水産業
採石・砂・砂利・

台数
玉石採取業

区　分 台数 ％ 台数 ％ 台数 ％ 台数 ％ 台数 ％
コンクリート 型式 重力式 221 4 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％
プラント 強制練式 223 29 6 20.7 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％

計 33 6 18.2 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％
コンクリートフィニッシャ 231 0 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％
コンクリートミキサ 232 7 6 85.7 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％
トラックミキサ 241 4,190 67 1.6 ％ 4 0.1 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 2 0.0 ％
（アジテータトラックを含む）
コンクリートポンプ 型式 定置式 251 21 4 19.0 ％ 4 19.0 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％

車両搭載式 252 215 208 96.7 ％ 2 0.9 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％
計 236 212 89.8 ％ 6 2.5 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％

アスファルトプラント 261 3 3 100.0 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％
スファルト 最大舗装幅 3.5m未満 271 139 34 24.5 ％ 71 51.1 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 1 0.7 ％
フィニッシャ 3.5m以上 272 375 101 26.9 ％ 159 42.4 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 1 0.3 ％

計 514 135 26.3 ％ 230 44.7 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 2 0.4 ％
合　　　　　　　　　　　　計 4,983 429 8.6 ％ 240 4.8 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 4 0.1 ％

全断面トンネル掘進機 281 0 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％
シールド掘進機 282 44 44 100.0 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％
小口径管推進機 283 24 24 100.0 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％
自由断面トンネル掘進機 284 0 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％
トンネルジャンボ 285 0 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％

合　　　　　　　　　　　計 68 68 100.0 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％
大型コンプレッサ 可搬式　 291 4,512 555 12.3 ％ 3,364 74.6 ％ 23 0.5 ％ 7 0.2 ％ 13 0.3 ％
（15 kw又は 20 PS 以上） 半可搬式
大型発動発電機 可搬式　 301 7,983 724 9.1 ％ 5,992 75.1 ％ 91 1.1 ％ 38 0.5 ％ 31 0.4 ％
（15 kw又は 60 Hz 以上） 半可搬式
ロータリ除雪車 搭乗形 311 150 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 41 27.3 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％
路面清掃車 搭乗形 321 95 18 18.9 ％ 1 1.1 ％ 29 30.5 ％ 0 0.0 ％ 4 4.2 ％
路面切削機 331 29 20 69.0 ％ 6 20.7 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％
高所作業車 トラック架装のもの 341 2,933 0 0.0 ％ 447 15.2 ％ 4 0.1 ％ 0 0.0 ％ 0 0.0 ％

その他のもの 342 4,847 9 0.2 ％ 2,453 50.6 ％ 17 0.4 ％ 0 0.0 ％ 2 0.0 ％
計 7,780 9 0.1 ％ 2,900 37.3 ％ 21 0.3 ％ 0 0.0 ％ 2 0.0 ％

自走式破砕機 コンクリート・木材用 351 251 72 28.7 ％ 32 12.7 ％ 5 2.0 ％ 9 3.6 ％ 12 4.8 ％
合　　　　　　　　　　　計 20,800 1,398 6.7 ％ 12,295 59.1 ％ 210 1.0 ％ 54 0.3 ％ 62 0.3 ％
総　　　　　　　　　　　計 96,349 20,726 21.5 ％ 46,703 48.5 ％ 651 0.7 ％ 2,427 2.5 ％ 1,805 1.9 ％

分
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表― 2 主要建設機械の補正係数を用いた推定保有台数

機　械　名 推定 業 種 別 推 定 保 有 台 数
規　格 コード 保有 建設業 リース業等 官公庁等 その他 不明

区　分 台数 台数 ％ 台数 ％ 台数 ％ 台数 ％ 台数 ％
履帯式ブルドーザ ブレード付 3-10 t 未満 012 36,853 23,268 63.1 ％ 8,710 23.6 ％ 654 1.8 ％ 3,996 10.8 ％ 225 0.6 ％
（ハンドガイドを除く）整備重量 10-20 t 013 8,687 5,203 59.9 ％ 1,544 17.8 ％ 462 5.3 ％ 1,414 16.3 ％ 64 0.7 ％

20 t 以上 014 7,683 4,181 54.4 ％ 841 10.9 ％ 188 2.4 ％ 2,460 32.0 ％ 13 0.2 ％
計 53,223 32,652 61.3 ％ 11,095 20.8 ％ 1,304 2.5 ％ 7,870 14.8 ％ 302 0.6 ％

油圧式 標準バケット 0.2 m3 未満 041 333,129 127,193 38.2 ％ 132,670 39.8 ％ 2,220 0.7 ％ 30,914 9.3 ％ 40,132 12.0 ％
ショベル系掘削機 平積容量 0.2-0.6 m3 042 223,268 116,206 52.0 ％ 82,177 36.8 ％ 795 0.4 ％ 11,857 5.3 ％ 12,233 5.5 ％
（ハンドガイドを除く） 0.6 m3 以上 043 125,339 60,001 47.9 ％ 39,670 31.7 ％ 240 0.2 ％ 21,201 16.9 ％ 4,227 3.4 ％

計 681,736 303,400 44.5 ％ 254,517 37.3 ％ 3,255 0.5 ％ 63,972 9.4 ％ 56,592 8.3 ％
履帯式トラクタショベル 061 9,934 6,497 65.4 ％ 1,159 11.7 ％ 302 3.0 ％ 1,787 18.0 ％ 189 1.9 ％
車輪式 標準バケット 0.6 m3 未満 071 64,588 14,442 22.4 ％ 14,535 22.5 ％ 2,205 3.4 ％ 23,171 35.9 ％ 10,235 15.8 ％
トラクタショベル 山積容量 0.6-3.6 m3 072 86,155 32,372 37.6 ％ 6,576 7.6 ％ 4,196 4.9 ％ 35,155 40.8 ％ 7,856 9.1 ％

3.6 m3 以上 073 8,237 1,166 14.2 ％ 288 3.5 ％ 59 0.7 ％ 5,626 68.3 ％ 1,098 13.3 ％
計 158,980 47,980 30.2 ％ 21,399 13.5 ％ 6,460 4.1 ％ 63,952 40.2 ％ 19,189 12.1 ％

合　　　　　　　　　　　計 903,873 390,529 43.2 ％ 288,170 31.9 ％ 11,321 1.3 ％ 137,581 15.2 ％ 76,272 8.4 ％
油圧式トラッククレーン※ 17,849 5,517 30.9 ％ 6,343 35.5 ％ 624 3.5 ％ 4,442 24.9 ％ 923 5.2 ％
機械式トラッククレーン 111 131 28 21.4 ％ 21 16.0 ％ 40 30.5 ％ 27 20.6 ％ 15 11.5 ％
ホイールクレーン（ラフテレーンクレーンを含む）※ 36,519 8,571 23.5 ％ 25,197 69.0 ％ 86 0.2 ％ 1,811 5.0 ％ 854 2.3 ％

合　　　　　　　　　　　計 54,499 14,116 25.9 ％ 31,561 57.9 ％ 750 1.4 ％ 6.280 11.5 ％ 1,792 3.3 ％
総　　　　　　　　　　　　計 958,372 404,645 42.2 ％ 319,731 33.4 ％ 12,071 1.3 ％ 143,861 15.0 ％ 78,064 8.1 ％

分
　
類

土
　
工
　
機
　
械

運
搬
機
械

注）※印は厚生労働省移動式クレーン設置台数を引用（参考値）

表― 3 環境対策型建設機械及び超小旋回型機種の補正係数を用いた指定普及台数・前年比増減率

推定
環境対策型建設機械

保有 前回比
超低騒音型建設機械 低騒音型建設機械 排出ガス対策型建設機械

機械名 規格 区分 年度
台数 増減（％）機械台数 普及率 機械台数 普及率

機械台数 普及率

（A） （B） （B/A）（％） （B） （％）（B/A）
（B） （％）（B/A）

第１次 第２次 第１次 第２次
履帯式 ブレード付 3-10 t 未満 H15 41,337 － 16.5 0 0.0 13,277 32.1 7,136 510 17.3 1.2
ブルドーザ 整備重量 H17 36,853 － 10.8 0 0.0 3,891 10.6 6,575 1,284 17.8 3.5
（ハンドガイ 10-20 t H15 9,550 － 38.1 0 0.0 0 0.0 2,073 80 21.7 0.8
ドを除く） H17 8,687 － 9.0 0 0.0 0 0.0 1,734 409 20.0 4.7

10-20 t H15 8,072 49.4 0 0.0 0 0.0 1,605 272 19.9 3.4
H17 7,683 － 4.8 0 0.0 0 0.0 1,534 570 20.0 7.4

計 H15 58,959 － 16.2 0 0.0 13,277 22.5 10,814 862 18.3 1.5
H17 53,223 － 9.7 0 0.0 3,891 7.3 9,843 2,263 18.5 4.3

油圧式ショベ 標準バケッ 0.2 m3 未満 H15 355,798 6.2 136,753 38.4 85,030 23.9 138,938 65,527 39.0 18.4
ル系掘削機 ト平積容量 H17 333,129 － 6.4 150,039 45.0 87,633 26.3 104,165 102,695 31.3 30.8
（ハンドガイ 0.2-0.6 m3 H15 235,171 － 15.0 3,188 1.4 134,411 57.2 111,446 19,828 47.4 8.4
ドを除く） H17 223,268 － 5.1 4,870 2.2 114,041 51.1 100,012 37,900 44.8 17.0

0.6m3 以上 H15 131,628 － 14.4 4,747 3.6 81,044 61.6 54,920 23,271 41.7 17.7
H17 125.339 － 4.8 6,413 5.1 56,273 44.9 28,773 34,655 23.0 27.6

計 H15 722,597 － 5.6 144,688 20.0 300,485 41.6 305,304 108,626 42.3 15.0
H17 681,736 － 5.7 161,322 23.7 257,947 37.8 232,950 175,250 34.2 25.7

履帯式トラクタショベル 計 H15 11,571 － 27.1 0 0.0 ― 0.0 92 0 0.8 0.0
H17 9,934 － 14.1 0 0.0 0 0.0 89 0 0.9 0.0

車輪式トラク 標準バケット 0.6 m3 未満 H15 64,631 11.8 8,169 12.6 34,857 53.9 20,587 10,879 31.9 16.8
タショベル 山積容量 H17 64,588 － 0.1 7,714 11.9 21,659 33.5 15,158 14,367 23.5 22.2

0.6-3.6 m3 H15 76,133 － 16.9 1,270 1.7 20,308 26.7 27,797 2,101 36.5 2.8
H17 86,155 13.2 880 1.0 25,105 29.1 28,043 7,719 32.5 9.0

3.6 m3 以上 H15 6,328 － 4.1 0 0.0 113 1.8 2,534 587 40.0 9.3
H17 8,237 30.2 0 0.0 196 2.4 1,937 1,422 23.5 17.3

計 H15 147,092 － 5.7 9,439 6.4 55,278 37.6 50,918 13,567 34.6 9.2
H17 158,980 8.1 8,594 5.4 46,960 29.5 45,138 23,508 28.4 14.8

合計 H15 940,219 － 6.7 154,127 16.4 369,040 39.3 367,128 123,055 39.0 13.1
H17 903,873 － 3.9 169,916 18.8 308,798 34.2 268,020 201,021 31.9 22.2



（平成 18 年 10 月施行）によりバックホウ，ブルドーザ，トラク

タショベル，フォークリフト，農耕用トラクタなどが排出ガス基

準適合車の使用が義務付けられたので普及率は急速に高まるとお

もわれる。

「建設機械の動向調査報告」は，建築工事等に使われている大型

機械のデータが欠けるものの，我が国建設業の施工能力と施工体制

を知るうえで基礎となる要素動向を表わしている。さらに注意深く

分析すれば，建設事業に係る企業にとって有意義なものが得られる

のではないだろうか。本調査結果が一層，活用されることを望みた

い。
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推定
環境対策型建設機械

保有 前回比
超低騒音型建設機械 低騒音型建設機械 排出ガス対策型建設機械

機械名 規格 区分 年度
台数 増減（％）機械台数 普及率 機械台数 普及率

機械台数 普及率

（A） （B） （B/A）（％） （B） （％）（B/A）
（B） （％）（B/A）

第１次 第２次 第１次 第２次
油圧式トラッククレーン 計 H15 18,054 － 46.0 0 0.0 1,872 10.4 0 0 0.0 0.0

H17 17,849 － 1.1 60 0.3 375 2.1 0 0 0.0 0.0
機械式トラッククレーン 計 H15 641 1.3 0 0.0 0 0.0 0 0 0.0 0.0

H17 131 － 79.6 0 0.0 3 2.3 0 3 0.0 2.3
ホイールクレーン（ラフテ 計 H15 36,488 － 9.5 2,198 6.0 22,830 62.6 15,104 2,896 41.4 7.9
レーンクレーンを含む） H17 36,519 0.1 194 0.5 29,884 81.8 12,455 6,307 34.1 17.3

合計 H15 55,183 － 25.8 2,198 4.0 24,702 44.8 15,104 2,896 27.4 5.2
H17 54,499 － 1.2 254 0.5 30,262 55.5 12,455 6,310 22.9 11.6

総計 H15 995,402 － 8.0 156,325 15.7 393,742 39.6 382,232 125,951 38.4 12.7
H17 958,372 － 3.7 170,170 17.8 339,060 35.4 300,475 207,331 31.4 21.6

「建設機械施工ハンドブック」改訂 3版
近年，環境問題や構造物の品質確保をはじめとする

様々な社会的問題，並びに IT 技術の進展等を受けて，建
設機械と施工法も研究開発・改良改善が重ねられていま
す。また，騒音振動・排出ガス規制，地球温暖化対策など，
建設機械施工に関連する政策も大きく変化しています。
今回の改訂では，このような最新の技術情報や関連施

策情報を加え，建設機械及び施工技術に係わる幅広い内
容をとりまとめました。

「基礎知識編」
1．概要
2．土木工学一般
3．建設機械一般
4．安全対策・環境保全
5．関係法令
「掘削・運搬・基礎工事機械編」
1．トラクタ系機械
2．ショベル系機械
3．運搬機械
4．基礎工事機械
「整地・締固め・舗装機械編」

1．モータグレーダ
2．締固め機械
3．舗装機械
●A4版／約 900 ページ
●定　価
非 会 員： 6,300 円（本体 6,000 円）
会　　員： 5,300 円（本体 5,048 円）
特別価格： 4,800 円（本体 4,572 円）
【但し特別価格は下記◎の場合】
◎学校教材販売
〔学校等教育機関で 20 冊以上を一括購入申込みされ
る場合〕
※学校及び官公庁関係者は会員扱いとさせて頂きます。
※送料は会員・非会員とも沖縄県以外 700 円，沖縄県
1,050 円
※なお送料について，複数又は他の発刊本と同時申込み
の場合は別途とさせて頂きます。
●発刊　平成 18 年 2 月

社団法人　日本建設機械化協会
〒 105-0011 東京都港区芝公園 3-5-8（機械振興会館）

Tel. 03（3433）1501 Fax. 03（3432）0289 http://www.jcmanet.or.jp
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2000 年

2001 年

2002 年

2003 年

2004 年

2005 年

2006 年

2006 年 3 月

4 月

5月

6月

7月

8月

9月

10 月

11 月

12 月

2007 年 1 月

2 月

3月

159,439
143,383
129,862
125,436
130,611
138,966
136,214
24,365

8,153

7,056

10,826

9,065

10,839

18,711

9,118

9,518

11,736

9,624

10,318

23,973

101,397
90,656
80,979
83,651
92,008
94,850
98,886
17,172

6,597

5,705

7,713

6,547

7,771

11,813

6,942

7,023

9,052

7,694

7,132

17,208

17,588
15,363
11,010
12,212
17,150
19,156
22,041
3,320

1,922

1,575

1,933

1,523

2,005

2,483

1,475

1,486

1,751

1,684

1,372

3,001

83,808
75,293
69,970
71,441
74,858
75,694
76,845
13,852

4,675

4,130

5,780

5,023

5,766

9,330

5,467

5,537

7,302

6,011

5,760

14,206

45,494
39,133
36,773
30,637
27,469
30,657
20,711
5,064

893

633

1,721

1,089

1,680

2,431

1,436

1,426

1,623

1,240

2,310

4,385

6,188
6,441
5,468
5,123
5,223
5,310
5,852
589

425

423

553

400

487

755

415

459

530

425

484

708

6,360
7,153
6,641
5,935
5,911
8,149
10,765
1,539

237

294

839

1,029

901

3,713

326

610

531

265

391

1,672

104,913
93,605
86,797
86,480
93,306
95,370
98,795
17,761

6,069

5,598

8,375

6,173

8,215

12,263

6,619

6,924

8,740

7,477

7,186

16,871

54,526
49,778
43,064
38,865
37,305
43,596
37,419
6,604

2,085

1,458

2,451

2,891

2,624

6,448

2,499

2,595

2,997

2,148

3,132

7,102

180,331
162,832
146,863
134,414
133,279
136,152
134,845
134,733

137,143

134,880

134,201

134,361

134,977

139,816

139,021

136,928

134,845

133,681

133,709

―

160,536
160,904
145,881
133,522
131,313
136,567
142,913
19,630

9,045

9,193

12,015

9,710

10,074

14,357

10,083

11,689

13,775

10,210

11,644

―

年　　月 総　　計 民　　　間

受　　注　　者　　別

製 造 業 非製造業計
官 公 庁 そ の 他 海　　外 建　　築 土　　木

工　事　種　類　別
未消化

工事高
施工高

建設工事受注動態統計調査（大手 50 社）
（単位：億円）

建　設　機　械　受　注　実　績
（単位：億円）

年　　月

総　　　　　額

海　外　需　要

海外需要を除く

9,748
3,586
6,162

8,983
3,574
5,409

8,667
4,301
4,365

10,444
6,071
4,373

12,712
8,084
4,628

14,749
9,530
5,219

17,465
11,756
5,709

1,609

1,051

558

1,478

1,040

438

1,389

917

472

1,540

977

563

1,482

1,008

474

1,419

952

467

1,496

912

584

1,383

897

486

1,403

927

476

1,676

1,271

405

1,388

997

391

1,954

1,496

458

1,549

940

609

00 年 01 年 02 年 03 年 04 年 05 年 06 年
06 年
3 月

4 月 5月 6月 7月 8月 9月 10 月 11 月 12 月
07 年
1 月

2 月 3 月

（注）2000 ～ 2002 年は年平均で，2003 年～ 2006 年は四半期ごとの平均値で図示した。

2006 年 3 月以降は月ごとの値を図示した。

出典：国土交通省建設工事受注動態統計調査

内閣府経済社会総合研究所機械受注統計調査
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について　②その他

■路盤・舗装機械技術委員会・アスファル

トフィニッシャー変遷分科会　

月　　日： 4月 24 日（火）

出 席 者：勝　敏行分科会長ほか 4名

議　　題：①アスファルトフィニッシャ

ーの変遷について　②その他

■油脂技術委員会・グリース分科会

月　　日： 4月 24 日（火）

出 席 者：田路　寛分科会長ほか 7名

議　　題：①グリースのアンケート結果

について　②オンファイルについて

③その他

■油脂技術委員会・ JCMA油脂規格普及

分科会

月　　日： 4月 24 日（火）

出 席 者：長尾正人分科会長ほか 5名

議　　題：①オンファイルシステム運用

マニュアルについて　②規格運用開始

時期について　③潤滑油協会HPにつ

い　④その他

■油脂技術委員会

月　　日： 4月 24 日（火）

出 席 者：杉山玄六委員長ほか 13 名

議　　題：①平成19年度事業計画につい

て　② JCMA 油脂規格普及促進分科

会報告　③グリース分科会活動報告

④その他

■建築生産機械技術委員会幹事会

月　　日： 4月 25 日（水）

出 席 者：石倉武久委員長ほか 3名

議　　題：①平成19年度活動計画　②そ

の他

■建設業部会・建設機械の安全提案分科会

月　　日： 4月 19 日（木）

出 席 者：篠原　望会長ほか 8名

議　　題：最終回として平成18年度活動

報告書の字句・構成の修正等

■建設業部会三役会

月　　日： 4月 25 日（水）

出 席 者：佐治賢一郎部会長ほか 7名

議　　題：①「建設生産システムの高度

化」に関する国交省建設施工企画課と

の情報交流の進め方　②部会年間スケ

ジュールの討議　③部会HPのメンテ

ナンス　④国交省建設施工企画課との

情報交流の進め方の検討会等

■機関誌編集委員会

月　　日： 4月 4日（水）

出 席 者：村松敏光委員長ほか 20 名

議　　題：①平成 19年 7月号（第 689号）

の計画　②平成 19 年 8 月号（第 690

号）の素案　③平成 19 年 4 ～ 6 月号

■ 各 種 委 員 会 等

■ 建 設 業 部 会

（第 686 ～ 688 号）の進捗状況確認

■新機種調査分科会

月　　日： 4月 17 日（火）

出 席 者：渡部　務分科会長ほか 4名

議　　題：新機種情報の検討・選定

■建設経済調査分科会

月　　日： 4月 18 日（水）

出 席 者：山名至孝分科会長ほか 2名

議　　題：建設機械動向調査について

■第 1回企画部会

月　　日： 4月 24 日（火）

出 席 者：美馬部会長ほか 17 名

議　　題：①平成18年度事業報告および

同決算報告　②平成 19 年度事業計画

（案）および同収支予算（案）の協議

ほか

■ EE東北作業部会

月　　日： 4月 19 日（木）

場　　所：仙台市宮城県建設産業会館

参 加 者：遠藤事務局長ほか 1名

議　　題： EE東北’07実施要領，出展申

込状況，新技術活用討論会ほか

■ EE東北実行委員会

月　　日： 4月 25 日（水）

場　　所：仙台市宮城県建設産業会館

出 席 者：菅原次郎広報部会長

議　　題： EE東北’07実施要領，出展申

込状況，新技術活用討論会ほか

■会計監査

月　　日： 4月 23 日（月）

場　　所：㈱イスミック東北支店

参 加 者：清原　隆会計監事，支部事務

局長ほか 1名

会計監査：平成 18 年度事業決算

月　　日： 4月 25 日（水）

場　　所：㈱奥村組東北支店

参 加 者：伊藤博元会計監事，支部事務

局長ほか 1名

会計監査：平成 18 年度事業決算

■技術報告会実行委員会

月　　日： 4月 24 日（火）

場　　所：コープ花園

出 席 者：榎　紀洋普及部会委員

議　　題：平成19年度実施計画について

■ 北 陸 支 部

■ 東 北 支 部

■ 北 海 道 支 部

■路盤・舗装機械技術委員会・安全対策分

科会

月　　日： 4月 4日（水）

出 席 者：小薬賢一分科会長ほか 4名

議　　題：①平成19年度活動計画につい

て　②その他

■コンクリート機械技術委員会

月　　日： 4月 12 日（木）

出 席 者：大村高慶委員長ほか 7名

議　　題：①トラックミキサーの安全要

求事項について　②その他

■トンネル機械技術委員会総会

月　　日： 4月 18 日（水）

出 席 者：大阪　衛／篠原慶二委員長ほ

か 30 名

議　　題：①平成18年度活動結果　②平

成19年度活動計画について　③その他

■情報化機器技術委員会

月　　日： 4月 19 日（木）

出 席 者：中野一郎委員長ほか 5名

議　　題：① ICTの利活用について　②

安全・災害対策について　③環境保全

について　④標準化活動支援について

■ショベル技術委員会

月　　日： 4月 20 日（金）

出 席 者：此村　靖委員長ほか 7名

議　　題：①燃費測定法について　②ホ

ームページについて　③その他

■トラクタ技術委員会

月　　日： 4月 20 日（金）

出 席 者：斉藤秀企委員長ほか 5名

議　　題：①燃費測定法について　②ホ

ームページ立ち上げについて ③その他

■原動機技術委員会

月　　日： 4月 20 日（金）

出 席 者：有福孝智委員長ほか 15 名

議　　題：①次期排出ガス規制対応，メ

ーカヒヤリングについて　②燃料性状

規定の動向について　③今年度の活動

テーマについて　④その他

■除雪機械技術委員会幹事会

月　　日： 4月 23 日（月）

出 席 者：江本　平幹事長ほか 11 名

議　　題：①除雪機械のC規格作成につ

いて　②平成 19 年度の活動計画につ

いて　③その他

■路盤・舗装機械技術委員会・安全対策分

科会グレーダー部門

月　　日： 4月 24 日（火）

出 席 者：小薬賢一分科会長ほか 7名

議　　題：①グレーダーの安全規格作成

■ 機 械 部 会

…行事一覧…
（2007 年 4 月 1 日～ 30 日）

…支部行事一覧…



■企画部会

月　　日： 4月 25 日（水）

場　　所：新潟東映ホテル

出 席 者：中森良次企画部会長ほか17名

議　　題：①平成18年度支部事業報告お

よび決算報告について　②平成 19 年

度事業計画および収支予算について

③優良建設機械運転員並びに整備員の

表彰について

■建設機械整備技術委員会

月　　日： 4月 27 日（金）

場　　所：新潟東映ホテル

出 席 者：姫野芳範整備技術委員長ほか

12 名

議　　題：除雪機械整備工数表の改訂発

刊と電子化について

■調査部会

月　　日： 4月 3日（火）

出 席 者：山本芳治調査部会長ほか14名

議　　題：「平成 19年度建設事業説明会」

実施要領について打合せ

■部会長・副部会長会議開催

月　　日： 4月 10 日（火）

出 席 者：安江規尉企画部会長ほか11名

議　　題：①平成18年度事業報告および

決算報告について　②平成 19 年度事

業計画（案）および収支予算（案）に

ついて審議　③平成 19 年度建設機械

優良技術員表彰者について審議

■平成 19年度建設事業説明会開催

月　　日： 4月 13 日（金）

場　　所：名古屋逓信会館

参 加 者：約 200 名

内　　容：①国土交通省中部地方整備局

の建設事業について（道路関係）／国

土交通省中部地方整備局道路部長　酒

井利夫氏　②国土交通省中部地方整備

局の建設事業について（河川関係）／

国土交通省中部地方整備局河川調査官

浅野和広氏　③中日本高速道路㈱名古

屋支社の建設事業について／中日本高

速道路㈱名古屋支社建設事業部長　猪

熊康夫氏　④名古屋高速道路公社の建

設事業について／名古屋高速道路公社

工務部長　杉村俊治氏　⑤独立行政法

人水資源機構中部支社の建設事業につ

いて／独立行政法人水資源機構中部支

社建設部次長　柴田和昭氏　⑥建設技

術の開発と活用・普及について（中部

技術事務所の取り組み）／国土交通省

中部技術事務所所長　安田佳哉氏

■運営委員会開催

月　　日： 4月 27 日（金）

出 席 者：土屋功一支部長ほか 24 名

■ 中 部 支 部

議　　題：①平成18年度事業報告および

決算報告について　②平成 19 年度事

業計画（案）および収支予算（案）に

ついて審議　③平成 19 年度補欠役員

について審議　④平成 19 年度建設機

械優良技術員表彰者について審議

⑤中期事業計画（H19 ～ H21）につい

て　⑥中部支部創立 50 周年記念事業

について

■建設業部会

月　　日： 4月 10 日（火）

出 席 者：中山隆義部会長ほか 15 名

議　　題：①平成18年度活動報告につい

て　②平成 19 年度事業計画（案）に

ついて　③部会運営における課題，問

題点について

■企画部会

月　　日： 4月 19 日（木）

出 席 者：石瀬治武部会長ほか 10 名

議　　題：①平成 18 年度事業報告の件

②平成 18 年度決算報告の件　③平成

19 年度事業計画の件　④平成 19 年度

予算の件 ⑤第 58 回支部通常総会の件

■平成 18年度会計監査

月　　日： 4月 20 日（金）

出 席 者：中山金光会計監事，神谷敏孝

会計監事

内　　容：平成18年度決算報告および関

係書類に基づく会計監査

■運営委員会

月　　日： 4月 25 日（水）

場　　所：大阪キャッスルホテル 7階会

議室

出 席 者：深川良一支部長ほか 26 名

議　　題：①平成18年度事業報告および

決算報告の件　②平成 19 年度事業計

画および予算の件　③建設機械優良運

転員，整備員表彰者の承認について

④支部総会での講演会の件

■新機種・新工法委員会

月　　日： 4月 26 日（木）

出 席 者：金田一行委員長ほか 9名

議　　題：①NETIS について（技術活用

システム）②新機種紹介（ブルドーザ，

シグマブレード－コマツ）③レンタル

会社における情報化施工の取組みにつ

いて

■会計監事会

月　　日： 4月 9日（月）

場　　所：中国支部事務所

出 席 者：矢仲会計監事ほか 3名

■ 中 国 支 部

■ 関 西 支 部

議　　題：平成 18 年度決算会計監査

■第 1回部会長会議

月　　日： 4月 12 日（木）

場　　所：中国支部事務所

出 席 者：増永和彦広報部会長ほか 8名

議　　題：①平成 18 年度事業報告書・決

算報告書について　②平成 19 年度事

業計画・収支予算書について　③平成

19 年度建設機械化施工優良技術員表

彰について　④当支部の活性化に向け

た新規事業について

■会計監事会の開催

月　　日： 4月 11 日（水）

場　　所：四国支部事務局

出 席 者：高橋英雄会計監事および武山

正人会計監事

議　　題：①平成19年度四国支部事業実

施状況について　②平成 19 年度四国

支部決算状況について　③その他

■企画部会幹事会

月　　日： 4月 24 日（火）

場　　所：サン・イレブン高松

議　　題：機関誌「しこく」第 79 号の編

集について

出 席 者：尾崎宏一企画部会長ほか 5名

■合同（企画・施工・技術）部会幹事会

月　　日： 4月 24 日（火）

場　　所：サン・イレブン高松

出 席 者：尾崎宏一企画部会長ほか28名

議　　題：①役員の変更および支部団体

会員入退会状況について　②平成 18

年度事業報告について　③平成 18 年

度決算報告について　④四国支部中期

事業計画（案）について　④平成 19

年度事業計画（案）について　⑤平成

19 年度収支予算（案）について　⑥

平成 19 年度優良建設機械運転員およ

び整備員表彰について　⑦その他

■第 1回企画委員会

月　　日： 4月 25 日（水）

出 席 者：古川恒雄支部長ほか 15 名

議　　題：①運営委員会提出議題について

■平成 19年度春季運営委員会

月　　日： 4月 25 日（水）

出 席 者：古川恒雄支部長ほか 45 名

議　　題：①平成 18 年度事業報告，決算

報告について　②平成 19 年度事業計

画（案），収支予算（案）について

③建設の機械化功労者表彰推薦者につ

いて

■ 九 州 支 部

■ 四 国 支 部

建設の施工企画　’07. 6 101



原子力発電所のトラブルがマスコ

ミ報道を賑わしています。日本の原

子力発電所において臨界事故は絶対

起きないような安全システムがしっ

かりと機能しているものと思ってい

たのでいささか驚きです。

制御棒の脱落トラブルについて，

水圧を制御する弁の誤操作が原因と

見られる旨の新聞報道等を見ると，

まさにヒューマンエラーが原因では

ないかと思えてきます。

原子力発電所事故の与える社会的

影響の大きさは，建設現場事故の比

ではありません。そのため，ヒュー

マンエラーもかなり研究され，対策

も十分に講じられ，訓練も相当行わ

れているでしょうから，そのような

中でもヒューマンエラーは起きてし

まう現実を見ると，ヒューマンエラ

ー防止対策の難しさを感じます。

「現代の大事故の原因のおよそ６

～８割がヒューマンエラーである」

ということをある文献で読んだこと

がありますが，建設現場の事故原因

についても同じようなことが指摘さ

れています。

わが国の全産業の中で，建設産業

における労働災害の発生率が最も高

い状況は長年続いており，なかなか

汚名を返上できません。労働安全衛

生法等の法律や各種の技術基準の整

備を中心に行われてきたこれまでの

安全対策では大幅な災害減少が見ら

れない状況の中で，最近，ヒューマ

ンエラー対策が注目されたり，建設

業労働安全衛生マネジメントシステ

ム（COHSMS）が導入される等，

災害撲滅に向けた新たな動きが活発

化しています。平成 17 年の建設産

業における労働災害による死亡者数

が 497 人と初めて 500 人を下回った

ように，その効果が徐々に現れてき

ているのかもしれません。

しかし，全産業の労働災害死亡者

数で建設産業の占める割合は数十年

ほとんど不変で，これを大幅に下げ

ることが長年の悲願であります。そ

のためにはまだまだ関係者の努力が

求められていると言えます。これま

でにない新たな発想が必要かもしれ

ません。本誌「建設施工の安全対策」

特集がその一助となれば幸甚です。

（中山・藤永）

建設の施工企画　’07. 6102

編 集 後 記

7 月号「建設施工における新技術特集」予告
・公共工事等における新技術活用システムと施工技術の動向について
・ ICT（情報通信技術）の施工への応用「国土交通分野イノベーション推進大綱」
・大学における施工技術研究の現状
・建設技術審査証明事業
・スラリー中圧噴射（CMS）システムによる深層混合処理工法
・ESR工法
・パワーブレンダー工法スラリー噴射方式
・トルクアップ
・「すきとり土」の現場内選別工法
・残存化粧型枠「パットウォール」
・重防食根巻積層嵩上補修工法【JNK工法】
・QRP工法（QUICK REPAIR PAVEMENT 急速舗装修繕工法）
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斉藤　　徹　㈱NIPPOコーポレーション

吉越　一郎　㈱間組

三柳　直毅　日立建機㈱

岡本　直樹　山h建設㈱

庄中　　憲　施工技術総合研究所
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